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論文要旨 
本研究は、近年注目されている価値共創理論をとりあげ、サービス研究や顧客満足研究、
競争戦略論を用いて、企業の視点にもとづき論じたものである。これまでの価値共創理論に
関する研究は、顧客および価値が共創される場に視点が置かれてきた。しかし、企業による
価値提案が価値共創プロセスの起点となり、企業と顧客により共創される価値(以下、共創
価値)に影響をもたらすことから、企業の視点は価値共創プロセスの様態を捉えるうえで重
要となる。 
 第Ⅰ部は理論編である。価値共創理論、サービス・マーケティング研究、顧客満足研究お
よび競争戦略論を整理し、時系列の概念を導入することで、企業が提案する価値(以下、提
案価値)の向上をともないながら価値共創プロセスが連続的に展開する“ダイナミックな価
値共創プロセスモデル”、そして伝達手段が価値共創プロセスに与える影響についての仮説
を示した。 
第 1 章では、価値共創理論に関する先行研究から、価値共創プロセスにおける提案価値
および伝達手段の重要性を示し、そしてサービス・マーケティング研究を整理することで、
伝達手段として用いられるサービスの特性や構造を明らかにした。 
第 2 章では、顧客満足研究の先行研究にもとづき、価値共創プロセスにおいて顧客満足
を用いる意義および顧客満足の構造を明らかにした。顧客満足の構造に関しては、これまで
さまざまな先行研究が示されてきたが、本研究では労働の 2 要因理論にもとづく機能充足
仮説を採用した。機能充足仮説にもとづくと、顧客満足は当たり前機能(満足にならず不満
に陥る)、および魅力的機能(不満にならず満足になる)の充足度により満足水準が決定され
るのであり、双方を充足することで顧客満足が得られる。 
 第 3章では、価値共創理論にサービス・マーケティング研究、顧客満足研究および競争戦
略論の理論的枠組みを付加することで、提案価値の向上をともなう“ダイナミックな価値共
創プロセス”、そしてサービス資源の生産時期の相違が価値共創プロセスにもたらす影響を
仮説として導出した。そして次に、仮説検証のための研究方法を論述した。本研究は定性的
研究のなかでも理論実証型定性研究法にもとづき、先行研究より導出し仮説を事例研究に
より検証した。なお、検証には質的比較分析を用いている。 
第Ⅱ部は事例編である。第Ⅰ部で導出した仮説を事例研究にもとづき検証した。なお、事
例研究のデータ収集には半構造化インタビューを用い、また傍証として書籍や雑誌記事、Ｈ
Ｐなどの二次データを使用した。 
第 4 章では物資源によるサービスを中心価値とするスーパーホテルの事例研究をおこな
った。そして、物資源によるサービスから 3事例、情報資源によるサービスから 1事例、人
資源によるサービスから 1事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合
他社の模倣の事例を整理した。 
第 5 章では情報資源によるサービスを中心価値とするスターフライヤーの事例研究をお
こなった。物資源によるサービスから 2 事例、情報資源によるサービスから 3 事例、人資
源によるサービスから 2事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合他
社の模倣の事例を整理した。 
第 6 章では人資源によるサービスを中心価値とするオルビスの事例研究をおこなった。
情報資源によるサービスから 3 事例、人資源によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価
値、伝達手段および共創価値の変化、競合他社の模倣の事例を整理した。 
そして第 7章では、4章から 6章において収集した事例にもとづき、質的比較分析を用い
ることで仮説を検証し、考察をおこなった。 
また終章では、これまでの結果を踏まえたうえで、本研究における理論的・実務的貢献お
よび今後の課題について論述した。 
本研究では、価値共創理論を新たに企業の視点から捉えなおすことで、企業が価値共創プ
ロセスに与える影響を明らかにした。企業による提案価値の向上は、顧客欲求の向上を起因
とし、そして顧客欲求の向上は競合他社の模倣により促進される。また、顧客欲求の向上は
共創価値の満足水準の変化をもたらす。本研究では、顧客満足の観点を用いて共創価値の概
念をより具体化・豊富化することで、共創価値の変化の様態を示した。共創価値には魅力的
機能と当たり前機能があり、魅力的機能の当たり前機能への変化や、当たり前機能の未充足
が起きると満足水準が低下するため、企業は提案価値を向上させることで、当たり前機能か
ら魅力的機能への変化や当たり前機能の充足を図る。このメカニズムが提案価値の向上を
ともなう“ダイナミックな価値共創プロセス”を展開させるのである。また、生産、提供、消
費が同時におこなわれる伝達手段は顧客ニーズに対応した提案価値をその場でつくりだす
ことができるが、事前に生産されている伝達手段は顧客ニーズに対応した提案価値をつく
りだすことができない。この生産時期の違いが価値共創プロセスの相違をもたらす。そして、
これらから、企業における共創価値の管理について、伝達手段として使用するサービス資源
のサービス全体での比率や組み合わせを考慮しながら競合他社の模倣行動に着目すべきで
ある点を示した。 
以上、本研究では、価値共創理論にサービス・マーケティング研究および顧客満足研究、
競争戦略論を絡め、新たに企業視点から価値共創プロセスを論じることで、提案価値の向上
をともない展開される“ダイナミックな価値共創プロセス”と、伝達手段が価値共創プロセス
に与える影響を明らかにした。 
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序章 問題の所在と論文概要 
Vargo and Lush(2004)によって「サービス・ドミナント・ロジック」(S-D ロジック)が提
唱されて以降、サービス・マーケティング研究においては、価値は顧客と企業などが使用プ
ロセスにおいて協働して共創されると捉える価値共創の考え方への関心が高まっている。 
これまで価値が内在するとされてきた製品やサービスは、企業が提案する価値(以下、提
案価値)の伝達手段と位置付けられ、価値共創の主体となる顧客や顧客と企業などとの関係
性が強調されてきた。 
その後、Payne et al.(2008)、Ramaswamy and Gouillart(2010) をはじめ、さまざまな
議論がなされてきた。なかでも Fujikawa et al.(2012)、藤川ら(2012)、小野ら(2013)、藤川
(2014)がこの「価値共創」の「複雑、ダイナミック、事後創発的」モデルの構築をめざして
いる点が注目される。彼らは、価値共創が何度も繰り返されるなかで、ある価値共創の結果
に関する顧客の評価が、次の価値共創に参加する際の顧客の動機に影響を与えること、企業
の結果は、次の価値共創の際の企業の価値提案の内容に影響を与えることを明らかにした。
すなわち、顧客と企業の間で共創される価値(以下、共創価値)と提案価値が相互に影響しあ
うなかで、それぞれの価値が向上していき、さらに向上した提案価値に適合するよう伝達手
段の改良や開発もおこなわれるというのである。 
このダイナミックな価値共創プロセスを明らかにしようとする際、手がかりの一つとな
るのが、提案価値や共創価値に対して顧客がもつ評価であり、その結果もたらされる満足水
準である。Etgar(2008)は、顧客が「合理的、明示的に、意思決定をおこなった上で参加す
るプロセス」の交差モデルを提起しているが、そのなかで価値共創の便益がコスト・ベネフ
ィット分析によって評価されるとしている。ただそこでは提案価値と共創価値の相互影響
関係を顧客の評価や満足との関連で明示的に論じているわけではない。 
そこで本研究は、提案価値と共創価値が伝達手段を介在させることで相互影響しながら
スパイラルに展開・向上していく価値共創の構造やプロセスについて、サービスを対象とし、
提案価値や伝達手段の変化要因について、顧客満足およびサービスを生産する資源(以下、
サービス資源)を用いて考察する。顧客満足やサービス資源を用いるのは、評価がニーズ認
識や事前期待によって影響を受け、そしてそれが満足や不満となって現れるのであるとす
れば、そもそも顧客満足の水準がどのようなものかということが欠かせない。提供されるサ
ービスがどのような資源をベースとするかによって特性が異なり、顧客による評価も異な
るからである。なお、これまでの価値共創理論は顧客や価値を共創する場に焦点が置かれて
きたが、企業による提案価値や伝達手段の考察をおこなうため、本研究では企業の視点にも
とづき考察をおこなう。 
研究対象の選定については、コンサルティングなどもっぱら特定のサービス資源にもと
づくサービスを用いる企業ではなく、さまざまなサービス資源からなるサービスを複合的
に用いる企業を選定する。これにより、サービス資源の特性が価値共創プロセスに与える影
響が明らかになる。また、研究方法には、田村(2015)が出来事間の関連の追跡に適している
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と指摘する定性的研究法から、最も引用されている Yin(1984)による理論実証型定性研究法
の手法を用い、分析には Ragin(1987)による質的比較分析を用いる。 
序章では、本研究における問題意識や目的、論文の構成について述べる。価値共創の議論
では、これまで企業による提案価値やその伝達手段と位置付けられる製品やサービスの重
要性が示されてきたものの、価値共創プロセスに関しては充分な議論が行われてこなかっ
た。そこで本研究は、サービスを対象とし、価値共創プロセスにおける提案価値と伝達手段
の変化要因について、顧客満足とサービス資源の観点から解明することを目的とする。なお、
本研究は、序章・第Ⅰ部(1～3 章)・第Ⅱ部(4～7 章)・終章から構成される。 
第Ⅰ部は理論編である。価値共創理論、サービス・マーケティング研究および顧客満足研
究を整理することで、サービスにおける提案価値の向上をともなう価値共創プロセスおよ
び伝達手段が価値共創プロセスに与える影響について検討する。 
第 1 章では、価値共創理論をレビューすることで、企業による提案価値および伝達手段
の重要性を指摘する。また、サービス・マーケティング研究を整理し、伝達手段と位置づけ
られるサービスの特性や構造を明らかにする。サービスは、物・情報・人を生産資源とする
サービスの集合体であるが、物資源および情報資源によるサービスと人資源によるサービ
スでは特性が異なることがそこで示される。 
第２章では、顧客満足研究をレビューするなかで、顧客満足を用いる意義および顧客満足
の構造を明らかにする。顧客満足研究の進展の整理に続いて、サービス品質と顧客満足の類
似性を指摘し、顧客の評価のうちとりわけ顧客満足をサービスの提案価値や伝達手段の変
化要因の解明に用いる意義を述べる。そして、次に顧客満足の構造を示す。顧客満足の構造
に関しては、これまでさまざまな先行研究が示されてきたが、本研究では、Herzberg(1965)
による労働の 2 要因理論を用いた機能充足仮説を採用する。機能充足仮説によると、顧客
満足は当たり前機能(充足されても満足にならず未充足であると不満になる)および魅力的
機能(未充足であっても不満にならず充足されると満足になる)の充足度により満足水準が
決定される。 
 第３章では、価値共創理論に、サービス・マーケティング研究、顧客満足研究および競争
戦略の理論的枠組みを付加することによりサービスにおける提案価値の向上をともなう価
値共創プロセスに関する若干の仮説を導出する。そして、仮説検証のための研究方法を論述
する。 
まず、先行研究では静的な概念と捉えられてきた顧客満足の構造となる当たり前機能お
よび魅力的機能が両者のダイナミックな関係を通じて変化する動的なメカニズムをもつこ
とを示し、これらの変化が顧客の欲求の向上によることを指摘する。そして、競争戦略論の
観点から分析をおこなうことで、競合他社の模倣が魅力的機能を当たり前機能へと変化さ
せること、また当たり前機能を魅力的機能へと再び変化させるためには、提案価値の競合他
社との差別化や顧客ごとの個別化による価値向上が必要となることを明らかにする。 
次に事例研究の研究方法および事例選定の理由について述べる。本研究では、定性的研究
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を採用する。また、定性的研究の中でも、これまで最も引用されてきた Yin (1984) による
理論実証型定性研究法の手法を用い、１つの事例に内包される複数のダイナミズムを観察
する。そして収集したデータに基づき、Ragin(1987)による質的比較分析により仮説を検証
し、最終的な理論構築をおこなう。 
なお、事例研究には、コンサルティングなど特定のサービス資源に特化したサービスを避
け、物・情報･人の 3 資源によるサービスを複合的に使用する企業を選定する。これにより、
さまざまなサービス資源によるサービスにおける顧客満足の変化の事例を観察することが
できる。そこで、中心的な価値として使用されるサービス資源ごとに１事例、計 3 事例を
JCSI 調査(日本版顧客満足度指数)において継続的に上位にランキングされている企業の中
から選定する。物資源によるサービスを中心的な価値とする事例として選定するのがスー
パーホテルである。また、情報資源によるサービスを中心的な価値とする事例についてはス
ターフライヤー、そして人資源によるサービスを中心的な価値とする事例についてはオル
ビスを選定する。 
第Ⅱ部の事例編では、第Ⅰ部で導出した仮説を事例研究に基づき検証することで、サービ
スにおける提案価値の向上をともなう価値共創プロセスを明らかにする。なお、事例研究で
は、データ収集には半構造化インタビューを用い、また傍証として書籍や雑誌記事、ＨＰな
どの二次データを使用する。 
第 4 章では物資源によるサービスを中心価値とするスーパーホテルの事例研究をおこな
う。そして、物資源によるサービスから 3 事例、情報資源によるサービスから 1 事例、人資
源によるサービスから 1 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合他
社の模倣を考察する。 
第 5 章では情報資源によるサービスを中心価値とするスターフライヤーの事例研究をお
こなう。物資源によるサービスから 2 事例、情報資源によるサービスから 3 事例、人資源
によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合他社
の模倣を考察する。 
第 6 章では人資源によるサービスを中心価値とするオルビスの事例研究をおこなう。情
報資源によるサービスから 3 事例、人資源によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価値、
伝達手段および共創価値の変化、競合他社の模倣を考察する。 
第 7 章では、抽出したデータを質的比較分析により分析することで仮説を検証する。こ
れにより、提案価値の向上をともなう価値共創プロセスおよび伝達手段が価値共創プロセ
スにもたらす影響を明らかする。 
そして、終章では、これまでの結果を踏まえた上で、本研究における理論的・実務的貢献
および今後の課題について述べる。 
以上、本論文では、価値共創理論にサービス・マーケティング研究および顧客満足研究、
競争戦略論を絡め、これまで価値共創理論においては用いられてこなかった企業の視点か
ら新たに価値共創プロセスを論じることで、提案価値の向上要因や使用される伝達手段の
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特性を明らかにすることに主眼が置かれている。これにより、従来の価値共創理論に新たな
理論的枠組みを提示することが企図されている。 
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第 1 章 サービス・マーケティング研究 
第 1 節 サービス・マーケティングの進展 
サービス・マーケティング研究の進展について、Fisk et al.(1993)、Kunz and 
Hogreve(2011)、Ostrom et al.(2015)の研究にもとづき整理をおこないたい。Fisk et 
al.(1993)は 1950 年代から 1992 年までのサービス・マーケティング研究を黎明期、揺籃期、
確立期の 3 期に分類している。また、Kunz and Hogreve(2011)は 1993 年から 2011 年まで
のサービス・マーケティング研究を Vargo and Lush(2004)によるサービス・ドミナント・
ロジック(以下、S-D ロジック)の提唱以降、価値共創理論に基づきサービス・マーケティン
グ研究が進められるようになったと述べ、この期間を二分する。そして、Ostrom et al.(2015)
は今日におけるサービス・マーケティング研究の主要テーマやトピックを整理している。 
 
第 1 項  1953～1992 年のサービス・マーケティング研究 
①1953～1980 年：黎明期 
サービス・マーケティング研究の黎明期は、サービス概念についての研究がおこなわれた
期間である。1953 年のサービス・マーケティング研究の萌芽ともいうべき研究に続き、そ
の後、物財とサービスの比較についての議論がこの時期を通じておこなわれるようになっ
た。Judd(1964)によるサービス概念の研究、Rathmel(1966)によるサービスの定義や分類に
関する研究が主な研究としてあげられる。Fisk(1993)は、この時期のサービス・マーケティ
ング研究が物財の伝統的なマーケティング理論との比較が中心的な内容であった理由につ
いて、サービス・マーケティングが確立した研究分野となるために伝統的な物財のマーケテ
ィングとは異なる性質を持つことを証明する必要性があったためであると指摘する。 
 
②1980～1985 年：揺籃期 
揺籃期といわれるこの期間は、以下の 2 点によりサービス・マーケティング研究が高い
興味と熱意をもって大きく発展した時期である。第 1 は、サービス産業の規制緩和である。
航空運輸、金融、医療、通信などのサービス産業が規制緩和により新たな競争環境にさらさ
れるなかで、価格競争や消費者欲求の向上がもたらされたため、サービス・マーケティング
の重要性が認識されるようになったのである。第 2 は、AMA(American Marketing 
Association)などにおいてサービス・マーケティングをテーマとしたカンファレンスが開催
され、研究者と実務家の関係性が構築されたことである。規制緩和によりサービス・マーケ
ティング理論を必要としていた実務家と研究者がカンファレンスを通じて出会い、協働を
始めるようになったのである。 
黎明期の中心的な研究テーマであったサービス概念などに関する研究は、この揺籃期に
なると、Lovelock (1983)によるサービス分類、Parasuraman et al.(1985a)によるサービ
スの特性、Booms and Bitner(1981)によるサービスのマーケティング・ミックスの拡張(7
7 
 
Ｐ1)、Levitt(1981)による無形性マーケティングなどの論文により深化していく。そして、
これまでの物財対サービスの議論が収束し、新たに Berry(1983)による顧客とサービス提
供者の関係性に基づくマーケティングの視点が注目されるようになる。また、サービス品
質、サービス・デザイン、そしてインターナル・マーケティングやサービス評価などサー
ビス産業固有の実務的な課題の研究が進められるようになる。 
 
③1985～1992 年：確立期 
確立期となるこの期間には、物財対サービスの議論は影をひそめ、サービス産業固有の課
題に焦点が当てられた研究が主流となる。マネジメント、人的資源、オペレーション、社会
心理などの近接領域の研究成果を応用した研究がおこなわれるようになり、実務的課題に
関する研究がより深化する。また、この時期のサービス・マーケティング研究の特徴として、
出版物の飛躍的な増加や、実証および理論の厳密性の向上があげられる。 
 
第 2 項 1993～2011 年のサービス・マーケティング研究 
① 1993～2003 年 
この時期は、顧客志向の視点と実務的課題がより細分化されていった時期であり、
Pritchard et al.(1999)や Gruen et al.(2000)らによる顧客のコミットメントやロイヤルテ
ィ、Bendapudi and Leone(2003)による顧客のサービス生産への参加についての論文が発
表されている。また、実務的課題として、サービス品質やサービス評価、サービスにおける
物的要素の研究、サービス・プロフィット・チェーンや顧客の不満などへの対応、費用対効
果などの前時期の研究をより深化させたものや、サービスへのオンライン化といった新た
な工業技術の導入などがみられる。 
 
② 2004～2011 年：価値共創理論への転換 
Vargo and Lush(2004)により提唱された S-D ロジックの中心概念となる顧客と企業によ
る価値共創理論は、その後のサービス・マーケティング研究に大きな影響を与えるものとな
った。これまでは、企業が決定した価値が製品やサービスに埋め込まれ、顧客はそれを消費
する受動的な存在とされてきたが、S-D ロジックにおいては、企業は価値を提案するのみで
あり、価値の決定は顧客と企業などにより使用プロセスの中で共創されるとされる。また、
この時期以降のサービス・マーケティング研究は、価値共創理論に基づき進められるように
なる。なお、S-D ロジックについては次節で論述する。 
 
第 3 項 今日のサービス・マーケティング研究 
Ostrom et al.(2015)は、サービス・マーケティング研究がテクノロジーの進歩により多く
                                                   
1 伝統的なマーケティングの 4P(Product,Place,Price,Promotion,)に、人(People)、プロセス(Process)、
物的証拠(Physical Evidence)を加え、サービス・マーケティングの 7P と呼ぶ。 
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の点で根本的な変化を遂げたことを指摘する。これまで主に提供者と顧客間によって共創
されてきたサービスが、SNS やモバイルなどの情報技術の発展により、顧客と他の顧客と
の関係性の構築や、自動車や家電などに情報技術が埋め込まれることで情報の入手方法や
サービス提供方法が複雑化することになり、より高品質で個別的なサービスの生産や、サー
ビス提供者と顧客とのより深い関係性の構築がおこなわれるようになったのである。 
また彼らは、世界中の 19 のサービスに関する研究機関やネットワークを代表する研究者
との討論やインタビューをおこなうことで、サービス・マーケティング研究に関する 12 の
主要トピックスを抽出した。そして、図 1-1 のとおり、これらをテーマごとに分類してい
る。 
 
 
図 1-1 サービス・マーケティング研究における主要トピック 
(出所)Ostrom et al.(2015: p.129)にもとづいて筆者作成。 
 
第 1 のテーマは、“サービス戦略”であり、「刺激的サービス・イノベーション」、「サービ
スの促進」、「サービス組織と従業員への理解」の 3 点が主要トピックである。第 2 のテー
マは、“デザイン／デリバリー”であり、「サービス・ネットワーク／システムの発展」、「サ
ービス・デザインの効果」、「サービス向上へのビッグ・データの活用」の 3 点が主要トピッ
クとなる。第 3 のテーマは“価値創造”であり、「価値創造への理解」、「サービス経験の向上」
の 2 点が主要トピックである。第 4 のテーマは、“アウトカム”であり、「サービス変革によ
る社会生活の向上」、「サービス・パフォーマンスの影響の測定と最適化」の 2 点が主要トピ
ックである。そして第 5 のテーマは“分野横断”であり、「グローバルな文脈におけるサービ
ス理解」、「サービス向上もたらすテクノロジーの影響」が主要トピックとなる。 
黎明期におこなわれてきた物財とサービスの比較によるサービス概念の研究は、顧客と
サービス提供者の関係性やサービス産業固有の課題を軸とした研究に関心が移行し、また
r--------------r---------------，--------------| : : : 
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社会の変化に伴いグローバル化やテクノロジーの活用の影響が各分野を横断する新たなト
ピックとして研究されるようになった。これらのトピックスは、独自で研究されているので
はなく、相互に関連しあいながら進められている。 
  
第 2 節 S-D ロジックにもとづく価値共創理論 
第 1 項 S-D ロジック 
Vargo and Lush(2004)による S-D ロジックが提唱したのは、サービスを中心に置く交換
の論理である(南 2010)。サービスを無形財ではなくナレッジやスキルの伝達手段として位
置づけ、顧客や企業などによるサービス交換のプロセスを通じて顧客と企業などの協働に
より価値が共創されると主張する。 
 Vargo and Lush(2004)はこれまでの伝統的なモノを中心としたマーケティング概念をグ
ッズ・ドミナント・ロジック(以下、G-D ロジック)と名付け、両者を対比させることで S-D
ロジックの特徴を示している。また、対比にはオペランド資源およびオペラント資源という
概念が用いられている。オペランド資源とはモノとしての財を指し、それ自体は静的で行動
することがない。一方、オペラント資源とはナレッジやスキルを指し、オペランド資源を活
性化させる能力をもつ。 
 
   表 1-1 G-D ロジックと S-D ロジックの対比 
 G-D ロジック S-D ロジック 
交換されるもの オペランド資源 オペラント資源 
財の位置づけ オペランド資源 オペラント資源の伝達手段 
顧客像 価値の受容者 価値の共創者 
価値の尺度 交換価値 使用価値や文脈価値 
企業の位置づけ 価値決定者 価値提案者 
   (出所)筆者作成。 
 
 表 1-1 は、G-D ロジックと S-D ロジックの対比である。G-D ロジックにおいて交換され
るのは財であることから、企業の関心は製品に内包された価値におかれ、その価値を高める
ことで顧客との交換に結びつける。したがって製品志向である(井上・村松 2010)。一方、
S-D ロジックにおいては、製品はナレッジや知識の伝達手段に過ぎない。企業は製品を通じ
て価値提案をおこない、顧客が使用価値や文脈価値を創出するのであり、企業は顧客が高い
使用価値や文脈価値を創出することを目的とする。したがって、G-D ロジックと S-D ロジ
ックでは顧客像が異なるものとなる。G-D ロジックにおける顧客は企業が生産する価値の
消費者であるが、S-D ロジックにおける顧客は企業などと協働して価値を共創する主体で
ある(藤川ら 2012)。また、G-D ロジックにおける価値判断の主体は企業であるが、S-D ロ
ジックにおいては顧客が価値判断をおこなうとする。 
 なお、S-D ロジックは、その後、様々な議論を経て改訂がおこなわれている。表 1-2 は S-
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D ロジックで定められている基本的前提(Foundational Premises: FPs)の変化である。2004
年において顧客は「共同生産者」として位置づけられていたが(FP6)、リレーションシップ・
マーケティング思考の影響を受け、2006 年に「価値の共創者」として再規定されることに
なる(南 2010)。これにより価値共創がS-Dロジックの中心的な概念となるのである。また、
価値共創は顧客と企業の 2 者間によりおこなわれるとされてきたが、2016 年には顧客と企
業の関係性を構築する第 3 者の存在が指摘され、FP6 の変更および FP11 の追加がおこな
われている。そして、サービス・エコ・システムと呼ばれる価値共創のシステムへの関心が
高まるようになる。 
 
表 1-2 S-D ロジックの基本的前提の変化 
基本的
前提 2004 2006 2008 2016 
FP1 
専門化されたスキルとナレ
ッジが交換の基本的な単位
である。 
変更なし 
サービスが交換の基本的基
盤である 
変更なし 
FP2 
間接的な交換は交換の基本
単位を隠す 
変更なし 
間接的な交換は交換の基本
的基盤を隠す 
変更なし 
FP3 
モノはサービス供給のため
の伝達手段である 
変更なし 変更なし 変更なし 
FP4 
ナレッジは競争優位の基本
的源泉である。 
変更なし 
オペラント資源は競争優位
の基本的な源泉である。 
オペラント資源は戦略的ベ
ネフィットの源泉である 
FP5 
全ての経済はサービス経済
である。 
変更なし 変更なし 変更なし 
FP6 
顧客は常に共同生産者であ
る 
顧客は常に価値の共創者で
ある 
変更なし 
価値は受益者を含む複数の
アクターにより共創され
る。 
FP7 
企業は価値提案しかできな
い。 
変更なし 
企業は価値を提供すること
ができず、価値提案をおこ
なうのみである。 
アクターは価値を共創する
ことはできず、価値の創造
と提案に参加することしか
できない。 
FP8 
サービス中心の考え方は顧
客志向であり関係的であ
る。 
変更なし 
サービス中心の考え方は基
本的に顧客志向であり関係
的である。 
サービス中心の考え方は、
基本的に受益者志向的であ
り関係的である。 
FP9  
組織は細かく専門化された
能力を、市場で求められる
サービスへ統合や変換する
ために存在する。 
全ての社会的行為者と経済
的行為者が資源統合者であ
る。 
変更なし 
FP10   
価値は受益者により常に独
自に現象学的に判断され
る。 
変更なし 
FP11    
価値共創はアクターが創造
した制度と制度配列を通じ
て調整される。 
(出所)庄司 (2018: p.55)にもとづいて筆者作成。 
 
第 2 項 価値共創理論 
価値共創理論は、顧客を価値の一方的な受容者として捉えるのではなく、価値共創プロセ
スの中心的な役割を担う主体として捉える(近藤 2013)。すなわち、生産を通じて商品に機
能価値を付与するのはもっぱら企業であり、顧客は企業が創出した価値の一方的な受容者
とされてきたこれまでの考え方に代えて、価値は企業などと顧客が相互作用を通じて共創
するものと捉える。したがって、これまで価値が埋め込まれているとされてきた製品やサー
ビスは、企業が提案する価値の伝達媒体として位置づけられ、価値を受容するのみとされて
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きた顧客が価値を創出する主体へと再定義されるのである。そのため、価値共創の主体とな
る顧客や価値が創出される価値共創プロセスに研究の焦点が置かれるようになった。 
ところで藤川ら(2012)によれば、価値共創プロセスの概念モデルは大きく 3 つに分けら
れる。第 1 は Payne et al.(2008)などが提唱する並行モデルであり、企業プロセスである開
発や生産、販売に沿って顧客プロセスが並行して連動し、その場面ごとで相互作用により価
値共創がおこなわれるとされる。第 2 は Ramaswanny and Gouillart(2010)などが提唱す
る集束モデルであり、企業プロセスと顧客プロセスが互いの終点においてのみ接触し、一度
だけ価値共創がおこなわれるとされる。第 3 は Etgar(2008)が提唱する交差モデルであり、
集束モデルと同様に企業プロセスと顧客プロセスが交差する一点でのみ価値共創がおこな
われるとされるが、企業プロセスと顧客プロセスの接点が定められていない点が特徴であ
る。 
藤川ら(2012)は、これら概念モデルはいずれも静的で単純、事前計画的なものとして描か
れる傾向があるが、価値共創プロセスは、より複雑で動的、事後創発的なプロセスであると
主張する。そして、事後的かつ創発的に企業側と顧客側が互いに学びあいながら新たな価値
を生み出すこと、価値共創が何度も連続的におこなわれることを指摘する。そして、交差モ
デルがその他のモデルの欠点を補完しているとし、交差モデルを援用した新たな価値共創
プロセスモデルを提唱する。提案価値と共創価値が互いに向上しながら、何度も連続してお
こなわれる「価値共創のダイナミック・プロセス」である。 
また、小野ら(2013)は、企業は商品を「完璧なものとして出すか、余白を残して出すか」
の選択肢を持つとし、余白を残すことにより意図しなかった顧客の用途が生み出され、事後
の価値創発に繋がると述べる。そして、無印良品が販売する“素のままポテトチップス”をそ
の一例として示している。味付けがおこなわれていない“素のままポテトチップス”は、数種
類の別売の味付けパウダーにより自身で味付けをおこなうものであるが、味付けパウダー
を唐揚げなどポテトチップス以外に使用する例や、味のついていないポテトチップスをそ
のまま食べる例など、企業が想定しなかった使用方法が次々と顧客により示されている。ま
たその後、無印良品では”素のまま”のポップコーンやひねり揚げ、野菜の素揚げなど、他の
商品へ応用することで新たな提案価値をつくりだしているのである。 
 このように、価値共創プロセスが何度も繰り返される中で、ある価値共創の結果に関する
顧客の評価は、次の価値共創に参加する顧客の動機に影響を与え、企業の結果は、次の価値
共創の際の価値提案の内容に影響を与える(藤川ら 2012)。すなわち、価値共創プロセスで
創出される共創価値と企業による提案価値は、相互影響することでスパイラル上に向上し
ていくのである。また、これらに伴い、提案価値の伝達手段も、向上した提案価値に適合す
るように改良や開発がおこなわれていくのである。 
このように、向上した提案価値を顧客に提案するためには、伝達手段の改良や開発が必要
となる。そこで、次節以降では伝達手段として使用されるサービスについて、先行研究から
特性や構造などを明らかにする。 
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第 3 節 サービスの特性と品質 
第 1 項 サービスの定義 
サービスの定義については、現在まで究極の定義として合意されたものはないと近藤
(2003)は指摘する。また山本(1997)も先行研究で示されたサービス定義を概観しながらも
自身はサービスの定義を明示していない。サービスが多様な意味で使用され、また様々な
商品に含まれることが定義づけを困難にしているのである。 
 
  表 1-3  先行研究におけるサービスの定義   
            サービスの定義 
Blois (1974: P137) 
サービスは、財の構成における物質的な変化に影響されることなく、利益や満足を生み
出す活動である。 
Lovelock(1983：P16) 
サービスは 2 つの主体による「経済活動」、すなわち市場での売り手と買い手の交換価
値である。 
Kotler(1984：P445) 2 つの主体の間でもたらされる無形で所有権を持たない活動や利益 
Johnson.et 
al.(1986:p12) 
サービスとは他の個人あるいは企業に対して遂行される活動であり、得られた総価値の
50％以上が、その性質において無形なものであるような購買である。 
Grönroos(1990:p27) 
サービスとは、顧客とサービス提供者の間で、有形財またはサービス提供システムにお
いて顧客の問題解決のために提供される、程度は異なるが無形の活動あるいは一連の活
動である。 
Stanton.et 
al.(1991:p486) 
取引の主要な目的が顧客に対する欲求の満足を提供していることを意図しているよう
な、確認することができる無形の活動 
Kasper et al(1999: 
P13) 
サービスは、購買において、顧客満足の創出を目的とした相互作用のプロセスの中でお
こなわれる物質的な所有を伴わない無形ですぐに消滅する活動である。 
Zeithmal(2006：P5) サービスは、行動や過程そして性能である。 
  (出所)筆者作成。  
 
表 1-3 は、先行研究におけるサービス定義である。これら定義が示すことは、第 1 にサー
ビスを活動そのもの、また活動の結果から生み出される価値である点である。すなわち、結
のみならず、提供プロセスも価値を創出する点である。第 2 は、このような提供プロセスや
結果として生じる価値は、無形であり、すぐに消滅する点である。そして第 3 としてあげら
れるのが、サービスの提供には人のみならず有形財や無形財が用いられる点である。 
 
第 2 項 サービスの特性 
サービスが持つ特性は、概ね、無形性、同時性、不確実性、消滅性の 4 点に集約される
(Fisk et al.2004, Kotler et al.2002, Lovelock and Wirtz 2007)。 
無形性とは、サービスは購入前に見ることや聞くこと、触ることや味わうことなどができ
ない特性である。サービスの最も主要な特性とされ、無形性の特性により事前に品質の評価
をおこなうことができないことが、サービス品質の評価に影響をあたえるものとなる。 
同時性とは、サービスの生産と提供および消費が同時におこなわれる特性である。サービ
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スの生産や提供の場に顧客も存在するため、提供者と顧客の関係性がサービス品質に影響
を与える。サービス提供者は、サービスの生産、提供のプロセスにおいて顧客のニーズに適
合したサービスの生産し提供することが可能となる。 
不確実性とは、サービス提供者や顧客ごとにサービス品質が異なるという特性である。サ
ービス品質はサービス提供者のスキルによりおのずと異なる。また、同じサービス提供者に
おいても、状況、時間帯により品質が異なる。そして、サービスの生産は顧客との相互作用
の中でおこなわれることから、顧客ごとにもサービス品質が異なる。 
消滅性とは、無形性と同時性、不確実性の特性から生み出される特性である。サービスは
無形であり生産と消費が同時におこなわれるため在庫することができない。また、全く同じ
サービスを再現することができない。 
このように、サービスは無形性という特性から五感(視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚)など
を利用して事前に品質を評価することができず、不確実性の特性から品質が一定しない。ま
た、サービスは、サービス提供者と顧客のコミュニケーションの中で生産、提供、消費がお
こなわれるために在庫することができず、再現することもできない。そのために品質評価が
困難となるのである。 
 
第 3 項 サービスの品質 
①結果品質とプロセス品質 
 Grönroos(1990)は、「結果を得るまでのプロセスが面倒で時間が浪費されるものであれば、
顧客の満足度は低いものになるだろう」と述べ、前述のサービスの定義において指摘される
ように、サービス品質には結果品質とプロセス品質が存在すると指摘している。南ら(2014)
も、サービス品質はサービスの形成プロセスに顧客が関わることから顧客側の知覚によっ
て評価が形成されると述べ、結果のみならずプロセスもサービス品質の評価となることを
指摘する。航空運輸サービスを例にすると、たとえ目的地に顧客を定刻に送り届けても(結
果品質が良くても)、機内での客室乗務員の対応や乗り心地が悪ければ(プロセス品質が悪け
れば)、その航空会社に不満を抱くであろう。プロセス品質とは、サービスの同時性の特性
から、顧客とサービス提供者がサービスの生産や提供・消費に関与するために生じるもので
ある。 
また、Lovelock(2007)は、サービス品質は顧客の関与がともなうために評価が困難になる
ことを指摘する。たとえサービス提供者が顧客の要望に応えたサービスを提供しても、顧客
のニーズを正しく伝える能力や提供されたサービスを正しく理解する能力の程度により評
価が異なる。したがって、顧客のサービスへの理解度や顧客ニーズの伝達度もサービス品質
の評価に影響を与えるものとなる。 
 
②サービス品質の評価 
サービス品質の評価指標には、定量的指標と定性的指標の 2 つがあげられる。定量的指
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標とは回数や時間など計測できる顕在化した指標である。スタッフに電話がつながるまで
のコール回数、航空機の定時運航率、手術の成功率、大学の合格率、注文を受けてから料理
を提供するまでの時間、運送業の荷物の紛失数などがあげられる。 
一方、定性的指標には顧客や従業員などによる評価が用いられる。その代表的な評価指標
としてあげられるのが Parasuraman et al.(1988)が開発した SERVQUAL であり、これま
でサービス品質の測定に関して中心的な役割を果たしてきた重要な尺度の 1 つと考えられ
ている (山本 1999, 近藤 2000) 。Parasuraman et al. (1985b)は、図 1-2 の通り、サービ
ス品質の決定要因として、アクセス、コミュニケーション、能力、丁寧さ、信頼性、確実性、
応答性、安全性、有形要素、顧客理解の 10 次元を示している。顧客は、これら 10 次元に
対し、クチコミ、顧客ニーズ、過去の経験などから事前期待を形成し、サービス消費後に知
覚したサービスの性能と比較することでサービス品質を評価するのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-2 サービス品質の決定プロセス 
(出所)Parasuraman et al.(1985b: p.48)にもとづいて筆者作成。 
 
 
Parasuraman et al.(1988)は、上記の 10 次元を 5 次元に絞り込み、22 の設問からなるサ
ービス品質の測定指標である SERVQUAL を開発した。5 次元とは有形要素、信頼性、応答
性、確実性、共感性であり、それぞれの次元に 4～5 の設問が設定されている。設問への回
答は 7 点尺度であり、「強くそう思う」が 7、「強くそう思わない」を 1 とし、顧客の事前期
待と事後評価を調査している。例えば、事前期待を問うものは“They physical facilities 
should be visually appealing.(有形要素を視覚的にアピールする必要がありますか)”であり、
事後評価を問うものは、“XYZ’s physical facilities are visually appealing.(有形要素は魅力
的でしたか)”である。小宮路(2012)は、これら 5 次元について、信頼性は結果品質の尺度、
応答性・確実性・共感性がプロセス品質の尺度、そして、有形要素は事前期待をもたらす役
割を持つと指摘する。 
 
サービス品質
決定要因
1アクセス
2．コミュニケー ション
3能力
4．丁寧さ
5信頼性
6確実性
7応答性
8安全性
9有形要素
10．顆客理解
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 また、その他の定性的指標として顧客満足を用いた評価があげられるが、それについては
次章で論述する。 
 
第 4 節 サービス資源とサービス構造 
第 1 項 さまざまな財に内包されるサービス 
Rathmell(1966)は、有形財が物体や物品あるいは材料であるのに対し、無形財であるサ
ービスは行為や業績、努力であると述べる。また、商品の価値が物理的特性によるものを物
財、行為や業績によるものをサービスと分類し、ほとんどの商品が両方の性質を有している
と指摘する。Shostack(1977)は「比重こそ異なるものの、全ての商品に無形財(サービス)が
組み込まれている。」と述べ、図 1-3 を示す。図の左側は有形財の比率が高い商品であり、
右側に向かうほど無形財の比率が高くなる。有形財の比率が最も高いものとしてあげるの
が塩である。また、自動車は車体以外に点検整備や保証などの無形財が含まれており、化粧
品も美容部員によるカウンセリングが付随する商品である。一方、最も無形財の比率が最も
が高いものとして教育をあげており、教室や教材などが有形財として使用されている。この
ように、ほとんどの商品は有形財と無形財の両方から構成されていることから、物財とサー
ビス財の違いとは、有形財と無形財の比率の違いであるといえよう。 
 
  
 
 
 
 
 
 
図 1-3 商品における有形財と無形財の比重 
(出所)Shostack(1977: p.76)にもとづいて筆者作成。 
 
また、有形財は顧客が直接手に取って吟味できる探索品質としての特性が高く、一方、無
形財は購入前に確認することができない経験品質としての特性が高い(Nelson 1970)。そし
て、無形財は購入、消費後にも顧客がその品質を評価するのが困難な信頼品質の特性も持つ
(Darby and Karni 1973)。 
図 1-4 は、Zeithaml(1981)が示す財の品質特性である。主に有形財から構成される探索品
質は、衣服や貴金属など購入前に試着や手に取って確認すること、色や形などを視認するこ
となどができるため、評価を行なうことが容易である。有形財および無形財の双方がバラン
スよく構成される経験品質は、理美容や飲食など、店内の内装や装備などの有形財により事
前に評価をおこなうことができるが、カットの技術や料理の味など実際に経験をしてみな
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いと最終的な評価がおこなえないものである。そして、主に無形財から構成される信用品質
には、医療サービスにおける手術や治療など、評価に長期間の経過を観察する必要が生じる
ものや、自動車整備など内部部品であるエンジンやミッションのような見えない部分の修
理のために評価が困難なものがあげられる。 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-4 財の品質特性 
(出所)Zeithaml (1981: p.186) にもとづいて筆者作成。 
 
第 2 項 サービス資源の種類と特性 
①サービス資源の種類 
Shostack(1977)は、航空運輸サービスを例に図 1-5 の分子モデルを示している。航空運輸
サービスの中心になるのは無形財である輸送であり、有形財である機材や機内食、無形財の
航空ダイヤ(頻度)や、機内および地上でのさまざまなサービスなどが組み合わされて全体的
な航空運輸サービスが形成されると述べる。このように、サービスは人によってのみ生産さ
れるのではなく、航空機材や機内食などの有形財や航空ダイヤなどの無形財によっても生
産されるのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-5 航空運輸サービスの分子モデル 
(出所)Shostack(1977: p.76)にもとづいて筆者作成。 
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 南方・酒井(2006)は、サービスを生産する資源を物、情報、人に大別するなかで、これら
により生産されたサービスが単独でサービス主体となることは少なく、組み合わさること
でサービス主体になることが多いと述べている。また、人により生産されるサービスは、提
供者ごとに品質のばらつきが生じやすく不安定だが、サービス提供者と顧客が同一時間、同
一空間に存在するため、サービス提供過程において顧客ニーズに基づき微調整をおこなっ
てサービスを生産することができる。そのため、顧客ニーズへの対応が物や情報が生産する
サービスよりも容易であると指摘する。一方、物や情報が生産するサービスは、サービス提
供に先立って計画され生産されていることから、人が生産するサービスに比べ品質が安定
していると指摘する。野村(1983)は、サービスにはそれをもたらす源泉が存在すると述べ、
製品や機械などにより生産される物的サービス、情報提供などにより生産されるシステム
的サービス、人の労働により生産される人的サービスが存在し、これらの 3 点が組み合わ
さって全体的なサービスが構成されるとする。Lovelock and Wirtz(2007)も同様に物、デー
タ、人の 3 種類がサービス・プロセスにおけるインプット要素であるとする。また、
Grönroos(2007)は物的資源、システム、人の 3 点をサービス生産資源としてあげ、山本(1999)
は、有体財利用権、情報、人による労働が結びつきながらサービス製品を構成していると指
摘する。 
表 1-4 は、これらの先行研究を整理したものである。サービスは、有形財、情報やシステ
ム、データなどの無形財、そして人が生産資源となることが示されている。そこで本研究で
は、サービス資源を物資源、情報資源、人資源に分類する。そして、サービスの 4 特性の視
点から、これらサービス資源の特性を考察する。 
 
表 1-4 サービス資源のまとめ 
  物資源 情報資源 人資源 
野村(1983) 物的サービス システム的サービス 人的サービス 
山本(1999) 有体財利用権 情報 人の労働 
南方,酒井(2006) 物 情報 人 
Lovelock and Wirtz 
(2007) 
物 データ 人 
Grönroos(2007) 物的資源 システム 人 
(出所)筆者作成。 
 
②物資源によるサービスの特性 
 物資源によるサービスは無形である。そして、サービス提供前に顧客ニーズを考慮し計画、
生産されたものであり(南方・酒井 2006) 、「○○社製のベッド」「革張りのソファ」など属
性情報や外観による可視化が可能である。サービスの生産と提供、消費が切り離されている
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ことから、同時性の特性が該当しないサービスである。サービスは既に生産されているため
品質が常に一定であり、何度でも同じ価値を提供することができることから消滅性も該当
しない。なお、顧客によって認知するサービス価値が異なるため不確実性は該当する。 
 
③情報資源によるサービスの特性 
情報資源によるサービスは無形であり、物資源と同様に、サービス提供前に顧客ニーズを
考慮し計画、生産されたものであることから、同時性および消滅性が該当しないサービスで
ある。また、航空ダイヤなど数値化による可視化が可能である。そして、不確実性は顧客に
よって認知するサービス価値が異なるために該当する。 
 
④人資源によるサービスの特性 
人資源によるサービスは無形であり、サービス・エンカウンターにおいて生産、提供、消
費が同時におこなわれる。また、サービス提供者や顧客ごと、提供をおこなう時間や環境に
よって品質が異なる。南方・酒井(2006)は、人資源により生産されるサービスにおいて顕著
にみられるのが不確実性であると指摘する。さらに、サービスは生産と提供、消費が同時に
おこなわれるため、その場で消滅する。そして顧客やサービス提供者の状況により提供され
るサービスが異なるため、同じサービスを再現することができないのであり、このようにサ
ービスの 4 特性がすべて該当する。なお、顧客とサービス提供者の双方向のコミュニケー
ションの中で、顕在ニーズのみならず潜在ニーズを把握しサービスを生産、提供することが
できるが、サービス提供者が顧客にサービスを提供する場面は「真実の瞬間」(Carlzon 1987)
と呼ばれ、企業側が立ち会うことができない。そのため、安定したサービスの提供や、顧客
一人ひとりのニーズに対応したサービスの提供をおこなうためには、事前の訓練や教育に
よりサービス提供者に知識やスキルの埋め込みをおこなうことが必要となる。 
 
⑤サービス資源の特性の相違点 
表 1-5 は、各サービス資源によるサービスとサービスの４特性との適合性をまとめたも
のである。人資源によるサービスはサービスの 4 特性がすべて適合するが、物資源および
情報資源によるサービスは同時性および消滅性が適合しない。このような差異をもたらす
のがサービスの生産時期である。人資源によるサービスは、生産、提供、消費が同時におこ
なわれることから、サービス・エンカウンターにおいて、サービス提供者は顧客とのコミュ
ニケーションのなかで顧客ニーズに合わせてサービスを生産することができる。一方、物資
源および情報資源によるサービスは、既に生産されているため性能や品質が固定しており、
サービスの提供、消費がおこなわれる場面で顧客ニーズに対応したサービスを新たに生産
することができない。 
このように、物資源および情報資源によるサービスは事前に生産されているため特性は
類似しているが、人資源によるサービスは特性が異なる。したがって、サービス資源ごとに
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考察をおこなうと、サービスの 4 特性が適合しないサービスが存在する。しかし、サービス
はこれらサービス資源によるサービスの集合体である。これら複数のサービス資源による
サービスが組み合わされることで構成される全体的なサービスは 4 特性を有するものとな
るのである。 
 
   表 1-5 サービス資源の特性 
 無形性 同時性 不確実性 消滅性 
人資源 ○ ○ ○ ○ 
物資源 ○ × ○ × 
情報資源 ○ × ○ × 
    (出所)筆者作成。 
 
 
第 3 項 サービスの構造 
①サービス構造 
 Fisk et al. (2004)は、サービスがコア・プロダクト、補完的サービス、付帯的サービスか
ら構成されると指摘する。コア・プロダクトとは中心的特長や便益であり、顧客のニーズや
欲求に対するソリューションとして提供される。補完的サービスはコア・プロダクトに付随
して、製品の取得、使用、あるいは廃棄を支援する。そして付帯的サービスは顧客の消費行
動のプロセスを通じて顧客と企業との関係性を構築する。また、様々な企業が本質的には同
じコア・プロダクトを提供しているためにコモディティ化が起きやすいとする。 
南方・酒井(2006)によれば、サービスは、買い手が当然受けとれるべきと期待している基
本的機能、なくても問題はないがあるほうがよい付随的機能から構成されると述べる。これ
ら機能は様々なサービス資源により生産されており、物的サービスが基本的機能であれば
企業が管理できる部分が大きいが、人的サービスであればサービス提供者に委ねられる部
分が大きくなり企業の管理が難しくなるため、経営課題への対応や戦略構築に際して考慮
すべき点が異なると指摘する。 
近藤(2007)は、サービス商品は一種類のサービスではなく複数のサービスを含んだパッケ
ージとして提供されることが多く、定常業務であるコア・サービスとサブ・サービス、特別
業務であるコンティンジェント・サービスから構成されるとする。コア・サービスは顧客が
主としてその内容のサービスを利用するために料金を支払う中心的な便益であり、サブ・サ
ービスはコア・サービスに付随する副次的な便益となる。しかし、顧客はしばしばコア・サ
ービスの充足は当たり前であると受けとめ、サブ・サービスの内容に目を向けることが多い
ため、サブ・サービスが競争力を生み出すサービスとして位置付けられる。したがって、コ
ア・サービスが当たり前の価値、サブ・サービスはそれらの質が悪くても大きな不満にはな
らず、優れていれば満足度の向上に貢献する価値である。また、コンティンジェント・サー
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ビスとは、定常業務だけでは済まされない事態に対応する状況適応的なサービスであり、こ
のような事態を引き起こす原因として、天候不順や断水・停電などサービス生産システムの
外的要因から発生するもの、顧客の個人的な要望の 2 点があげられ、これらはいずれも杓
子定規の機械的な対応では顧客の支持を得ることができないと主張する。 
Lovelock and Wirtz(2007)によると、サービスは、中核要素であり顧客ニーズに対する主
要ベネフィットや問題対応策となるコア・プロダクトとサービスの利用を促進しサービス
の価値を高める補完的サービスから構成されるとする。補完的サービスは 2 種類に分類さ
れる。第 1 はコア・プロダクトを利用するための促進型の補完的サービスであり、情報・受
注・請求・支払いの役割を持つ。第 2 が顧客価値を高める強化型の補完的サービスであり、
相談・ホスピタリティ・安全・例外的対応の役割を持つ。 
また、Grönroos(2007)は、サービスはコア・サービス、イネーブリング促進サービス、向
上サービスから構成されるサービスの束であるとする。コア・サービスとは、企業がその市
場での存在理由である。また、顧客がコア・サービスを利用するために必要となるのがイネ
ーブリング促進サービスである。そして、向上サービスは競争手段として用いられ、向上サ
ービスが欠けていてもコア・サービスは利用することができるが、サービス全体の魅力が薄
れ競争力が失われると述べる。 
そして、小宮路(2012)は、顧客の目的となる中心的なサービスであるコア・サービス、コ
ア・サービスを顧客に提供するために必要となる補足的サービス要素、サービス価値を向上
させるための強化型の補足的サービス要素からサービスが構成されると述べる。飲食サー
ビスを例にすると、コア・サービスとなるのが食事の提供であるが、そのためには、事前の
予約や注文、事後の請求や支払いなどの促進型の補足的サービス要素が必要となる。また、
食事の提供中の心地よい空調やリラックスできる BGM、清掃の行き届いた化粧室などは強
化型の促進サービスとして、サービス全体を強化する要素となる。 
 
表 1-6 サービス構成要素のまとめ 
 
中心価値 周辺価値 
コア・サービス 促進サービス 向上サービス 
Fisk et al. 
(2004) 
コア・プロダクト 補完的サービス 顧客サービス 
南方,酒井(2006) 基本的機能 付随的機能 
近藤(2007) コア・サービス サブ・サービス  
コンティンジェント・サービス 
Grönroos(2007) コア・サービス イネーブリング促進サービス 向上サービス 
Lovelock and 
Wirtz(2011) 
コア・プロダクト 促進型の補完的サービス 強化型の補完的サービス 
小宮路(2012) コア・サービス 促進型の補足的サービス要素 強化型の補足的サービス要素 
 (出所)筆者作成。 
 
表 1-6 は、これら先行研究を整理したものである。このようにサービスは、中心価値であ
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るコア・サービスと促進サービス、そして周辺価値である向上サービスから構成される。促
進サービスは、コア・サービスを有効化するために不可欠なサービスであり、コア・サービ
スの前後に配置される。また、中心価値は様々な企業が類似した価値を提供するためコモデ
ィティ化しやすい。そのため、向上サービスが差別化要素として競争優位をもたらす役割を
もつ。 
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第 2 章 顧客満足研究 
第 1 節 顧客満足研究の進展 
1950 年代の経営分野において、最も大きく顧客満足概念を打ち出したのが
Drucker(1954)である。「企業の目的は顧客の創造である」と述べ、企業が継続して利益を生
み出すためには、買い手に満足を与えることで単発の購買者から何度も再購買する「顧客」
に変化させることが重要になると主張する。 
1960 年代に入ると顧客満足概念が定着するようになる。1962 年、J.F.ケネディ米国大統
領が特別教書において「安全である権利」「知らされる権利」「選択できる権利」「意見を反
映させる権利」の消費者の 4 つの権利を示したことは、顧客志向が社会に根付きだしたこ
とを示すものであろう。また、MaCarthy(1960)によるマーケティング・ミックスの
4P(Product, Price, Place, Promotion)などのマーケティング論も常に顧客満足・顧客志向が
中軸に置かれたものであり(嶋口 1994)、Levitt(1960)も鉄道会社や映画会社を例に、顧客視
点に基づき製品や事業の再規定をおこなうことの必要性を主張する。 
1970 年代はソーシャル・マーケティングが提唱された時代である。その契機となるのが
Kotler and Zaltman(1971) であり、これにより社会的目的や社会的アイディア、社会的行
動を浸透させるためにマーケティングの原理と技術の活用がおこなわれるようになってい
くのである(陶山 2015)。またその後、ソーシャル・マーケティング志向は 2 つの動きに集
約されていく(佐藤 2010)。第１が、Kotler(1975)による非営利組織のマーケティングであ
り、マーケティングの概念や技法を病院や教育機関、地方公共団体などにも適用していこう
とするものである。マーケティングが営利企業の利潤追求手段だけではなく，非営利企業に
とっても利用者などに満足をもたらす有力な手段であるとみなされたのである。そして第
２が Lazer and kelly(1973)による社会志向のマーケティングであり、安全性や環境、情報
公開などへの対応である。消費者運動の高まりや公害問題などへの企業の社会的責任が表
面化したことで、これらへの対応の研究領域として顧客満足研究が認識されるようになっ
たのである。 
1980 年代は、成長市場から成熟市場へ移行していくなかで、いかに企業間競争に打ち勝
ち持続的優位を維持するのかに焦点化されるようになる。Porter(1980)の 5Forces 理論に代
表される企業間競争による市場シェア獲得に視点が置かれた時代であり、企業間競争に打
ち勝ち市場シェアを獲得した競争優位性を持つ企業こそが顧客満足を得ることができると
され、顧客よりも競合他社との関係性が議論の中心となる。 
しかし、1990 年代になると、激しい企業間競争の帰結として市場獲得競争は顧客満足の
向上が基礎となるという認識が生まれるようになる。すなわち、顧客創造の重要認識性へと
回帰した原点帰り(嶋口 1994)である。このような状況の中で注目されたのが、Berry(1983)
がリレーションシップ・マーケティングにおいて主張する企業と顧客との間に築かれる関
係性の長期的な構築であり、これにより企業間競争から顧客一人ひとりの満足度に視点が
移行するようになる。Grönroos(1994)は、リレーションシップ・マーケティングは、顧客や
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その他の関係者との関係性の確立、持続、向上により利益という目的が達成されると主張す
る。また小野(2010)は、既存顧客の満足度の向上が既存顧客による再購買と他者への推奨を
生み出し、収益増や新規顧客獲得のためのコスト削減に繋がることを指摘する。このように
顧客一人ひとりとの関係性が重視されるのは、顧客との長期的な関係性こそが事業永続の
ベースであることが確認されたからであり(嶋口ら 1998)、新規顧客の獲得から既存顧客の
維持に視点が移行するようになる。 
2000 年代になると、顧客満足と株式市場評価についての関連性が議論されるようになる
(南・小川 2010)。1994 年に開発された ACSI(The American Customer Satisfaction Index: 
米国版顧客満足度指数)が株式市場にもたらす価値についての議論がおこなわれ、株主価
値(Anderson et al. 2004)、債権市場評価(Anderson and Mansi 2009)、株価(Fornell et al. 
2006)、キャッシュフローと株主価値 (Gruca and Lopo 2005)、金融市場の評価(Jacobson 
and Mizik 2009)、株式収益リスク (Tuli and Bharadwaj 2009) などと顧客満足の関係性
ついての研究がおこなわれるようになる。なお、顧客満足度指数(CSI)は、アメリカで開発
された後、世界中で開発がおこなわれている。日本においても経済産業省の支援の下、2010
年から JCSI(Japanese Customer Satisfaction Index:日本版顧客満足度指数)の運用が始め
られている。 
また、小野(2010)は、顧客満足の現代的課題として以下の 2 点を指摘する。第 1 が成熟市
場においてサービスや製品のコモディティ化が進む中で、顧客満足の向上による競争優位
をいかに獲得するかについてであり、そこで注目されるのが満足よりも高い概念である感
動であるとする。そして第 2 が S-D ロジックに基づく価値共創プロセスにおける顧客満足
の生成である。 
 
第 2 節 顧客満足の定義 
 表 2-1 は顧客満足の定義に関する先行研究である。これら先行研究に共通するのは、顧客
満足が顧客の事後評価と事前期待の差で示されている点である。その基となったが
Oliver(1980)などが示す期待不一致理論であり、清水(1999)は期待不一致論により顧客満足
の概念は一応の完成をみたと指摘する。したがって、本研究においては Oliver(1997)の定義
に基づき議論をおこなう。 
また、顧客満足はロイヤルティや再購買・クチコミに繋がるものであり(Oliver 1980)、ク
チコミやニーズ、過去の経験が事前期待を形成する(Zeithmal et al. 1988)ことから、顧客満
足はその後の顧客の購買行動に多大な影響を与える。 
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表 2-1 先行研究における顧客満足の定義 
 定義 
Tse and Wilton(1988, p.204) 
消費後に知覚した商品の性能と事前期待もしくはその他の商品の水準との
不一致への評価。 
Yi(1989, ｐ.2) 顧客満足は事前期待と主観的不一致の評価への消費者の反応である。 
Oliver(1997, p.6) 
顧客満足とは消費者の充足反応であり、製品やサービスへの期待の消費後
の充足や未充足の程度である。 
Blackwell et al. (2001, p.175)  実際の成果と事前期待との比較。 
Kotler(2008, p.177 )  
買い手の期待に対して製品の知覚パフォーマンスがどれほどであったによ
って得られる、個人の喜びまたは失望。 
小川(2009, p.715) 顧客満足＝知覚品質(実現された品質)―事前期待 
  (出所)筆者作成。 
 
第 3 節 顧客満足とサービス品質 
第 1 項 顧客満足とサービス品質の類似性 
 サービスの生産には顧客が関与するため、これまでサービス品質の評価には顧客の評価
が使用されてきた(南 2012)。顧客視点に基づくサービス品質とは、顧客の期待と実際のサ
ービス性能の差(Parasuraman et al.1985)である。顧客視点における良質のサービスとは消
費者の期待を上回るサービスを提供することであり(Kotler et al.2002)、消費者の事前期待
と知覚価値の差という点で顧客満足と類似した概念である (山本 2010, 小宮路 2012, 
Grönroos 2007)。 
 Oliver(1993)は、サービス品質と顧客満足の相違点として以下の 3 点を示す。第 1 はサー
ビス品質が特定された要素に基づく評価であるのに対し、顧客満足はさまざまな要素から
評価がおこなわれる点である。第 2 はサービス品質の事前期待は理想や卓越性が基準とな
るが、顧客満足の事前期待は顧客ニーズや公平性などが基準となる点である。第 3 はサー
ビスの消費経験がなくてもサービス品質の評価は可能であるが、顧客満足は経験を必要と
する点である。また Lovelock(2007)および小宮路(2012)は、サービス品質が長期的な認識に
基づく評価であるに対し、顧客満足は短期的かつ情緒的な反応によるものと述べ両者の違
いを指摘する。Zeithmal et. al.(2018)は、顧客満足はサービス品質よりも広い概念であり、
信頼性、反応性、確実性、共感性、有形性の 5 次元のサービス品質が顧客満足に影響を与え
ると述べる。 
一方、Grönroos(2007)は、サービス品質評価のほとんどの研究が事前期待と事後評価の差
に基づくものであることを指摘し、これまでサービス品質と顧客満足の差異についての議
論がおこなわれてきたが未だ明確な相違点が示されていないことを指摘する。また、山本
(1999)も顧客満足とサービス品質の違いが未だ不明確であると述べ、顧客満足とサービス品
質の関係性がこれまで何度となく取り上げられてきた理由として、顧客満足が再購買意図・
行動と密接に関連している点、もともと知覚品質の分散が大きくなりがちなサービス製品
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では既存顧客のクチコミ行動が重視されてきた点、不満足の顧客への対応にかかる費用の
削減が必要となる点をあげている。 
このように、顧客満足とサービス品質は事前期待と事後評価の差が用いられる類似した
概念であり、また、サービス生産に顧客が関与することから、サービス品質の評価指標とし
て顧客満足が用いられてきたのである。 
 
第 2 項 顧客満足を用いたサービス品質評価モデル 
日本における顧客満足を用いたサービス品質評価モデルとしてあげられるのが JCSI で
ある。JCSI は、国内サービス産業の生産性向上を目指すという理念のもと設立されたサ
ービス産業生産性協議会により、サービスの差別化とビジネスモデル化への取り組みの一
環としてサービス産業の評価指標として開発された。この CSI と呼ばれる顧客満足を用い
た調査手法は、1994 年にアメリカで開発され、その後、ヨーロッパ、オーストラリア、ブ
ラジル、韓国など、世界中で実施されている調査手法であるが、取り入れた時期や市場の
状況などにより若干ではあるが各国での調査方法が異なるものとなる。  
 JCSI は、サービスの知覚品質と知覚価値、事前期待を顧客満足の先行要因とし、顧客満
足が再購買意図と他社への推奨行動につながるという因果関係をモデル化し、そこで得ら
れた顧客満足度に対する評点を顧客満足度の指数にするというものである(南ら 2014)。特
徴とあげられるのが以下の 3 点である。第 1 は業界横断的に顧客満足度を比較すること、
第 2 は中長期、累積的な満足度を測定すること、そして第 3 は顧客満足の因果関係モデル
を特定化することである(小野 2010)。 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1 JCSI モデルの因果関係図 
(出所)小野(2010: p.22)にもとづいて筆者作成。 
 
 図 2-1 は、JCSI の因果関係図である。顧客満足は顧客期待と知覚品質、そして両者から
影響を受ける知覚価値の影響を受けることで決定され、推奨意向やロイヤルティに影響を
与える。そこで JCSI では、顧客期待、知覚品質、知覚価値、顧客満足、推奨意向、ロイヤ
ルティの 6 指標に対し、計 21 の設問を設け 10 段階評定をおこなっている。例えば、顧客
満足の設問については、「過去 1 年間の利用経験を踏まえて、●●●にどの程度満足していま
すか」という全体的な満足度、「過去 1 年を振り返って、●●●を利用したことは、あなたに
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とって良い選択だったと思いますか」と選択段階における満足度、そして「●●●を利用する
ことは、あなたの生活を豊かにすることに、どの程度役立っていると思いますか」と消費後
の満足度の計 3 点を設定し、これらから合成尺度を作成し 100 点満点で満足度を指数化し
ている。なお、2009 年度より開始された当調査は、2015 年度において約 30 業種、約 400
の企業・ブランドの調査を実施する大規模な調査に発展している。 
 
第 4 節 顧客満足の構造 
第 1 項 顧客満足構造に関する諸理論2 
顧客満足の構造について先行研究を整理する。嶋口(1981)によると、顧客満足の構造につ
いては、これまで福祉等式仮説、期待・パフォーマンス仮説、規範乖離仮説、複合バランス
仮説、機能充足仮説などが提唱されてきた。以下ではこれら諸理論を概観する。 
 
①福祉等式仮説 
福祉等式仮説においては、顧客満足を欲望の大きさ(Range of Desire)と 欲望達成力
(Power of Attainment)によって規定する。顧客は欲望の大きさが大きいほど満足度が低下
し、欲望達成力が高まれば満足度が上昇するのであり、顧客満足は「顧客満足＝欲望達成力
／欲望の大きさ」で示される。なお、欲望の大きさは広告やプロモーションなどにより規定
され、欲望達成力は、経済力や情報処理能力、肉体的な対応力、居住環境などにより規定さ
れる。また、顧客満足が特定の製品やサービスを対象とするのに対し、この仮説は対象の特
定化がない生活一般や大枠内での消費行動の満足度を知る手がかりになるものであり、生
活の質や生活アメニティに対しての評価として、より有用なものであるとされる。 
 
②期待・パフォーマンス仮説 
期待・パフォーマンス仮説においては、顧客満足は期待とパフォーマンスの差により決定
される。図 2-2 は、期待とパフォーマンスの組み合わせを示したものである。パフォーマン
スが期待を超えると満足になることから、満足は表中の 2、3、6 となり、とりわけ 3 が最
も満足度が高い状態となる。そして、パフォーマンスが期待よりも低い場合は不満になるこ
とから不満は表中の 4、7、8 であり、最も不満が最も高い状態は 7 となる。また、期待と
パフォーマンスが同程度となる 1、5、9 は満足でも不満でもない状態となる。 
 
満足規定 
変数と程度 
期待 ・非常に満足・・・・3 
・まあ満足・・・・・2,6 
・どちらでもない・・・1,5,9 
・やや不満・・・4,8 
・非常に不満・・・7 
高 中 低 
パフォー
マンス 
高 1 2 3 
中 4 5 6 
低 7 8 9 
  図 2-2 単純バランスによる満足程度 
  (出所)嶋口充輝(1981: p.53)。 
                                                   
2 この項は主に以下の文献を引用している。嶋口充輝(1981) 43-69。 
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③規範乖離仮説 
規範乖離仮説とは、製品の属性に関する規範値と、その製品の実際の状況との乖離が顧客
満足を規定するというものであり、規範乖離は次の概念式によって示される。 
「A＝B－C」 (A…乖離分、B…現状、C…主観的な必要基準) 
このモデルによると、C が B を上回るほど不満の度合いは大きくなり、買い替え行動が
高まる。反対に B が C を上回るほど満足の程度が高くなる。規範乖離仮説は、ともにパフ
ォーマンスとの比較をおこなう点で期待・パフォーマンス仮説と類似性をもつが、比較対象
が期待と規範である点で異なる。また、消費者すべてが規範を認識しているのか、また、明
確な規範がすべての製品やサービスに存在するのかという点に疑問が投げかけられている。 
 
④複合バランス仮説 
複合バランス仮説とは、期待とパフォーマンスに、いくつかの満足規定要因を付加したも
のである。 ケース a は「非常に満足」、b は「まあ満足」、c は「満足またはどちらでもな
い」、d は「不満」、e は「不満ではないが満足していない」、f は「かなり不満」、g は「非常
に不満」となる。この複合バランス仮説は，期待・パフォーマンス仮説や規範乖離仮説より
も精緻な構造となるが、この仮説だけでは，顧客の満足化行動のメカニズムを説明すること
はできないとの指摘がおこなわれている。 
 
 
  図 2-3 複合バランス仮説モデル 
  (出所)嶋口充輝(1981: p.55)。 
 
⑤機能充足仮説 
 機能充足仮説においては、顧客満足は、受け取るべきと期待されているため、満足を生み
出さず不満をもたらす機能と、満足のみをもたらす機能により決定される。そして、不満を
もたらす機能に代償型作用がない。例えば、衣料において耐久性が不満をもたらす機能であ
る場合、耐久性が悪ければ、デザインがよくても顧客満足は不満に陥る。したがって、顧客
満足の向上には満足のみをもたらす機能を充足するだけではなく、不満をもたらす機能を
充足する必要があるのであり、企業に顧客満足水準の維持・上昇への戦略的ヒントを提供す
る構造仮説とされる。 
A…知覚されたパフォーマンス 
B…期待するパフォーマンス 
C…規範とするパフォーマンス 
瑾2
高ヽ 9フォー マンス
―← A 
バフォーマンス
→-A 
→-B + c 
+-B・C +s•c 十A·B·C 十• A 十 A 十 B·C -
十 C →-B →- A 
量饂鰐•
パフォー マンス
饉バフォー マンス →-A 
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第 2 項 機能充足仮説に基づく顧客満足構造 
 本研究は、企業側の視点から顧客満足水準を用いて、価値共創プロセスを検討するもので
ある。上記の顧客満足の構造仮説の中で、最も企業による製品やサービスの顧客満足の管理
に適しているのは、製品やサービスのどの部分が不満をもたらす機能となるのか、またどの
部分が満足をもたらす機能なのかを特定し、それぞれを充足することで顧客満足の維持・向
上が図ることができる機能充足仮説であろう。そこで以下では、機能充足仮説について、
Swan and Comb(1976)、狩野ら(1984)、嶋口(1994)および小野(2008)の研究を概観する。 
 
① Swan and Comb(1976)による研究 
機能充足仮説とは、Herzberg(1965)による労働の満足度の２要因理論に基づくものであ
る。労働への満足度は、充足されても満足を覚えないが充足されないと不満を覚える「衛生
要因」と、充足されると満足を覚えるが未充足であっても不満を覚えない「動機づけ要因」
の 2 要因から構成される。Swan & Comb(1976)は、満足度は顧客が支払う対価に対して受
け取るべきと考える衛生要因である本質機能（Instrumental Performance）と、必ずしも
期待されていない機能であり動機付け要因となる表層機能（Expressive Performance）の 2
機能に影響を受けるとする。満足を生成するためには未充足であれば全体的な顧客満足度
を不満にする本質機能を充足することが前提条件となる。そしてその上で、表層機能を充足
することで顧客満足が生成される。表 2-2 は 本質機能および表層機能の充足度と顧客満足
の関係性である。本質機能および表層機能の双方が充足された場合のみ満足になり、例え 
本質機能を充足しても表層機能が未充足であれば不満に陥るとしている。 
 
  表 2-2 本質機能および表層機能と顧客満足との関係性 
Instrumental Performance Expressive Performance 顧客満足 
充足 充足 満足 
充足 未充足 不満 
未充足 充足 不満 
未充足 未充足 不満 
     (出所)Swan and Comb(1976: p.27) にもとづいて筆者作成。 
 
②狩野ら(1984)による研究 
狩野ら(1984)は、「当たり前品質」と「魅力的品質」および「一元的品質」が顧客満足度
に影響を与えると述べ、図 2-4 の“KANO MODEL”を示した。当たり前品質は充足されて
も満足にはならないが、充足されなければ不満に陥り、一定水準を超えると満足度が上昇し
なくなる特性を持つ。魅力的品質とは、充足されると満足になるが未充足でも不満に陥るこ
とはなく、一定水準を超えると満足度が上昇する特性を持つ。一元的品質とは充足されると
満足し未充足であると不満に陥る。そして、置時計の魅力的品質であるインテリア性を重視
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して新製品開発をおこなった結果、類似商品の 3 倍の売り上げを記録したことから、魅力
的品質が顧客満足度向上の要因であることを明らかにした。 
また、品質向上の実践において、不良やクレームの低減を図りさえすればユーザーの満足
は得られるという誤解のもとに当たり前品質にのみ力を注ぐケースや、機能追加や斬新な
デザインさえ行えばユーザーの満足が得られるとの誤解からクレームの低減や信頼性、安
全性の向上がなおざりになっているケースなどが散見されるが、顧客満足向上には当たり
前品質および魅力的品質の双方の充足が必要であると主張する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-4 物理的充足状況と使用者の満足感との対応関係概念図 
         (出所)狩野ら(1984: p.41)。 
 
③嶋口(1994)による研究 
嶋口(1994)は、顧客満足は本質サービスと表層サービスの構造を持つとし、図 2-5 のとお
り、これらの満足度と充足度の関係性を示している。本質サービスは、どれか 1 つでも最低
許容水準を下回ると、他のすべてがいかによくても全体満足が不満になる属性を持つため、
最低許容水準のサービス充実度が不満をつくらないという点で重要な意味を持つ。しかし、
満足度はある点で水平状態になりそれ以上に上昇しなくなるため、満足そのものを大きく
上昇させるという点では投資効果がない。一方、表層サービスは、顧客に期待されている訳
ではないため、このサービス属性がゼロであっても単に満足していない状態であり、特に顧
客の不満とはならない。また、すべての属性を充実させる必要はなく、いずれかを突出させ
ることによって、より高い顧客満足を達成することができるとする。そのため表層サービス
が顧客の満足を向上させるためのサービス属性であり、本質サービスが不満をもたらすサ
ービス属性であると両者を分別する。また本質サービスは、1 つの属性が基準以下であると
他の良さをつぶしてしまうことから属性間の代償型作用がなく、表層サービスは 1 つのス
トロングポイントが他の欠点をカバーしてしまうことから代償型作用を持つ。 
顧客満足は満足（Satisfaction）、不満（Dissatisfaction）、満足でも不満でもない
（Unsatisfaction）の 3 階層からなる。Oliver(1984)も、Satisfaction(満足)、Zone of 
 
回
・I物護的充足状況 1
気に入らない 1 ［巨亘］
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Indifference(中立地帯)、Dissatisfaction(不満)の３階層を示しており、嶋口と同様に「満足
でも不満でもない状態」の存在を指摘する。この顧客満足の階層が Swan and Comb(1976)
と異なる点である。 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-5 サービス充実度と満足度との関係 
(出所)嶋口(1994: p.68)。 
 
④小野(2008)による研究 
小野(2008)は、最低条件・満足因子・感動因子の 3 因子が顧客満足の構造となると主張す
る。最低条件とは、一定の水準を下回った場合には商品・サービスとしての存在意義すら疑
われることから最低許容水準を維持することが求められる因子であり衛生要因に該当する。
満足因子は属性水準に比例して満足度が変化する。そして感動因子は、一定の水準を超える
と一気に顧客満足を向上させる効果を持ち、これらはいずれも動機付け要因である。 
感動とは、顧客の持つ期待との不一致の嬉しい驚き(Evans and Burns 2007, Verma 
2003)である。また、驚きや予期せぬ出来事に影響から生じるものであり(Kumar and Iyer 
2001, Oliver et al. 1997)、大変満足している消費者に宿る(Keiningham et al. 1999)。そし
て「10 段階の 9 もしくは 10 に該当する最上の満足」(Kumar and Iyer 2001)などとされる
ことから、満足の上位概念であるといえよう。このように、小野は動機づけ要因を二分類し、
感動を今後の顧客満足研究の主要課題の１つと位置付けている。 
 
⑤顧客満足生成プロセス 
表 2-3 は、上記の先行研究を整理したものである。当たり前機能は、顧客が支払う対価に
対して受け取るべきと考える要因(Swan and Comb 1976)であり、ニーズが充足されても満
足にはならないが充足されなければ不満足に陥る(狩野ら 1984)。また、どれか 1 つでも最
低許容水準を下回ると他のすべてがいかによくても全体満足が不満になる(嶋口 1994)特性
を持つ。一方、魅力的機能は、必ずしも期待されていないために未充足でも不満を生み出さ
ず、充足すると満足向上の要因となる(Swan and Comb 1976, 狩野ら 1984)。したがって、
全ての属性を充実させる必要はなく、いずれかを突出させることによって、より高い顧客満
足を達成することができる(嶋口 1994)。 
 
 
???
。
本質サ ビース
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?
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表層サービス
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表 2-3 機能充足仮説に基づく顧客満足構造のまとめ 
  
動機づけ要因 
(魅力的機能) 
衛生要因 
(当たり前機能) 
Swan and Comb(1976) 
表層機能（expressive 
performance） 
本質機能（instrumental 
performance） 
狩野ら(1984) 魅力的品質 当たり前品質 
嶋口(1994) 表層サービス 本質サービス 
小野(2008) 満足因子・感動因子 最低条件 
 (出所)筆者作成。 
 
これまでの議論から、図 2-6 のとおり顧客満足生成プロセスを示す。当たり前機能は代償
型作用をもたない。そのため、不満をもたらす当たり前機能を充足させることが顧客満足向
上の前提条件となる。また、当たり前機能は充足されても満足にはならず「満足でも不満で
もない状態」となるのみであり、魅力的機能が充足されることで顧客満足は「満足」になる。
したがって、魅力的機能が未充足であると「満足でも不満でもない状態」を維持することに
なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2-6 顧客満足生成プロセス 
(出所)筆者作成。 
  
 
＜圃客漬足＞
未充足I-：・どちらでも
ない
未充足I 不漬L----------------------------------------------~':_".: 
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第 3章 提案価値の向上をともなう価値共創プロセス:仮説と研究方法 
第 1節 共創価値の変化と提案価値の向上 
第 1項 共創価値の変化 
狩野ら(1984)は、テレビの購買についての調査から、映り具合や操作性などが当たり前機
能を創出し、リモコンなどが魅力的機能を創出することを明らかにしている。しかし、リモ
コンは今日ではほぼ全てのメーカーの製品に標準装備され、テレビの使用には不可欠なこ
とから、今では当たり前の価値に変化したと捉えるべきであろう。また、丸山(2006)はポー
タブル型の MD ステレオの調査において、性能・機能・耐久性が当たり前機能を創出し、
重量・色・形が魅力的機能を創出することを明らかにしている。しかし、携帯型の音楽プレ
イヤーにおいて、重量は今日では当たり前機能に変化したと考えるべきであろう。このよう
に魅力的機能は当たり前機能へと変化するのである。そのため企業は、新たな提案価値をつ
くりだすことで、再び共創価値を魅力的機能へと変化させているのである。例えば、テレビ
のリモコンは、有線式から無線式へと変化し、いまでは録画機器の操作機能が付加されるな
ど多機能化がおこなわれている。音楽プレイヤーの重量についても、これまで蓄音機からレ
コード、CD から MD へと記録媒体の変化に伴い軽量化が進められ、いまでは MP3 技術の
開発が記録媒体そのものを不要にしたことに伴い大幅な軽量化が実現されている。このよ
うに魅力的機能はやがて当たり前機能に変化するため、企業は新たな提案価値をつくりだ
すことで、再び魅力的機能を創出するのである。 
魅力的機能を当たり前機能へと変化させるのが、顧客の欲求(以下、顧客欲求)の向上であ
る。Maslow(1987)は、1 つの欲求が満たされるとより高次な欲求が出現し、その欲求が満
たされと更に高次な欲求が出現すると述べ、顧客欲求が継続的に向上していくことを指摘
する。また、Kotler(1994)は自動車を例に、当初は安全性に置かれていた自動車の開発は、
やがて社会的地位への欲求に応えるものに主眼が移行し、さらには顧客の自己実現の達成
に対応するように変化したと、顧客欲求の向上に伴い提案価値の向上がおこなわれていく
ことを指摘する。 
顧客欲求が充足されると、提案価値は当たり前の価値として受け止められるようになる。
そのため、当たり前の価値に基づいて創出される共創価値も当たり前機能となる。また、顧
客は新たな高次の欲求をもつようになるため、それに対応するために企業は新たな提案価
値をつくりだすのである。企業による新たな提案価値により共創価値は再び魅力的機能が
創出されるが、やがて顧客欲求が向上することで再び当たり前機能に変化する。すると、企
業は提案価値の向上をおこなうことで、共創価値を魅力的機能にする。このように、共創価
値は、顧客欲求の向上と提案価値の向上により、魅力的機能から当たり前機能、当たり前機
能から魅力的機能へという変化を繰り返すのである。 
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第 2 項 共創価値の変化をもたらす競合他社による模倣 
①先発優位と後発優位 
 ビジネスの世界には先発優位(First-Mover Advantage)と呼ばれる法則があると恩蔵
(1997)は指摘する。先発者として競争相手よりもいち早く市場に参入することで、より大き
な市場シェアを獲得できるというものである。 
表 3-1 は、先発優位についての先行研究をまとめたものである。先行研究から、先発優位
は市場、製品、顧客の 3 次元で捉えることができる。市場における優位性とは、競合者不在
による価格に敏感でない初期採用者層への浸透(うまみのある市場の獲得)や、イメージや名
声、有利な市場ポジションの獲得などがあげられる。また製品における優位性とは、競争相
手よりも早く市場に参入することで得られる経験効果や、製品の規格の決定、技術リーダー
シップの獲得、希少資源の占有などがあげられる。そして顧客における優位性とは、顧客が
他の商品へ移行する切り替えコストやブランド・ロイヤルティの発生である。 
 
表 3-1 先発者の優位性 
 恩蔵(1997) 
Lieberman 
＆Montgomery(1988) Schnaars(1994) 
市場 
・うまみのある市場を獲得 
・有利な市場ポジションを獲得  
・イメージと名声 
・最も有利な市場ポジション 
・流通への接近  
製品 
・経験効果 
・利用者の生の声 
・製品の規格を決定 
・希少資源を先取り 
・技術リーダーシップ 
・希少資源の占有 
 
・技術的リーダーシップ  
・製品規格の決定  
・経験効果  
・参入障壁としての特許権  
顧客 
・心の中の“参入障壁”を形成 
・切り替えコストの発生 
・買い手のスイッチングコスト 
・参入障壁としての切替コスト 
・ブランド・ロイヤルティ 
(出所)筆者作成。 
 
 一方、後発優位とは先発優位に対抗する考え方である(恩蔵 1997)。Levitt(1965)は、企業
は先発者の成否を確認した上で迅速に参入する 2 番手で充分であり計画的に 1 番手を避け
るべきだ、と先発者のリスクと後発者の優位性を指摘する。表 3-2 は後発優位についての先
行研究をまとめたものである。市場における優位性としてあげられるのが、需要の不確実性
の見極めである。また、顧客における優位性には、顧客ニーズの変化への対応や消費者への
教育コストの削減があげられる。そして製品における優位性としてあげられるのが、技術の
ただ乗り(模倣)やそれにともなうコスト削減である。このように後発優位とは、参入への成
否のリスクの軽減、そして先発者の模倣によるコストの節減である。 
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表 3-2 後発者の優位性(まとめ) 
 
恩蔵(1997) 
Lieberman 
and Montgomery(1988) 
Schnaars(1994) 
市場での
優位性 
・需要の不確実性を見極め ・市場の不確実性の回避 
・需要の見極め 
・市場の変化への対応 
製品の 
優位性 
・プロモーションの集中 
・研究開発コストの低減(模倣) 
・技術面での不確実性に対応 
 
・フリーライダー(模倣) 
・技術の不確実性の回避 
・技術の変化への対応 
・先発者の現状への不適応 
・ただ乗り効果(模倣) 
・研究開発費の削減とプロモー
ション費の支出 
・第 2 世代の技術リーダーシッ
プの獲得 
・先発者の経験の共有 
顧客への
優位性 
・顧客の変化に対応しやすい ・顧客ニーズの変化への対応 ・低い消費者への教育コスト 
(出所)筆者作成。 
 
なお、先発者と異なる次世代技術を導入することで主導権を奪うことができる後発者に
なりうるのは一部の企業に限られるため、先発者の模倣が多用される(恩蔵 1997)。特に日
本企業においては、模倣による同質的行動が行動特性とされてきたのであり、模倣はしばし
ば「横並び」と否定的な意味合いを込めて呼ばれ、創造性が欠けていると批判されてきた。
しかし、模倣とは企業間競争をさらに激化させ、企業の能力を強化するものであり(浅羽
2002)、後発者のメリットを活かす競争戦略の一つ(井上 2012)、そしてイノベーションの
源泉(Shenkear 2010)など、肯定的な活動とも捉えられている。 
 
②顧客欲求の向上を促進する競合他社の模倣 
井上(2012)は、模倣にはイノベーションのための模倣と競争の対応のための模倣が存在す
ると主張する。 
イノベーションのための模倣とは、顧客への新しい価値の提供や経営の抜本的な改善の
ための模倣であり、模倣の範囲も製品や特定の製造プロセスにとどまらず、事業の仕組みに
まで及ぶ。また、これらは正転模倣と逆転模倣に分類される。正転模倣とは、他の地域や異
業種での仕組みを持ち込むことで新規性を得ることでありパイオニア・インポータと呼ば
れる先発者が用いる模倣である。また逆転模倣とは、既存のやり方を抜本的に見直すために、
ときには現状のビジネスシステムそのものを否定することで新しくビジネスモデルを生み
出し、競合他社が簡単に模倣できない仕組みをつくることである。 
一方、競争の対応のための模倣とは、後発者が先発者などから引き離されないようにする
ためや、先発者などを追い越すために行われる。目の前の競争相手との関係性が第一義とな
り迅速な対応が求められるため、模倣は抜本的な改革よりも製品レベルにとどまる。サービ
スにおいては、サービス提供の仕組みに一歩踏みこむ必要があるが、時間的に仕組みの深い
部分にまで踏み込む余裕がないため、既存の資源や仕組みを維持しつつ可能な範囲での対
応が行われる。 
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また、競争の対応のための模倣は、迅速追随、後発優位、同質化に分類される。迅速追随
とは、迅速な 2 番手として先発者の模倣をおこなうことで、より少ないコストで高い可能
性を追求することができる。しかし、模倣相手が成功するかを確認する前に模倣をおこなわ
なければならないリスクをもつ。後発優位とは、意図的に参入のタイミングを遅らせること
でリスクやコストを最小化し先行者を追い越す戦略である。先陣を切らなくても、成長期に
間に合うタイミングで参入すれば十分と考え、先発者の成否を見届けから参入することで
不確実性を減らすのである。また同質化とは相対的なポジションを落とさないための模倣
である。たとえ成功が保証されていなくても、競合相手や業界リーダーの行動と同質化する
ことで、差を開けられることのリスクを回避するための行動である。 
このように、模倣により後発者は先発者の製品やサービスをコモディティ化させ、先発者
の競争優位性を喪失・低減させることができるのである。競合他社の模倣をうけることで、
提案価値もコモディティ化するため、顧客欲求の向上が促進され、共創価値は当たり前機能
へと変化するのである。 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-1 模倣の類型 
(出所) 井上(2012)にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 項 提案価値の向上要因 
恩蔵(1997)は、後発者がいくら先発者よりも品質に優れていることを訴えても、そう簡単
に消費者に受け入れてもらえないため、自らが一番手になれる新たなサブカテゴリーを発
見すること、すなわち先発ブランドとはひと味違う“何か”を消費者に訴える必要があると指
摘する。 
陶山(1993)は、マーケティングを「差別的優位の獲得・維持に向けた競争行動の一形態お
よび流通課業の個別的・主体的遂行を通じた企業目標の達成」と規定する。また Clark(1961)
は、競争優位の源泉として価格、販売方法、製品デザイン、Porter(1980)は他社とは異なる
サービスの内容やサービス提供をおこなう従業員の質などをあげる。そして、Kotler et 
al.(2002)はサービスの成果・品質・信頼性・評判・利便性を競争優位の源泉とし、Peppers 
and Rogers(2004)は、顧客一人ひとりのニーズについての知識を向上させコミュニケーシ
ョンをおこなうことで顧客との関係性を深めていくことが競争優位をもたらす要因となる
と指摘する。 
 
新規性を持ち込む（正転模倣） ]-先発者
イノベーションのための模倣
既存システムの抜本改革（逆転模倣）
競争の対応のための模倣
先発者を追い越す（後発優位）
先発者に横並び（迅速追随・同質化）
｝ 後発者
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これら先行研究は、恩蔵(1997)の指摘する“何か”が、商品とその提供方法の 2 面において
おこなわれることを示唆している。また、先行研究において示される商品の差別化としてあ
げられるのが価格および製品デザインや品質などである。そして提供方法の差別化として
あげられるのが、販売方法や利便性、従業員の質などであり、顧客一人ひとりへの個別的な
対応が求められるといえよう。なお、Chamberlin(1962)は、低価格による差異化では企業
は差異化以前の収益率をあげることができないこと、価格は同一または類似した商品が提
供される状況下においては差異化要素となるが、多様な商品が提供される状況下において
差異化要素とならないことを指摘し、生産物および販売の特徴により価格による差異化が
無効化すると指摘する。 
これらの議論から、提案価値の向上は、商品の品質や機能における競合他社との差別化と
提供方法における顧客対応の個別化によりおこなうことができるとする。 
 
第 2 節 サービス価値共創プロセスの仮説 
顧客は、S-D ロジックが定める基本前提3(9)において「すべての社会的・経済的行為者は
資源の統合者である」と、自らがもつ知識やスキルを企業が提案する知識やスキルと組み合
わせることで価値を得る存在と位置づけられる。一方、企業は、基本前提(7)において「企業
は価値を提供することはできず、価値を提案するのみである」と位置づけられている。また、
基本前提(10)では「価値は常に受益者によって独自に、現象学的に決定される」とされる。
これらから、共創価値は、提案価値に基づき、顧客がもつ評価基準にしたがって決定される。 
消費経験が蓄積されることで顧客欲求が向上し、顧客は知覚していた価値を次第に当た
り前と捉えるようになる。このような顧客の提案価値への評価の変化に伴い、顧客により創
出される共創価値も変化する。共創価値の変化は、顧客の評価を示す顧客満足水準により示
すことができるのであり、共創価値が魅力的機能として認識されている場合は満足または
満足でも不満でもない状態となり不満に陥らないが、当たり前機能として認識されると決
して満足にならず、満足でも不満でもない状態または不満に陥るようになる。 
図 3-1 は、藤川ら(2012)が提起したモデルに対して時系列の期間概念を導入した提案価値
の向上をともなうダイナミックな価値共創プロセスモデルである。ある期における提案価
値 tが伝達手段 tにより顧客に提案されることで魅力的機能である共創価値 tが創出される。
共創価値 t は顧客欲求 t が向上することで当たり前機能である共創価値 t'へと変化する。そ
のため顧客は新たな価値を求めるようになるのであり、企業は新たな顧客ニーズに対応す
るために、次の期に提案価値 t に新たな価値を付加することで提案価値(t+1)をつくりだし、
新たな価値共創プロセス(t+1)を展開することで、魅力的機能である共創価値(t+1)を創出する。 
なお、価値共創プロセス t において創出された共創価値 t および共創価値 t'には企業が提
案価値 tをつくりだす際には想定しえなかった新たな価値が含まれており、企業はその新た
                                                   
3 S-D ロジックでは基本的前提(foundational premises: FPs)が定められている。これらはその後修正およ
び追加がおこなわれ、2018 年現在では 11 の基本的前提が存在する。 
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な価値を取り込むことで提案価値(t+1)をつくりだすのである。また、この新たな価値は競合
他社の差別化および顧客対応の個別化によるものである。 
そして、価値共創プロセス(t+1)では、提案価値(t+1)を、適合するよう改良、開発した伝達手
段(t+1)により顧客に提案することで、魅力的機能である共創価値(t+1)が創出される。しかし、
共創価値(t+1)も顧客欲求(t+1)の向上に伴い、やがて当たり前機能である共創価値(t+1)'へと変化
する。そのため、企業は共創価値(t+1)に新たな価値を取り込んだ提案価値(t+2)をつくりだし、
価値共創プロセス(t+2)を展開することで、魅力的機能である共創価値(t+2)を創出する。このよ
うに、顧客欲求の向上に対応するために提案価値の向上がおこなわれ、価値共創プロセスが
連続して展開されていくのである。 
なお、顧客欲求(t+1)の向上を促進するのが競合他社による模倣である。競合他社が先行企
業を模倣することで同様の提案価値が増加するために、模倣した提案価値の経験も当該提
案価値の経験として援用される。そのため、競合他社の模倣が進むことで、魅力的機能であ
る共創価値(t+1)の当たり前機能である共創価値(t+1)'への変化が促進されるのである。 
 
図 3-2 提案価値の向上をともなう“ダイナミックな価値共創プロセスモデル” 
(出所)筆者作成。 
 
以上の議論をふまえて、実証研究に向けた以下の仮説を導出する。 
 
H1. 共創価値は魅力的機能から当たり前機能へと変化する。 
H2. 提案価値の向上に伴い、共創価値は当たり前機能から魅力的機能に変化する。 
H3. 提案価値は、競合他社との差別化または顧客対応の個別化の双方、またはいずれかに 
より向上する。 
H4. 競合他社の模倣により、共創価値は魅力的機能から当たり前機能に変化する。 
 
 
競合他社
模懺
槙懺員〉
·• 
＜値値共劇ブロセスtIll> ＜値値共鯛プロセス(I+1)期＞ ＜価値共劇ブロセス(t+2lllll>
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さらに上記のモデルに伝達手段の特性であるサービス資源概念を導入してその緻密化を
はかることが必要である。先に述べたように、サービスは物・情報・人を資源とするサービ
スの集合体であるが、物資源および情報資源に対して人資源はその特性が大きく異なる。し
たがってこれらの特性の相違が価値共創プロセスにも影響を与えると考えられる。 
物資源および情報資源によるサービスには同時性が該当せず、サービスの生産が提供お
よび消費前におこなわれている。そのため、サービス・エンカウンターにおいて顧客ニーズ
に対応した提案価値を新たにつくりだすことができず、共創価値が当たり前機能へ変化し
てもその場で対応することができない。 
一方、人資源によるサービスは、同時性の特性から、顧客一人ひとりのニーズに対応した
提案価値の提供が可能となる。サービス提供者は、サービス・エンカウンターにおいて顧客
ニーズに対応した提案価値を何度も繰り返しつくりだすことができるので、共創価値が当
たり前機能に変化すると、その場で新たな提案価値をつくりだし魅力的機能へと再び変化
させるのである。 
このような提案価値の生産時期の違いが、価値共創プロセスの相違をもたらすのであり、
人資源によるサービスによる価値共創プロセスは、物資源や情報資源によるサービスと比
べると次の 2 点で異なる。第 1 は、同一期の価値共創プロセスの中で何度も提案価値の向
上をともなう価値共創プロセスが繰り返される点である。サービス提供者は価値提案をお
こなった際に顧客ニーズを察知し、すぐに新たな提案価値をつくりだすことができる。した
がって、価値共創プロセス tのなかで、何度も提案価値の向上がおこなわれる。また、この
同一期における提案価値の向上は、「真実の瞬間」においておこなわれ企業が関与できない
ため、サービス提供者による顧客対応の個別化によりおこなわれる。そして、顧客欲求の向
上が進行し顧客対応の個別化のみでは当たり前機能から魅力的機能への変化がおこなえな
くなると、企業による競合他社との差別化による提案価値の向上がおこなわれ、次の期の価
値共創プロセスへと移行するのである。そして第 2 は、競合他社による模倣を受けない点
である。提案価値は「真実の瞬間」において顧客とサービス提供者のコミュニケーションの
なかで顧客一人ひとりのニーズに対応してつくりだされる。また、これらのサービスは無形
であり、消滅する。そのため、競合他社が顧客一人ひとりに提案される提案価値を把握する
ことができないのである。 
これらの議論から、人資源によるサービスを伝達手段とした提案価値の向上をともなう
“ダイナミックな価値共創プロセス”を図 3-3 として示す。提案価値 tは伝達手段 tによ
り顧客に提案され、共創価値 t(魅力的機能)が創出される。また共創価値 t(魅力的機能)は
顧客欲求 tの向上により共創価値 t’に変化する。そのため、サービス・エンカウンターに
おいて提案価値(tα)が顧客対応の個別化によりつくりだされ、提案価値(tα)にもとづく価値
共創がおこなわれる。また、共創価値(tα)が顧客欲求(tα)により当たり前機能である共創価
値(tα)'に変化すると、再びその場で顧客対応の個別化による新たな提案価値がつくりださ
れる。このように、同じ期の中で何度も新たな価値共創がおこなわれる。そして、顧客
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欲求の向上が進行し、顧客対応の個別化では当たり前機能から魅力的機能への変化をお
こなえなくなると、企業は競合他社との差別化による提案価値の向上をおこなうことで、
新たな価値共創プロセス(t+1)に移行するのである。 
 
図 3-3 人資源によるサービスを伝達手段とした提案価値の向上をともなう“ダイナミッ
クな価値共創プロセス” 
(出所)筆者作成。 
 
これらの議論から、以下の仮説を導出する。 
 
H5. 人資源によるサービスは、サービス・エンカウンターにおいて顧客ニーズに対応した提案
価値をその場でつくりだす。 
H6. 人資源によるサービスは、競合他社による模倣を受けない。 
 
 
第 3 節 事例の選定と調査・分析方法 
第 1 項 調査方法について 
①定性的研究法の選定 
 本研究の仮説検証においては定性的研究法を用いる。価値共創プロセスにおける提案価
値の向上要因や伝達手段が価値共創プロセスにあたえる影響についての企業側の視点によ
る考察には、企業の担当者に対するインタビューなどの定性的な調査が有効であるためで
ある。 
横澤ら(2013)によれば、Larsson and Löwendahl(1996)は、Glaser and Strauss(1967)
の”The Discovery of Grounded Theory: Strategies for Qualitative Research”、Yin(1984)
の”Case Study Research: Design and Methods”、そして Eisenhardt(1989)の”Building 
Theories from Case Study Research”が研究者に支持される定性研究法の主要 3 文献であ
???
＜価値共鯛プロセスtllll> ＜値値共鯛ブロセス(t+1)期＞
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ることを明らかにした。Google Scholar におけるこれら 3 文献の 2017 年 10 月現在の被引
用数は、Glaser and Strauss(1967)は 94,660 回、Yin(1984)は 148,728 回、Eisenhardt(1989)
は 43,696 回を数え、この調査研究を裏付けるものである。 
 Glaser and Strauss(1967)の研究法はグランデッド理論アプローチと呼ばれ、理論産出を
目的としている。そのため、事前に理論構築を行わず、いきなり現地調査をおこなう。そし
て現地調査から得られたデータに基づき理論を産出する。したがって、産出された理論は現
実に適合したものであり、既存理論をブレイクスルーできる可能性を持つ。しかし、基礎知
識を持たずに実地調査をおこなうため、おのずと膨大なデータが収集されることから“デー
タの海に溺れる”リスクが生じるものとなる(横澤ら 2013)。 
 それに対し、Yin(1984)による研究法は、理論実証型定性研究法と呼ばれる理論検証を目
的としたものである。はじめに先行研究から仮説を導出する。そして、事例を選定し調査分
析をおこなうことで仮説を検証する。この手法は Glaser and Strauss(1967)のように“デー
タの海に溺れる”リスクが低く、確実に研究を進めることが可能となる。しかし、反対に既
存理論に基づき生成した仮説を検証するため、既存の枠組みを大きくブレイクスルーする
ような理論を発見する確率は低くなる(横澤 2013)。 
Eisenhardt(1989)の研究法は、これら 2 手法をバランスよく取り入れたものである(横澤
ら 2013)。はじめにリサーチ・クエスチョンを定義することで研究の焦点を定め、大量のデ
ータ収集や処理を回避する。そして適合する事例を選択し分析をおこなうことで理論を産
出する。また、複数の事例を用いて理論の追試をおこなうことで、理論をより強固なものに
していく(佐藤 2009)。 
横澤ら(2013)はこれら 3 点の研究法について、それぞれの有効性を認めた上で、Glaser 
and Strauss(1967)や Eisenhardt(1989)など理論産出型研究法の理論的飽和に要する事例
数の不明確さを指摘し、理論実証型の Yin(1984)の手法が最も確実に研究を進めることがで
きると主張する。そこで、本研究では、Yin(1984)による理論実証型定性研究法にもとづき、
先行研究から仮説を導出し、事例研究によりその仮説を検証する。また、抽出した事例の分
析については、Ragin(1987)が提唱する質的比較分析を用いる。定性的研究法は、社会現象
の複雑さやコンテクストを意味理解的あるいは解釈的に捉えようとするが、分析が研究者
個人の知見に基づくことや、職人芸的な枠組みでおこなわれるため(鹿又 1993)、一般化や
客観性の問題、データ収集・分析過程における厳密性の欠如などが課題となる(横澤ら 2013)。
質的比較分析は、定性的研究法の中でも分析のプロセスを明示する方法として有力なもの
であり、研究者個人の能力に影響されにくい分析法である(鹿又 1993)。 
 
②Yin(1984)による理論実証型定性研究法 
Yin(1984)の研究法は 3 段階にわけられる。第 1 段階は定義と設計であり、仮説理論の生
成と事例の選択をおこなう。第 2 段階は準備、収集、分析であり、データの収集および分析
をおこなう。そして第 3 段階は分析の結論付けであり、事例間の結論の導出および理論の
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修正をおこなうことで最終的な理論構築をおこなう。また、事例と仮説理論を繰り返し比較
することで強固な理論が構築されるとする。 
事例研究の設計は表 3-3 のとおり 4 タイプに分類される。 
  
   表 3-3 事例研究の設計 
 単一事例設計 複数事例設計 
単一分析単位 タイプ 1 タイプ 3 
複数分析単位 タイプ 2 タイプ 4 
   (出所) Yin(1984)にもとづき筆者作成。 
 
単一事例設計とは 1 事例により研究をおこなうことであり、複数事例設計とは複数の事
例により研究をおこなうことである。また単一分析単位とは 1 事例の中に 1 つの分析単位
のみが存在するものであり、プログラムや組織の全体的な特徴の検討が行われる。そして複
数分析単位とは 1 事例の中に複数の分析対象が存在するものである。単一事例設計は、充
分に定式化された理論や極端なあるいはユニークな事例、新事実の事例などに使用される。
一方、複数事例設計は、複数の事例を重ねることで開発した理論の検証をおこなうため、得
られた証拠には説得力があり、単一事例設計により構築した理論よりも強固であるとみな
されている。なお、複数事例設計における課題としてあげられるのが研究に必要な事例数の
決定であるが、事例数については公式から導きだされるものではなく自由裁量的な判断上
の選択問題であり、2 事例から 6 事例程度の事例を必要とするとされる。 
 
③Ragin(1987)による質的比較分析 
 質的比較分析(qualitative comparative analysis: QCA)とはブール代数4を用いた分析法
である。ブール代数とは 2 値データを使用するものであり、「真／偽」あるいは「あり／な
し」といった 2 つの状態に属性を分類する。そして、「真」「あり」の場合は 1、「偽」「なし」
の場合は 0 で表す。また、ブール代数による属性の分類は、表 3-4 のような真理表(truth 
table)により表される。原因・条件の A、B、C および結果を「あり：1、なし：0」に置き
換える。そして、それぞれの条件にあてはまる事例数を示す。例えば、データの 1 行目は
A、B、C のいずれの原因・条件も該当せず、結果も「なし」の状態である事例が 3 例あっ
たことを示している。また、B および C のいずれも「あり」の場合にのみ結果が「あり」を
示しており、それ以外は結果が「なし」を示している。したがって、結果が「あり」を示す
条件として、B および C の 2 条件が存在することが要因となる。このように、ある結果が
得られたときに、どのような原因や条件下にあるのかを明らかにするものである。 
                                                   
4 ブール代数とは、George Boole により 19 世紀中頃に開発された論理代数である。 
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   表 3-4 真理表(例) 
原因・条件 
結果 事例数 
A B C 
0 0 0 0 3 
0 0 1 0 2 
0 1 1 1 6 
1 0 0 0 1 
1 0 1 0 5 
1 1 1 1 3 
   (出所)筆者作成。 
  
第 2 項 事例の選定 
本研究における事例研究は表 3-3 におけるタイプ 4 の複数事例設計・複数分析単位を用
いる。また、本研究における事例研究選定の視点は 2 点である。第 1 は、顧客満足を継続的
に生成している企業を事例研究対象とすることである。長期間をかけて顧客満足に取組む
企業を対象とすることで魅力的機能や当たり前機能の変化の観察が行えるであろう。そこ
で JCSI 調査に着目し、継続的にランキング上位に位置付けられている企業から選定をおこ
なう。また第 2 は、様々なサービス・タイプを比較するために各サービス資源をコア・サー
ビスとする企業をそれぞれ選定する。したがって、コンサルティングや教育、通信など、特
定のサービス資源によるサービスに特化した企業を避け、様々なサービス資源を用いたサ
ービスを提供する企業を選定する。物資源をコア・サービスとする企業として選定したのが
宿泊特化型ホテルのスーパーホテルである。また情報資源をコア・サービスとする企業とし
て選定したのが航空会社のスターフライヤーである。そして人資源をコア・サービスとする
企業として選定したのが、通信販売をおこなう化粧品会社のオルビスである。これらの企業
は、さまざまなサービスにより全体的なサービスが構成されることから、各事例において複
数の分析対象が存在する。これら 3 社における事例をまとめたものが表 3-5 である。物資
源によるサービスから 5 事例、情報資源によるサービスから 7 事例、そして人資源による
サービスから 5 事例の計 17 事例が観察された。 
 
  表 3-5 事例研究の要約 
 スーパーホテル スターフライヤー オルビス 事例数 
物資源 朝食 寝具 客室 機内環境 機内飲食  5 
情報資源 自動チェックイン機 
ＷＥＢサイト 
航空ダイヤ（利便性） 
航空ダイヤ（正確性） 
配送 
 支払方法 
販売チャネル 
7 
人資源 自律型感動人間 
マニュアル化されたサービス 
マニュアル化できないサービス 
マニュアル化されたサービス 
マニュアル化できないサービス 5 
事例数 5 7 5 17 
  (出所)筆者作成。 
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第 4 章 物資源をコア・サービスとするスーパーホテル5 
第 1 節 スーパーホテルの概要 
スーパーホテルは、低価格で高品質なサービス、環境への取り組みなどにより客室稼働
率は約 90％(全国平均 71.1％6)、そして宿泊客のリピート率は 70％を超えるなど、顧客か
ら高い評価を受ける宿泊特化型ホテルである。 
創業当初は単身者向けマンション経営をおこなっていた同社が、ホテルリンクスという
名称のビジネスホテルを熊本県水俣市に出店したのは 1989 年である。大阪に本社を持つ
同社が水俣市に出店したのは、工業地帯である水俣市の工業出荷額から多数のビジネスマ
ンの利用が見込めるとの判断に基づくものであり、その後、山口県宇部市や岡山県倉敷市
などの工業地帯にも出店し順調に売り上げを伸ばす。しかし、競合するシティホテルやビ
ジネスホテルとの差別化ができていなかったことが原因となり、バブル崩壊とともに来客
数が頭打ちし成長が鈍化していく。そこで、立地と価格のみの訴求が中心であった従来型
のビジネスホテルから、立地と価格、そして宿泊の快適性に特化する宿泊特化型ホテルへ
の転換をおこなうこととし、1996 年にスーパーホテルと改称した 1 号店を福岡市博多区
に開店したのである。この新たな宿泊特化型ホテルは業績を順調に伸ばし、店舗数は 2002
年からの 12 年間で 30 店舗から 112 店舗と 3.7 倍に増加、また売上高は 42 億円から約 5.4
倍の 228 億円へと急成長を遂げることになる。この成長の原動力となるのが、「悪かろう
安かろう」とならないための高品質なサービスによる顧客満足への取り組みである。 
スーパーホテルでは、サラリーマンが「出張費で宿泊し、夜に一杯飲める」「ぐっすりと
眠れる」の 2 点、すなわち、低価格と高品質の両立をコンセプトとした。そこで、立地条件
は駅や繁華街の徒歩圏内に限定、また価格は当時では採算が取れないと考えられていた一
泊 5,000 円とした。しかし、低価格と高品質(宿泊の快適性)の両立は本来的には困難な課題
である。そのために導入されたのが、宿泊の快適性には注力するがその他は大胆に切り捨て
る「100 人中 1 人しか困らないサービスは切り捨てる」という提供するサービスの取捨選択
である。例えば、客室への電話機を設置しないことで設備費やフロントスタッフの経費を節
減する。また、レストランや宴会場も設置しないことで、人件費や設備費、光熱費を節減す
る。そして自動チェックイン機を導入することで、顧客満足の向上とフロント業務に必要な
人件費削減をおこなっている。 
しかし、宿泊の快適性は次第に競合他社の模倣を受けコモディティ化するようになる。そ
こで新たに付加価値として導入したのが Lohas7の概念を取り込んだ環境に優しいホテルで
                                                   
5本章では、物資源である客室をコア・サービスとする宿泊特化型ホテルチェーンを展開するスーパーホ
テルの事例をとりあげる。本事例研究は 2014 年 4 月 15 日に開催された一般社団法人ブランド戦略研究
所セミナーにおける山本健策氏(現常務取締役)の講演内容、そして 2016 年 9 月 16 日にスーパーホテル本
社にて実施した山本健策氏および星山英子氏(経営品質部長)への約 1 時間の半構造化インタビュー調査を
中心に、ビジネス雑誌や書籍、HP をなどの二次データを補足資料として使用している。 
6全国平均は観光庁宿泊旅行統計調査(平成 28 年 5 月)による全国のビジネスホテルの客室稼働率である。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html 
7 Lohas とは、Lifestyle of Health and Sustainability の頭文字を取った略語であり、健康で持続可能な
生活様式を指す環境への取り組みである。 
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ある。全店舗の客室の飲料水にはリラクゼーション効果や疲労回復の白覚症状を得られる
独自開発のイオン水を使用することで、「ぐっすり眠る」をサポートする。無料で提供する
朝食も健康朝食と名付け、希少性の高い有機野菜を使用する。また、大都市圏にオープンし
た Lohas を店名につけた店舗では、全館に LED 照明を使用し、太陽光発電でロビーなど共
有部分の消費電力の 3／4 を補う。客室の天井には、調湿、脱臭、抗アレルギー効果がある
北海道産の珪藻土を使用。壁紙も自然素材のケナフを使用することで客室の快適性を高め
ている。女性専用フロアも設置し、同じフロアに女性専用の大浴場やパウダールームを設置
する。これにより、大浴場から客室に戻る際にエレベーターで男性客と乗り合わせることが
なくなるなど、女性が安心して利用できるようになったのであり、一般店舗での宿泊客の男
女比率が 75：25 であるのに対し、Lohas 店舗では男女率が 50：50 と女性の利用率が向上
している。 
このような取り組みにより、JCSI 調査において、2009 年に続き 2014 年にもビジネス
ホテル部門における顧客満足 1 位を獲得、J.D.パワー・アジア・パシフック社8によるホテ
ル満足度調査「一泊 9000 円未満部門」においても 2014 年から 2 年連続で 1 位を獲得し
ている。また 2009 年と 2015 年には日本経営品質賞9を受賞、そして 2013 年度にはおも
てなし経営企業選10に選出されるなど、提供するサービスは高く評価されている。 
 
第 2 節 観察された事例 
第 1 項 物資源によるサービス 
①「安全・清潔・静穏」な客室 
宿泊特化型ホテルの利用者の多くは午後 10 時から午前 8 時までの約 10 時間を客室で過
ごし、そのうちの 8 割を睡眠に充てると山本氏は述べる。そこでスーパーホテルでは、ホテ
ルでの滞在時間の多くを占める睡眠へのサービスに着目し、宿泊客がぐっすり眠れるよう
に、客室の「安全・清潔・静穏」の品質向上に注力する。しかし、山本氏は「宿泊客にとっ
て、安全・清潔・静穏はいわば当たり前であり満足を覚えるものではない」と指摘する。客
室により創出される共創価値は当たり前機能となるのである。 
また、安全への取り組みとしては、自動チェックイン機導入による客室の鍵の暗証番号、
午前 0 時以降の正面玄関の施錠、客室フロアへの外部者の侵入が困難なホテル構造があげ
られる。宿泊客は客室の扉のドアノブ部分に取り付けられた入力システムにチェックイン
時に料金精算をおこなった際に発行される暗証番号を入力して入室する。これにより鍵の
                                                   
8 アメリカに本社を置く市場調査及びコンサルティングをおこなう企業である。アジア地域でのビジネス
の拠点として 1990 年には J.D.パワー・アジア・パシフィックを設立。自動車、保険、通信、IT、金融な
ど様々な業界において顧客満足に関する調査やコンサルティング、トレーニングを実施している。 
9 (公財)日本生産性本部が設立した経営品質協議会により 1995 年より創設された賞であり、顧客の求め
る価値を創造し続ける組織を表彰する制度である。  
10経済産業省が選出する賞であり、①社員の意欲と能力を最大限に引き出し、②地域・社会との関わりを
大切にしながら、③顧客に対して高付加価値・差別化サービスを提供する経営を、「おもてなし経営」と
称して、地域のサービス事業者が目指すビジネスモデルの一つとして推奨している。 
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盗難などによる客室への不正な侵入を防止している。また、午前 0 時に正面玄関が施錠さ
れるため、それまでにチェックインしなかった場合、たとえ予約客であっても入館できず宿
泊することができない。チェックインした後に午前 0 時以降に帰館する宿泊客は、玄関横
に設置されたパネルのテンキーに客室の暗証番号を入力することで入館が可能となる。そ
して、ほとんどの店舗で客室フロアへのエレベーターがフロントに隣接しているため、宿泊
客以外が客室フロアに侵入しにくい構造となっている。また、たとえ 2Ｆにフロントがある
場合でも、エレベーターはフロントの階で一度停止するなどの措置が取られている。このよ
うに、部屋ごとのセキュリティと建物全体のセキュリティとの 2 段階により安全の確保が
おこなわれている。 
清潔への取り組みとなる清掃については、大都市圏の一部店舗を除き協力会社への外注
をおこなっている。そのため、自社の社員ではない清掃担当者の業務への意欲を維持・向上
させることが課題となる。そこで、清掃担当者にも毎日の朝礼に参加させることで、日々の
ホテル全体の注意事項を共有するだけでなく、スーパーホテルの理念や提供するサービス
価値の理解の深化を図っている。また、積極的に清掃担当者からも業務改善の意見を求める。
スーパーホテルのベッドは脚が取り払われているが、これは清掃担当者からの「ベッドの下
の清掃に時間がかかるので、脚を取ってしまうと効率があがる」との意見を採用したもので
ある。これにより 1 室あたりの清掃時間が短縮された以外にも宿泊客の「天井が高くて気
持ちが良い」との評価にもつながったのである。なお、清掃後の客室に担当者が署名入りの
自筆のカードを置く。このようなホテルの運営に関わる実感を持たせることが業務への意
欲向上につながっていくのである。そして、清掃が終了した全ての客室を支配人が清掃状況
の確認をおこなう。また、日々実施している宿泊客へのアンケート調査にも清掃についての
設問が設けられており、アンケート結果は本社が常に把握し、スコアが芳しくない店舗につ
いては、本社からスタッフを派遣して原因の究明と改善をおこなっている。 
静穏性については、客室は常に図書館並みの静かさである 40 デシベル以下の環境を維
持している。同社では、マンション経営の経験から騒音が顧客の重大な不満となることを
理解しているためである。客室の騒音は以下の 4 点に分けられる。第 1 は外部の騒音であ
り、窓は二重サッシを使用することで対応をおこなっている。第 2 は隣室からの騒音であ
り、建築時に一般的なホテルよりも隣室との壁を厚くすることで対応している。第 3 が廊
下からの騒音であり、ドアの接合部の上下左右 4 面すべてにパッキンを施すことで遮音効
果をあげている。そして第 4 が室内の機器の騒音であり、備え付けの冷蔵庫には特有の
「ジー」という音がでない静音タイプのものを使用している。 
このように「安全・清潔・静穏」への取り組みがおこなわれているが、併せてこれら 3
点に対し不満を感じた宿泊客には全額返金をおこなう制度を導入している。これは不満を
持った宿泊客に返金するだけでなく、対話をおこなうことにより再利用を促す効果を持つ
ものこと、そして直接的に顧客の不満を把握できる機会として位置づけられている。 
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②快適な眠りをもたらす寝具 
「ぐっすりと眠れる」ための寝心地向上に向けた寝具への取り組みは、大阪府立大学と
共同で設立した「ぐっすり研究所」における研究成果に基づくものである。ベッドはダブ
ルサイズが使用されており、ゆったり眠ることができる。また、使用されるマットは固
め・柔らかめからの 2 種類から選択できる。そして枕は 8 種類が用意されている。客室に
備えつけの枕以外にフロント横に設置された枕コーナーに形や固さ、材質が異なる 7 種類
の枕が設置されており、自由に部屋に持ち込むことができる。部屋に入ると、すぐにスリ
ッパに履き替えるように玄関と室内の仕切りが設けられている。靴を脱ぎスリッパに履き
替えることが快眠につながる効果が得られることも、ぐっすり研究所の研究成果の一部で
ある。また、多くの店舗には天然温泉(大浴場)が設置されており、広い浴室でゆったりと
温まることができる。これらの取り組みから得られる「快眠」を定量的に評価したとこ
ろ、高級シティホテルよりも高い評価を得ることができたのである。 
しかし、山本氏は、「半年かけて開発したモノが、すぐに競合他社に模倣される。だか
ら、オリジナルの模倣困難なものを開発しなければならない。」と、寝具などへの取り組
みが競合他社の模倣によりコモディティ化し、共創価値が魅力的機能から当たり前機能へ
と変化していることを指摘する。例えば、コンフォートホテル11ではスムーズな寝つきを
考えたアイテムとしてストレスを低減するかけ布団、抱き枕、加湿空気清浄機など、そし
て快適な目覚めを考えたアイテムとして光浴ライト、高濃度酸素水などを提供する「ひつ
じルーム」を設置している。またアパホテル12では、アメリカのベッドメーカーであるシ
ーリー社との共同開発をおこなったベッドである「クラウドフィット」やアパホテルが独
自開発をおこなった枕である「エアーリラックス」を設置している。その他にも、三井ガ
ーデンホテルズ13では全米ホテルシェア No.1 のサータ社製ベッドおよび枕メーカーである
ロフテー社と共同開発したオリジナル快眠枕を導入するなど、多くの宿泊特化型ホテルが
寝具へのこだわりに取り組んでいる。そのため、スーパーホテルにおいては、新たに「ひ
のきの香りがする枕」を開発するなど、常に新たなサービスの開発に取り組んでいるので
ある。 
 
③健康朝食の無料提供 
開業当初からの無料でのパンとコーヒーの朝食の提供は、スーパーホテル独自の取り組
みであり魅力的機能を創出していた。しかし、他社がスーパーホテルよりも多い品数の朝
食を無料で提供するようになる。そのため、品数を増やし他社と同質化を図るようになる
                                                   
11世界 35 ヵ国に 6,300 軒以上を構える、ホテル軒数世界第 2 位のホテルフランチャイズチェーンである
チョイスホテルズインターナショナル(アメリカ)の運営するホテルチェーンであり、国内では 60 店舗を
展開している(2018 年 9 月現在)。 
12石川県金沢市に本社を置くホテルチェーンであり 10 万室を超える客室を運営している。(2018 年 9 月現
在)。 
13株式会社三井不動産ホテルマネジメントが運営するホテルチェーンであり、全国に 24 店舗を展開して
いる(2018 年 9 月現在)。 
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が、最近では朝食の内容がホテルを選定する重要な要因となってきており、いわゆる「毛
の生えた」程度のものでは通用しなくなったと山本氏は指摘する。 
そこで、取り組んだのが Lohas に基づく和洋 2 種類の朝食の無料提供である。第 1 が健
康朝食と名付けられた和食系の朝食である。ご飯、お味噌汁、おかず、サラダなどから構
成される。第 2 が焼きたてパン朝食と名付けられた洋食系の朝食である。自家製のパン、
コーンフレーク、コーンスープ、サラダ、ヨーグルトなどから構成される。野菜ソムリエ
が選んだ旬の素材・産地にこだわった有機 JAS 野菜14や、地方ごとの特色のある一品を提
供する。また、調味料やドレッシング、水などにもこだわりを見せる。例えば、有機大豆
を使った醤油や、有機トマトが原料のケチャップなどを提供。有機野菜サラダには 5 種類
のドレッシングを独自に開発。保存料・化学調味料は無添加、アレルギー特定原材料など
27 品目は不使用である。水もモンドセレクション金賞を受賞した健康深層水を使用するな
ど、さまざまな配慮を惜しまない。このように、栄養価の高い地産地消やオーガニックの
食材を積極的に取り入れたメニューをバイキング方式により自由に取り分けることができ
るようすることで魅力的機能を創出するのである。 
しかし、他社の模倣も始まっている。東横インでは「お母さんの手作り健康朝食」と題
して、採れたて野菜や地元米など“その土地ならでは”の食材を使用したメニューを約 20
種類提供している。また、コンフォートホテルでは、バランスモーニングをコンセプト
に、炭水化物・タンパク質・脂質をバランスよく取りこめるヘルシーなメニューを約 20
種提供する。ルートインホテルズも保存料や添加物を一切使用しないヨーロッパより直輸
入したパンやご当地オリジナルメニューなど約 30 種類の和洋メニューを提供している。
このように競合他社も健康をキーワードとした朝食の提供を始めているのである。 
 
第 2 項 情報資源によるサービス 
①自動チェックイン機の開発・導入 
チェックイン業務は宿泊客が分散して来館するために人手はあまりかからない。一方、チ
ェックアウト業務は午前 8 時ごろからフロントが混雑するため、どのホテルでも熟練した
スタッフを揃えてスピーディーな業務に注力するが、それでもフロント前で待たされる宿
泊客も多く、不満を生み出す要因となる。そこで、スーパーホテルでは、客室の冷蔵庫の飲
み物や電話を廃止することでフロントでの精算の必要性をなくし、自動チェックイン機を
導入することでチェックアウト業務を廃止し、宿泊客がギリギリまで部屋でくつろぐこと
ができるようにしたのである。 
自動チェックイン機はスーパーホテルがアルメックス社15と共同開発をおこない、特許を
取得してシステムであるが、数年後には競合他社による模倣を受けることになる。1996 年
                                                   
14有機 JAS 野菜とは、農林水産大臣が定めた品質基準や表示基準に合格した野菜であり日本における有機
JAS 野菜を生産する耕地面積が平成 26 年現在において約 0.4％にしか過ぎない貴重な野菜である。 
15 https://almex.jp/hs/case/episode03.html を参照のこと 
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に博多に 1 号店がオープンすると、すぐに他のホテルチェーンが 1 号店に開発チームを送
り込み、自動チェックイン機の研究を開始している。そして 2 年後の 1998 年にはＲ＆Ｂ16、
3年後の1999年には西鉄イン17が自動チェックイン機を導入した店舗をオープンしている。
その後、リッチモンドホテル18やホテルリソル19なども自動チェックイン機を導入する。暗
証番号方式をカードキー方式に変更することで特許侵害を回避できるなど、模倣への障壁
が低かったためである。また、京王プレッソイン20においては自動チェックイン機を導入し
ていないものの、チェックアウト手続きはルームキーをフロント前に設置されたキーボッ
クスに投げ入れるのみとし、チェックアウト手続きを廃止している。また、現在ではアルメ
ックス社も自社製品として自動チェックインシステムを販売しており、このように続々と
他社による模倣がおこなわれていく状況に、山本氏は「もう自動チェックイン機によるアド
バンテージはなくなった」と述べ、共創価値が当たり前機能に変化していることを示唆して
いる。 
 
第 3 項 人資源によるサービス 
①自律型感動人間の育成 
従業員の人材育成の目標としたのが「自律型感動人間」である。「不満の除去はマニュ
アルでできるが、感動は従業員が自分で考えて行動しなければ生み出すことができず、そ
のためには自分に自信をもって自律型で動ける人間(自律型感動人間)になることが必要で
ある」と山本氏は述べる。そしてその上で、権限移譲や成果主義を導入することにより、
自律型感動人間の更なる意欲を引き出すことや活躍できる環境の整備をおこなっている。
そのため、「マニュアルで定めたサービスは全体の 1 割程度に過ぎず、9 割は店舗ごとの自
発的なサービスである」と星山氏は述べる。店舗の特性や顧客の状況に合わせて店舗ごと
にサービス内容の裁量権を委ねることで、顧客一人ひとりへの質の高いサービスの提供が
可能となり、新たなサービスのイノベーションが起きると考えているのである。 
この自律型感動人間の育成のための取り組みには、主に以下の 4 点があげられる。 
第 1 は「朝礼」である。毎日の朝礼では、はじめに経営理念や行動規範をまとめた
「Faith(フェイス)」を唱和する。そして、交代で経営指南書を 1 ページ読む。読み上げる
従業員は内容に沿って自分の考えを発表しなければならない。何かを発表しないといけな
いという思いが経営指南書への理解を深めることになるのである。また、聞いている者
                                                   
16  ワシントンホテルグループの宿泊特化型ホテルとして全国に 20 店舗を展開している(2018 年 9 月現
在)。 
17西鉄グループのホテルチェーンとして九州を中心に全国に 10 店舗を展開している。(2018 年 9 月現在) 
18外食産業のロイヤルホストグループのホテルチェーンとして全国に 39 店舗を展開している(2018 年 9 月
現在)。 
19 ゴルフ場経営やリゾート開発をおこなうリソルグループのホテルチェーンであり、全国に 17 店舗を展
開している(2018 年 9 月現在)。 
20京王プレッソインは京王グループの新規事業として 2002 年より開業した宿泊特化型ホテルであり、東京
都内に 11 店舗を展開している(2018 年 9 月現在)。 
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も、それにより新たな視点など気づきを得ることができる。本社で始まったこの活動は、
全店舗にも取り入れられるようになり、毎日の宿泊客リストの確認作業と共におこなわれ
ている。これにより、「自分で考える」「人の話を聞く」「行動する」ことへの効果が期待
されている。 
第 2 は「話し込み」である。細かな規定や目標数字だけで従業員を管理するのではな
く、上司との 30 分程度の定期的な「話し込み」と呼ぶ対話が実践されている。対話によ
り部下の長所を見つけ、その長所を伝え伸ばしていくことで部下に自信を持たせる。そし
て会社の方向性の理解や課題の発見、問題の解決策を得ることが期待されている。 
第 3 は、「チャレンジシート」と「ランクアップノート」を活用した従業員自身による
自身の目標管理である。チャレンジシートは、日々の業務、役職任務、経営理念の理解な
ど約 30 項目について、現状の 2 割アップを目標として設定する。そして、ランクアップ
ノートに月単位、週単位、日単位に目標を落とし込み進捗状況を管理する。ランクアップ
ノートへの日次管理状況などの記述に対しては、上司がメッセージを書き込むことが習慣
づけられており、「話し込み」の資料として活用され、達成状況の確認や、課題や悩みに
ついての相談がおこなわれているのである。 
第 4 は、優れたサービス提供者の能力やスキルをホテル全体で共有するための「おもて
なしの科学化」の研究である。宿泊客がどのような接客サービスに満足するのか、またベテ
ランと新人の従業員での宿泊客への配慮の相違点などをデータ化し共有することで、安定
した高品質のサービスの生産・提供をおこなう取り組みである。 
 
②顧客データに基づく顧客対応の個別化 
スーパーホテルでは、顧客情報や顧客から寄せられた礼状やクレーム、提案などは全ての
店舗が共有できるようスーパーウェアと名付けた IT システムにおいてデータベース化して
おり、従業員の接客応対に活用されている。これにより、顧客がどの店舗を利用する際にも
常に同じサービスが提供できるのである。例えば、いつも毛布の追加を要望する顧客には、
どの店舗を利用する場合でも、あらかじめ 1 枚多く客室に毛布をセットしておく。いつも
角部屋を希望する顧客であれば、同じように角部屋を提供するのである。また、従業員が顧
客に声掛けをおこなう時にも、スーパーウェアの情報が用いられる。構築した顧客情報にも
とづき接客対応をおこなうことで「そんなことまで理解してくれていたのか」という顧客の
感動を引き出すことが可能となるのである。スーパーホテルには宿泊客から毎月 3,600 通
のサンキューレターが寄せられている。これらは宿泊客がどのようなサービスに満足した
かのベストプラクティスであると山本氏は述べる。そして、このようなサンキューレターの
内容だけでなくクレームもスーパーウェアで共有することで、従業員一人ひとりがこれら
事例をテキストとして接客対応に生かすことができ、不満を解消し感動を与えられるサー
ビスの提供につながっていくのである。 
また、毎日のミーティングでは、スーパーウェアのデータに基づき、当日の宿泊客のな
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かから 3 回以上利用履歴のある顧客の情報が確認される。名前や住所、「角部屋が好き」
「領収書は手書きを希望」など、過去に蓄積されたデータを確認しながら、従業員同志で
顧客の特徴などについて話し合うことで情報の共有をおこなう。また、このような顧客の
情報があれば従業員が顧客に話しかけやすい。例えば、毎回早い時間に出かける顧客に
は、「明日も早いのですか？少し早めに食事を取れるようにしましょうか？」などデータ
を基に声掛けをおこなうことで、顧客の状況を把握し、顧客ニーズを充足するサービスの
提案が可能となるのである。 
 図 4-3 は、宿泊客アンケートによる接客応対の評価である。「4：大変満足、3：やや満
足、2：やや不満、1：大変不満」の 4 段階で評価されており、「これ以上は高くなりよう
がない程、高評価をいただいている」と星山氏が述べるように大変高い評価であり、共創
価値が魅力的機能として創出されているといえよう。 
 
 
図 4-1 宿泊者アンケートによる接客品質評価 
(出典)スーパーホテルによる資料提供にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 節 事例研究のまとめ 
スーパーホテルの事例からは、物資源によるサービスとして客室、寝具、朝食、情報資源
によるサービスとして自動チェックイン機、人資源によるサービスとして自律型感動人間
の計 5 件の伝達手段の事例が観察された。表 4-1 は、これら伝達手段の共創価値の変化や
提案価値の向上、そして競合他社の模倣をまとめたものである。 
客室については、開業当初から当たり前機能を創出するサービスであると捉えられ、その
充足が図られてきた。そして Lohas を取り入れることで、快適性の向上をはかっている。 
また、開業当初、共創価値の魅力的機能を創出してきた朝食は、競合他社の模倣を受け当
たり前機能へと変化する。そのため、競合他社の模倣をおこなうことで同質化しようとする。
しかし、朝食がホテル選択理由になってきたことにより、Lohas に基づく健康に配慮した朝
食を提供することで再び魅力的機能へと変化させる。しかし、競合他社も健康をキーワード
とした朝食を開始するなどスーパーホテルの模倣をおこなうのである。 
そして自動チェックイン機は、競合他社の模倣を受けることで魅力的機能が当たり前機
能へと変化するが、その後、その以上の提案価値の向上がおこなわれていない。 
3.83 3.88 3.9 3.91 3.92
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スーパーホテルが注力するのが人資源によるサービスであり、自律型感動人間の育成と、
顧客データによる顧客一人ひとりへの個別対応がおこなわれている。自律型感動人間とは
自身で判断し行動できる人材でありマニュアル化できないサービスを創出する。そのため、
スーパーホテルにおけるマニュアルは 1 割程度であり、大幅な権限移譲がおこなわれてい
る。このように経営理念に基づく人材育成により競合他社との差別化を図り、顧客データに
基づいた顧客対応の個別化をおこなうことで共創価値を魅力的機能としている。顧客との
コミュニケーションのなかで顧客ニーズを把握し、顧客ニーズを充足する提案価値をその
場でつくりだすことで共創価値を常に魅力的機能へと変化させているのである。 
仮説において、競走価値の魅力的機能が当たり前機能に変化すると、提案価値の向上によ
り再び魅力的機能への変化がおこなわれると示したが、自動チェックイン機の事例では、共
創価値が当たり前機能に変化しても提案価値の向上はおこなわれていない。また朝食にお
いても競合他社の模倣による同質化を目的とし、当たり前機能の充足のために提案価値の
向上が図られている。したがって、企業は限りなく提案価値の向上をおこなうのではなく、
ある収束点を定められていることが考えられる。 
 
 
 表 4-1 スーパーホテルの事例のまとめ 
サービス
資源 
伝達手段 
共創価値の変化 提案価値の向上 競合他社の模倣 
魅力的機能か
ら当たり前機
能への変化 
当たり前機能
から魅力的機
能への変化 
競合他社と
の差別化 
顧客対応
の個別化 
模倣を 
うけた 
模倣 
した 
物 客室    〇     
物 寝具 〇   〇 〇 〇  
物 朝食 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
情報 自動チェックイン機 〇       〇  
人 自律型感動人間 〇 〇 〇 〇   
(出所)筆者作成。 
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第 5 章 情報資源をコア・サービスとするスターフライヤー21 
第 1 節 スターフライヤーの概要 
第 1 項 航空運輸業界の変遷 
 スターフライヤーは 2002 年に設立された後発の航空会社である。はじめに、航空運輸業
の変遷について概観する。 
航空運輸業は、1970(昭和 45)年の閣議了解および 1972(昭和 47)年の運輸大臣通達からな
る「45・47 体制」と呼ばれる政策により、日本航空が国際線および国内幹線、全日本空輸
(以下、全日空)が国内幹線およびローカル線、そして東亜国内航空(後の日本エアシステム)
がローカル線を運航することが定められ、路線ごとの免許制が取られていた。しかし航空需
要が拡大していくなか、各社から事業拡大を求める声が次第に強まるようになったことか
ら、1986 年の「45・47 体制」の廃止、1992 年および 1996 年の段階的な規制緩和を経て、
2000 年に施行された改正航空法により、路線ごとの免許制から事業ごとの許可制に移行す
ることになる(国土交通省 2005)。このような航空行政の変化の中で、1998 年にスカイマー
クエアラインズ(現スカイマーク)および北海道国際航空(現エア・ドゥ)、2002 年には神戸航
空(現スターフライヤー)、2008 年にフジドリームエアラインズ、そして 2011 年にはジェッ
トスター・ジャパン、エアアジア・ジャパンおよび Peach Aviation、2012 年に春秋航空日
本など、次々に新たな航空会社が設立されたのである。 
 
第 2 項 スターフライヤーの沿革 
スターフライヤーは、空港ハンドリング業務や商品販売業務など航空運輸の付帯事業を
おこなう非連結子会社であるスターフライヤーフロンティアの 2 社からグループを形成す
る航空会社であり、年商約 347 億円、従業員数が 572 名(いずれも 2014 年度)、2014 年現
在、10 機体制で、国内定期便を 5 路線、30 往復、60 便を運航している。 
スターフライヤーの前身である神戸航空株式会社は、2002 年に 6 名の元大手航空会社社
員によって神戸市中央区に設立された。翌年、商号を株式会社スターフライヤーに変更、ま
た本社を北九州市に移転し、北九州空港を本拠地として定めた。 
2005 年から全日空との業務提携を締結し、航空券予約システムや訓練施設の貸借などを
受けている。また 2007 年には全日空がスターフライヤーの株式の 1％を取得することで資
本提携を開始、さらに 2012 年には全日空がスターフライヤーの株式の約 18％を取得し、
筆頭株主となる。航空運輸事業の開始は新北九州空港が開港された 2006 年である。北九州
－羽田線の運航を開始、翌 2007 年には関西－羽田線、2011 年に福岡－羽田線、2013 年に
                                                   
21本章では、情報資源である航空ダイヤを中心的なサービスとする航空会社のスターフライヤーの事例を
とりあげる。本事例研究は 2012 年 10 月 16 日に開催された一般社団法人ブランド戦略研究所セミナーに
おける川路利嘉氏(営業部長代理：当時)およびサービス産業生産性協議会の湯浅勝浩氏の講演内容、2014
年 8 月 28 日に羽田空港にて実施した内田晶夫氏(CS 推進部長)への約 2 時間の半構造化面接を中心に、
HP およびサービス生産性協議会資料などの二次データを補足資料として用いている。 
 
54 
 
福岡－関西線、また 2012 年には北九州-釜山線の国際線を就航するなど事業の拡大を図り、
運航開始から 4 年後の 2010 年には黒字化、2011 年には東証第 2 部に上場を果たす。 
しかし、2013 年には厳しい競争環境にもとづく営業収入の低迷や原油価格の高騰、航空
機材の賃貸料の増加などにより赤字に転落することになる。そのため、これまでの事業拡大
路線から効率性・収益性の重視への転換が行われる。これにより、国際線の北九州－釜山線
および福岡－関西線を運休する一方で、福岡－羽田線を増便(1 日 5 便から 10 便へ)、福岡
－中部線および山口宇部-羽田線を就航するなど、九州工業地帯を起点とした運航路線の見
直しが行われている。 
 また、事業開始当時より、多頻度の航空ダイヤによる収益性の向上、使用機材を全て同一
機種(エアバス A320 型)にすることによる整備機器や、パイロット・整備士など人的資源の
効率化によるコスト削減を図っている。これらにより生み出された利益は LCC22のように
価格に反映させるのではなく、「ハイブリッド・エアライン」として機内環境などの価値の
向上に反映させることで、業界の先発組であるブランド力やサービス力など総合力の高さ
を持つ FSC23や、価格戦略をおこなう LCC との差別化を図っているのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 スターフライヤーのポジショニング 
(出所)スターフライヤー“Investors Guide 2013” にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 項 顧客満足向上への 4 点の「もっと」 
スターフライヤーでは、就航前に航空サービス利用者の不満についての全国規模の調査
をおこない、ビジネス層が最も不満を持つこと、また不満が以下の 3 点であることを明ら
かにした。第 1 点は機内環境である。「狭い」「窮屈」「ゆっくりできない」など、特に座席
に対しての不満が明らかになった。第 2 は客室乗務員の対応についての不満である。客室
乗務員の態度が事務的で気配りが感じられず、乗客の状況への「気づき」がないことが不満
になっていたのである。そして第 3 はサービスの同質化への不満である。すなわち上記 2 点
                                                   
22 Low Cost Carrier の略称であり、格安航空会社を指す。 
23 Full Service Carrier の略称であり、日本航空および全日空を指す。 
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の不満は、既存のどの航空会社にも共通するものであり、航空運輸業界全体への不満となっ
ていたのである。 
そこでスターフライヤーが、これら顧客の不満を解消するために定めたのが、「もっと便
利」「もっと快適」「もっと優しく」「もっと挑戦」の 4 点の企業モットーである。「もっと便
利」とは航空ダイヤや航空券の予約・決済をおこなう WEB などへの取り組みである。また
「もっと快適」は機内環境への取組みであり、「もっと優しく」は従業員による顧客対応へ
の取り組みである。そして「もっと挑戦」とはブランド構築による FSC や LCC との差別
化への取り組みである。また、これら「もっと」は、ビジネス層を顧客ターゲットとして定
めている。前述の航空サービスへの不満の調査において、最も航空サービスへの不満を持つ
ビジネス層の満足度を高めることができれば、おのずと利用者全体の満足度を高めること
ができ、企業理念である「感動あるエアライン」が達成されると考えているのである。 
 
第 2 節 観察された事例 
スターフライヤーの事例については、JCSI の調査結果を参考に考察をおこなう。なお、
2011 年から 2014 年の順位データを使用するが、2013 年より大幅に設問項目が変更されて
いるため、共通する設問項目を抽出し比較をおこなう。また、2012年度よりPeach Aviation、
2013 年度よりジェットスター・ジャパンが調査対象に加えられているが、本研究では 2011
年度からの調査対象である FSC の全日空、日本航空、そしてエア・ドゥ、スカイマーク、
ソラシドエア、スターフライヤーの 6 社を対象とする。 
 
第 1 項 物資源によるサービス 
① ゆったりとした機内環境 
スターフライヤーでは、「プライベートオフィスのように快適に」「ホテルのラウンジのよ
うな寛ぎ」をコンセプトとし、最大 180 席が搭載可能な機材に 150 席のみを配置すること
により、一般的なエコノミークラスよりもシートピッチ(座席の前後間隔)を 15 センチ程度
広げ、競合他社の中では最大幅を実現している。また、シートも可動式のヘッドレストとフ
ットレストが付いた革張りシートを採用することで、ゆったりとくつろげる座席空間を生
み出している。併せて液晶モニターやテーブル、PC の使用や携帯電話の充電などのための
AC 電源、コートやジャケットのためのコートフック、飛行中の揺れへの対応としたカップ
ホルダーの設置など、乗客がより快適に過ごせるためのアイテムを装備している。また、1
時間半程度の搭乗時間を退屈せずに過ごせるよう、全ての座席にモニターを設置し、音楽 8
チャンネルと動画 12 チャンネルにおいて機内エンターテイメントを提供している。 
表 5-1 は JCSI 調査における機内環境の評価である。「座席の快適さ」「機内の居心地」「機
内設備の使いやすさなど」「機内の清潔感」「ネットや音楽などの設備」の 5 項目が該当し、
これらは連続して 1 位を獲得している。 
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表 5-1 JCSI 調査における機内環境の評価(順位) 
評価項目 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
座席は快適である(2013 以降：座席は座り心地がよい) 1 1 1 1 
機内は居心地がよい(2013 年以降：機内の雰囲気がよい) 1 1 1 1 
各設備が使いやすく快適である 
(2013 年以降：機内は、利用しやすいレイアウトである) 
1 1 1 1 
機内は清潔感がある 1 1 2 1 
搭乗時のネットサービスや音楽などの機能・サービスが揃っ
ている(2013 年以降：最新の機材・設備を備えている) 
1 1 1 2 
(出所)サービス生産性協議会の提供資料にもとづいて筆者作成。 
 
しかし、2014 年に入り日本航空およびスカイマークが相次いでスターフライヤーの主力
路線というべき福岡―羽田間に、スターフライヤーと同程度の座席幅をもつ機材を就航させ
ている。日本航空が 2014 年 5 月より福岡―羽田路線を皮切りに導入した「JAL SKY  
NEXT」は、すべての座席に本革を採用、普通席のシートをスリム化したことにより足元を
従来の機材よりも 5 センチ広く、またクラスＪ(普通席よりも 1000 円高いが区間マイルを
10％付加される)では、普通席よりもシートピッチが 18 センチ広い仕様である。そして、機
内のインターネットサービス(有料)を開始するなど機内環境の改良をおこなっている。そし
て今後、これらの取り組みを国内線や国際線において順次導入を進めるとしている。また、
スカイマークが 2014 年 5 月に日本の航空会社で初めて就航させたエアバス社の A330 型機
で、従来の当社比で座席幅が 5 センチ、シートピッチも 18 センチ広い仕様である。併せて
全席へのコンセントの配置や、無料の Wi-Fi の提供をおこなうなど機内環境の整備してい
る。 
 
② こだわりの機内飲食 
スターフライヤーでは、季節ごとに開発したフレッシュ・ジュースやスープ、日田天領水
24を使用した冷茶、タリーズコーヒー25と共同で開発したビターチョコレートを添えたコー
ヒーなどを提供している。スープやコーヒーなどの温かい飲み物は、冷めないうちに美味し
く召し上がっていただく心配りとして「5 オンスのこだわり」と呼ばれる小さめのカップで
の提供をおこなう。JCSI 調査において 2013 年から新たに設けられた「機内で提供される
飲み物や食べ物には満足している」という設問においても 2 年連続で 1 位を維持している
ことから共創価値は魅力的機能を生成しているといえよう。 
しかし、機内の飲食サービスについても、日本航空が充実に取り組んでいる。キウイジュ
ース、アップルジュース、コカ・コーラ、冷緑茶の綾鷹(あやたか)、コーヒー、コンソメス
                                                   
24 大分県日田市で産出する天然ミネラルウォーター 
25 1992 年にシアトルで発祥したスペシャルティコーヒーショップ。1997 年、日本でのタリーズコーヒー
1 号店が銀座にオープンし、現在全国に約 555 店舗を展開している。 
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ープ、ミネラルウォーターなど 7 種類が用意されており、中でも力を入れるのが、「JAL 
CAFÉ LINES」と銘打ったコーヒーであり、国内線普通席においてもアラビカ豆 100％の
ドリップコーヒーの提供をおこなっている。このように、スターフライヤーを模倣した飲食
サービスが開始されているのである。 
 
第 2 項 情報資源によるサービス 
① 航空ダイヤの利便性の向上 
航空ダイヤは国土交通省が管理をおこなっているため、航空会社が自由に発着時間や便
数を設定することができない。すなわち、どの航空会社にも一定の発着枠が割り当てられる
ため、各社が競合する主要路線では航空ダイヤでの差別化を図ることが難しい状況である。 
例えば、福岡―羽田間の路線においては、日本航空、全日空、スカイマーク、スターフラ
イヤーの 4 社が就航している。FSC である日本航空が 17 便、全日空が 18 便とほぼ同様の
運航便数となっている。これに対し、後発の航空会社であるスターフライヤーは 7 便、スカ
イマークは 10 便を運航している。スターフライヤーも発着時間の工夫により利便性の確保
はできているものの、他社よりも便数が少ない状況である。そこでスターフライヤーが進め
るのが、競合の少ない地方路線での多頻度化である。本拠地である北九州空港の北九州―羽
田線は日本航空とスターフライヤーの 2 社のみが運航しており、2014 年現在、日本航空の
6 便に対し、スターフライヤーは就航以来 2 倍の 12 便を運航している。また、2014 年には
隣県(山口県)に山口宇部－羽田路線を開設した。当該路線は既に日本航空および全日空が就
航しているために他の航空会社とほぼ同数の航空ダイヤとなっているが、これによりスタ
ーフライヤーは福岡空港、北九州空港、山口宇部空港と、北九州工業地帯に所在する空港に
路線を開設する航空会社となったのである。北九州工業地帯とは、北九州市を中心に、福岡・
久留米・大牟田から山口県にかけての工業地帯であり、京浜、中京、阪神と並ぶ四大工業地
帯とされ、福岡県と主要都市という地域間を結ぶ航空会社という位置づけのみならず、工業
地域と経済地域を結ぶ航空会社という位置づけを持つようになったのである。 
 
 表 5-2  JCSI 調査における利便性に関する知覚品質調査(順位) 
  2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
繁閑に関係なく安心して利用できる(2013 年以降：予
約したいときに空席を確保できる) 
1 3 2 2 
(出所)サービス生産性協議会の提供資料にもとづいて筆者作成。 
 
② 航空ダイヤの正確性の維持 
 航空ダイヤは、気象状況により運行時間が変動しがちとなることや、他の航空機の混雑状
況により発着時間が左右されること、遠距離輸送のために時間的な誤差が生じやすいこと
など、ダイヤ通りの正確なサービスの生産・提供には不安定な要素を持つ。しかし、航空ダ
イヤは顧客があらかじめ出発時間や所要時間、到着時間を確認して購入するサービスであ
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り、ダイヤ通りに到着することが当然と考えられていることから、共創価値は当たり前機能
を創出している。図 5-2 は、平成 24 年度上期の航空会社ごとの運航便数に対する定時運航
率を示したものである。全体平均である 93.95％を上回っているのは日本航空および全日空、
そしてエア・ドゥとスターフライヤーの 4 社である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-2 平成 24 年度航空会社別定時運航率 
(出所)国土交通省 HP にもとづいて筆者作成。 
 
また、表 5-3 は JCSI 調査における定時運行についての知覚品質の評価である。2011 年
から FSC の 2 社に続く 3 位を維持し続けていることから、共創価値の当たり前機能は充足
されているとすることできるであろう。 
 
表 5-3 JCSI 調査における定時運行に関する知覚品質調査(順位) 
評価項目 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
出発・到着の時間は正確である(2013 年以降：時刻表通りに
出発・到着の定時性が保たれている) 
3 3 3 3 
(出所)サービス生産性協議会の提供資料にもとづいて筆者作成。 
 
② 情報検索に便利な WEB サイト 
WEB サイトの主な役割は航空券の予約および決済である。使用される予約・決済システ
ムは各航空会社による共同開発であり、共用システムを使用することにより、旅行会社が異
なる航空会社の乗り継ぎをおこなう際に航空券の予約が一括でおこなえるなどの利便性の
向上が図られている。しかし、共用システムを使用するために、競合他社との差別化要素に
はなりにくいと内田氏は指摘する。スターフライヤーも全日空が開発したシステムを使用
しており、機能面での差別化が図れない。そこで取り組むのが、予約・決済システムの使い
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やすさや顧客にとって有益な情報の充実である。例えば、ホームページは機体カラーの白と
黒を基調としたデザインが採用されており、空席数や価格がわかりやすく表示されている。
また予約画面にもスムーズに誘導されるように設計が考えられている。そしてキャンペー
ン情報やスターフライヤーの機内環境についての説明がわかりやすく示されている。 
表 5-4 は JCSI 調査における WEB サイトの評価である。予約や決済画面への誘導や、情
報の見やすさなどが 2013 年以降の評価が上昇し他社よりも高い評価を得ている状況であ
り、共創価値の当たり前機能が充足されている状況である。 
 
表 5-4 JCSI 調査における WEB サイト関する知覚品質調査(順位) 
評価項目 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
ウエッブサイトには有益な情報が掲載されている 4 4 2 2 
運賃表示や説明は適切である(2013 年以降：サービスの料金
表示は適切である) 
2 3 2 1 
利用する前に機能・サービスの内容をよく理解できる(2013
年以降：サービス内容の表示や説明は適切である) 
3 3 1 1 
(出所)サービス生産性協議会の提供資料にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 項 人資源によるサービス 
① 従業員による「乗客への気づき」への対応 
川路氏は、「社内には安全に乗客を目的地に運ぶという基本的な機能さえ備えていればい
いという意見もあったが、それでは乗客がスターフライヤーを選択する理由にはならない」
と、従業員による接客サービスの重要性を指摘する。そこでスターフライヤーでは就航以来、
従業員教育としてサービス過程における課題のマニュアル化や研修、ブランディングにつ
いての社内教育を実施してきた。ブランド理論から始まり、スターフライヤー・ブランドに
ついて、そして、現在の戦略と次に求めるべき戦略の内容、具体的な実行方法についての研
修をおこなうことで、スタッフの意識を改革し、乗客への気配りやサービス提供時の立ち居
振る舞いに現れると考えたのである。 
 内田氏は、調査で明らかになった顧客の不満である「気づき」に対する対応とは、企業目
線から顧客目線へと変化することであると述べ、顧客目線に基づく対応の実践例として以
下の 2 例を挙げている。 
(事例 1) 
 福岡―羽田間を女性の野球チームが利用することになり、このチームを担当する営業担当
者から機内アナウンスで「頑張ってください」との声援を入れてほしいとの要請があった。
150 名の乗客のうち 20 名に過ぎないチームへの声援は、大手航空会社では他の乗客からの
クレームを恐れて決しておこなわないであろう。しかし、この営業担当者の要請を受け、機
長による「試合頑張ってください」と機内アナウンスをおこなったのである。するとチーム
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は大変喜んでくださり、次回もスターフライヤーを利用すると約束してくださったのであ
る。 
(事例 2) 
機内販売の商品が前回利用したときは売り切れだったため、2 か月後に便を利用する時に
購入できないかという顧客からの問い合わせがあった。販売担当者から「2 か月後には売切
れているかもしれません。どうしましょうか？」との相談があったため、「2 か月後にお渡
しするのではなく、売切れないうちに先にお送りし、代金は搭乗日にいただくように」との
対応を早急におこなった。すると、顧客からお礼のご連絡をいただくことができたのである。 
 
 このような「気づき」はマニュアルを定めるだけでは提供できないものであると内田氏は
指摘する。乗客一人ひとりの状況を判断してサービスを提供するためには、乗客が何を求め
ているのかという視点を持ってよく観察すること、そのためにはマニュアルに定められて
いないサービスでも自らで判断し、おこなうことが求められる。 
とりわけ内田氏が今後の最大の差別化要素として着目するのが、客室乗務員による接客
である。機内のような狭い空間で長時間にわたり乗客と接するサービスこそ、その優劣が他
社との差別化要素になりえると指摘する。マニュアルで定めることができないサービスは
業務を遂行する中での OJT26により修得できるが、ほとんどの航空会社では、客室乗務員は
担当する便ごとに異なるメンバーで業務にあたることから、便ごとにチームリーダーの性
格や考え方により提供するサービスの質に差異が生じ、業務を通じてのトレーニングが一
貫性を持っておこなえない状況となっている。そのため、統一した教育プログラムが必要と
なるが、スターフライヤーにおいては北九州空港内に客室乗務員のトレーニング施設を開
設したものの、教育プログラムは保安研修が中心となっており、接客に関する研修の充実が
今後の課題であると述べる。 
表 5-5 は、JCSI 調査における従業員による接客サービスの評価である。マニュアル化さ
れたサービスである「係員や乗務員は、接客態度が良い(2013 年以降：従業員は私に対して
常に礼儀正しい)」および「従業員は、わからないことや困ったときに適切に対応してくれ
る(2013 年以降：従業員は私の質問に応えられる十分な知識をもっている))の設問について
はいずれも FSC よりも評価が低い項目である。これらマニュアル化されたサービスは、先
発者である FSC が長年の経験を蓄積しているため、スターフライヤーにおけるサービスの
習熟度が高まっても、なかなか優位性を得ることは困難である。しかし、FSC2 社の次にラ
ンクされていることから当たり前機能は充足しているといえよう。一方、マニュアル化でき
ないサービスへの設問としてあげられるのが、「従業員は私に合った提案をしてくれる
(2013 年以降：従業員は私の要求にすぐに対応してくれる)」「私の個人的な要望を聞いてく
                                                   
26On the Job Training の略称。職場の上司や先輩が、部下や後輩に対し具体的な仕事を与えて、その仕事
を通して、仕事に必要な知識・技術・技能・態度などを意図的・計画的・継続的に指導し、修得させること
によって全体的な業務処理能力や力量を育成する活動。 
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れる(2013 年以降：顧客である私の利益を第一に考えている)」の 2 点であり、これらにつ
いて内田氏はまだまだ不十分であると述べるものの、いずれも 2013 年以降 1 位を獲得して
おり、「気づき」への取り組みが成果をあげている状況がうかがえるものであり、魅力的機
能を充足しているといえるであろう。 
 
表 5-5 従業員の接客対応に関する知覚品質調査(JCSI 調査) 
評価項目 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
係員や乗務員は、接客態度が良い(2013 年以降：従業員は私
に対して常に礼儀正しい) 3 3 3 3 
従業員は、わからないことや困ったときに適切に対応して
くれる(2013 年以降：従業員は私の質問に応えられる十分
な知識をもっている) 
4 4 3 3 
従業員は私に合った提案をしてくれる(2013 年以降：従業
員は私のニーズを詳細に把握している) 3 3 1 1 
私の個人的な要望を聞いてくれる(2013 年以降：顧客であ
る私の利益を第一に考えている) 4 1 1 1 
(出所)サービス生産性協議会の提供資料にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 節 事例研究のまとめ 
スターフライヤーの事例から、物資源によるサービスとして機内環境および機内飲食に
よるサービス、情報資源によるサービスとして航空ダイヤと WEB サイトによるサービス、
そして人資源として従業員によるサービスが観察された。表 5-6 は、これら伝達手段の共創
価値の変化や提案価値の向上、そして競合他社の模倣をまとめたものである。 
 スターフライヤーは、顧客が先発の航空会社である FSC にもつ不満である機内環境への
対応を中心として共創価値の魅力的機能を創出し続けてきた。しかし、機内環境や機内飲食
はすでに競合他社の模倣がはじまっており、今後、創出されてきた魅力的機能が当たり前機
能へと変化していくことが指摘されている。 
また、航空ダイヤ(利便性)については、FSC が参入しない地方路線の充実により共創価値
の魅力的機能を創出してきた。そして、航空ダイヤ(正確性)については当たり前機能の充足
が図られている。 
WEB サイトについては、競合他社の模倣をおこなうことで同質化を図る取り組みである。
そこで、提案価値の向上として、使いやすさを向上させることで当たり前機能の充足を図っ
ているのである。 
また、スターフライヤーが着目するのが、マニュアル化できない従業員による顧客対応で
あり、顧客対応の個別化によるサービスが「顧客への気づき」となり魅力的機能を創出して
いる。一方、マニュアル化された従業員によるサービスは、立ち居振る舞いなどについて、
模倣により FSC との同質化が目的とされているのであり、提案価値の向上は当たり前機能
の充足が目的となる。 
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これまで魅力的機能として高い顧客満足度をけん引してきた機内環境は、今後、競争優位
性を失うことになる内田氏は指摘する。また機内飲食においても競争優位性を得ることは
難しいと述べる。そして、サービス提供プロセスの中でサービス内容をその場の顧客ニーズ
に合わせて変化させることができる人的なサービスをどこまで広げていくことができるの
かが今後の競争優位の源泉になると述べている。 
 
 
表 5-6  スターフライヤーの事例のまとめ 
サービス
資源 
伝達手段 
共創価値の変化 提案価値の向上 競合他社の模倣 
魅力的機能か
ら当たり前機
能へ 
当たり前機
能から魅力
的機能へ 
競合他社
との差別
化 
顧 客 対 応
の個別化 
模倣を 
うけた 
模倣 
した 
物 機内環境 
〇今後の変化
が予測    ○  
物 機内飲食 
〇今後の変化
が予測    ○  
情報 
航空ダイヤ 
(利便性)       
情報 
航空ダイヤ 
(正確性)       
情報 WEB サイト   〇   ○ 
人 
従業員(マニュアル化さ
れたサービス)   〇   ○ 
人 
従業員(マニュアル化で
きないサービス)  〇 〇 〇   
(出所)筆者作成。
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    第 6 章 人資源をコア・サービスとするオルビス27 
第 1 節 オルビスの概要 
第 1 項 ポーラ・オルビスグループの沿革 
オルビス株式会社(ORBIS)の母体となる株式会社ポーラは、ポーラ化粧品本舗として
1929 年静岡県で創業された。創業者の鈴木忍は、関東大震災や社会情勢の変化に伴い様々
な職業を経験したことから、景気に左右されない事業として、いつの時代も女性が必ず必要
とする化粧品事業への参入を思いあたる。妻の手荒れがひどいことから独学で研究をはじ
め、やがてハンドクリームを開発、一軒一軒を訪問して売り歩いた。これが日本における訪
問販売の始まりとされる。 
品質にこだわり、高価な原料を惜しげもなく使用した化粧品を開発するが、売上は思うよ
うに上がらない日々が続く。そんな時に、女性が化粧方法にあまり習熟していないことに気
付いた鈴木は、顧客に化粧方法を教えるサービスを始める。この経験から、化粧品事業には
高品質な製品のみならず販売員によるサービスが必要であると考え、これらの事業を分社
化したのである。これによりポーラは急成長を始め、その後業績が順調に推移していく。し
かし、1980 年代に入ると女性の社会進出の向上にともなう在宅率の低下により、訪問販売
の業態が大きな影響を受け、ポーラも 19 年連続で売上高が減少していく。そこで着目した
のが、女性が自分の自由な時間に商品を購入することができる通信販売事業であり、そのた
めに新たに設立されたのがオルビスである。 
また、ポーラ自体も新たな業態として「ここにも、あそこにもあるポーラのお店」をコン
セプトとしたエステ併設型集客店舗「ポーラ ザ ビューティ」を展開、一店舗に 20 名前後
のポーラ・レディが在籍し、エステや化粧品のカウンセリング販売をおこなう。以前からも
『エステライン』という名称の店舗展開をおこなっていたが、自宅に店舗を併設するなど統
一されたブランドイメージを持つものではなかった。新たにビジュアルを統一した「ポーラ 
ザ ビューティ」は 2005 年からスタートし、2012 年には 533 店舗に成長、いまではポーラ
全体の売り上げの 30％を占める。ポーラは店舗販売という新たな業態の導入により、2009
年以降 2 年連続で増益増収を確保するようになったのである。 
また、ポーラ・オルビスグループは、2006 年から同じ製品カテゴリーに複数のブランド
を展開するマルチブランド戦略を展開している。基幹ブランドとしてハイ・プレステージの
「POLA」を頂点として、ミドルクラスとして「ORBIS」、そして育成ブランドの「pdc」な
ど、また海外では「H2OPLUS」「JURLIQUE」を展開しており、これらブランドにそれぞ
れ異なる特徴を持たせることで、競合を避けるようにしている。 
                                                   
27本章では、人資源をコア・サービスとするオルビス株式会社のコールセンターの事例をとりあげる。本事
例研究は、2012 年 10 月 16 日に開催された一般社団法人ブランド戦略研究所セミナーにおける和田恵理
子氏(オルビス株式会社 フルフィル・CRM 推進部長)の講演内容と、2013 年 10 月 25 日にオルビス本社に
て実施した和田恵理子氏・大和田愛氏(同社経営管理部主任)へのヒアリング調査(1 時間程度)を中心に、HP
や書籍などの二次データを補足資料として使用する。 
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第 2 項 オルビスの創業 
オルビスの創業は 1984 年である。現在の事業内容は化粧品、栄養補助食品、ボディウェ
アの企画開発と店舗販売及び通信販売であり、2010 年度の売上高は 479 億円、従業員数は
1200 名を超える。 
オルビスの基本理念は、①最新の科学で効果と安全性を実証できる「誠実な商品」、②真
実を伝える「誠実な広告」、③感謝の心を伝える「誠実な顧客サービス」の「誠実」をキー
ワードとした 3 点であり、これには「お化粧をすることが特別なことではなく、日々お化粧
をすることで気持ちが明るくなり、日常生活の質を高められるような商品を提供していき
たい」「日々オルビスの製品を使っていただくことで、日常を豊かな気持ちで過ごしていた
だけるような存在でありたい」というメッセージが込められている。 
そのため、製品は「お肌とからだによいもの」を科学の目で効果と安全性を追求し、「肌
にとって本当に必要なのは、油分よりも水分である」という信念のもとオイルカットを特性
としている。化粧品はスキンケア商品が主力であり、ニキビケアの「クリア」、保湿のため
の「アクアフォース」、エイジングのための「エクセレントエンリッチ」など、顧客の肌の
悩みや年齢に合せたシリーズを次々と市場に投入している。また 2012 年には、新たなブラ
ンドステートメントとして“「オイルフリー派ダ」宣言”を掲げ、「新アクアフォースエキス
トラ」ラインを発売している。また、これら通信販売で購入した製品は事前には商品を評価
できないこと、化粧品の使用後しばらくしないと効果が確認できない特性を持つことから、
試供品の提供や開封後でも 30 日間返品交換可能(返送料もオルビス負担)としている。 
売上については、全体の 70％を通信販売が占め、残りの 30％が店舗および海外での販売
である。卸売りはしておらず、全てが通信販売と直営店舗による販売となる。通信販売につ
いては、インターネットが半分を占め、残りの半分がカタログに基づく電話および FAX に
よるものである。そのため、カタログの制作には力を入れる。100 ページ以上で構成される
月間カタログ誌は約 40％が通信販売に関連しない生活情報などで構成される読み物として
の側面を持ち、内容についてのアンケート調査に基づき、随時内容の見直しがおこなわれて
いる。 
創業当初は東急沿線での店舗販売やモニター制度による各地での商品説明から事業を開
始し、通信販売への参入は 1987 年からである。そして 2000 年には、「通販好き」以外の顧
客層に獲得に向け、池袋のマルイにオルビス・ザ・ショップ 1 号店をオープン。2013 年現
在では全国で 114 店舗を展開している。路面店舗への進出は、通信販売の事前に手に取っ
て商品を評価できない特性への対応としても有効である。創業時より、サンプル品の提供を
おこなうことで顧客は商品の特性を実際に確認していたが、路面店がショールームの機能
を持つことで、顧客はより多くの商品を実際に確認することができるようになったのであ
る。 
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第 3 項 コールセンターの概要 
オルビスでは、通信販売の電話受付窓口であるコールセンターを顧客がオルビスのサービ
スを体感する最も重要な顧客接点の場と位置付けている。年間コール数は 230 万件、レタ
ー数28は年間 9 万件を数える。 
コールセンターは製品に付随するサービスであり、直接利益を生み出すものではない。
経費は全て商品価格に反映されることから、できるだけ経費を抑制する必要がある。その
ため、インターネット通販の増加に伴いコールセンターでの受注量が減少していることか
ら、コールセンターを 2013 年より本社・横浜・東京の 3 拠点体制から、本社および大阪
の 2 拠点に集約している。また、本社はパート社員、大阪は業務委託により運営してい
る。 
コールセンター業務を請け負っている企業は、必然的に顧客よりもクライアントである
オルビスの意向を重視するようになる。また本社コールセンターにおいてもパート社員に
よる運営がおこなわれており、雇用条件の違いから正規社員と同等の業務上の責任を持た
せることが難しい。そのため、コールセンターのサービス品質向上への取り組みは常に課
題になると和田氏は述べる。顧客とオペレーター間、または社員間での価値観の相違、顧
客と一対一で向き合うことへの不安・悩み、業務へのマンネリ化からくるモチベーション
の低下などが課題となっていたのである。 
また、コールセンターは顧客への適切な商品提供顧客をおこなう場であり、ロイヤルティ
を生み出す重要な顧客との接点の機会である。電話口やメールを通して「こんな状態の肌に
は、何を使ったらいいのか？」などの相談・問い合わせが寄せられる。しかし、実際にその
様子を確認することができない状況のなかで、顧客にどれだけ適切なアドバイスができる
のかが、顧客のロイヤルティを高め継続的な購買へと誘引するカギとなる。一回一回の顧客
への対応機会はオペレーターに全ての対応が委ねられるため、権限移譲をおこなうことが
迅速な対応を可能とする。しかし、迅速な対応をおこなうためには、商品知識や業務知識だ
けでなく、顧客の状況の確認や気持ちを引き出すコミュニケーション力がオペレーターに
は求められる。顧客はすべてが理路整然と自分の気持ちを伝えるわけではない。顧客の指摘
の裏側にある真意を読み取る力、その中からリスクや改善の気づきの力がオペレーターに
は求められており、オペレーターの技量が課題となると和田氏は指摘する。そこでおこなわ
れているのが、企業理念に基づくさまざまな教育・研修制度によるオペレーターの技量およ
び意欲の向上と、顧客データの整備である。オペレーターの技量を高めることで競合他社と
の差別化を図り、顧客データを利用した接客対応をおこなうことで顧客一人ひとりへの個
別的なサービスをおこなっているのである。 
コールセンターは、顧客の要望を満たす商品やサービスの改善や新たな開発をおこなう
ための評価指標となる「顧客の声」を収集する機会でもある。この「顧客の声」は、顧客応
対電話アンケートに基づく長期評価と毎日顧客から寄せられる意見による短期評価から構
                                                   
28 顧客からの意見：電話・手紙・メールなど。 
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成される。これら評価は、「お客様の声は『知恵の泉』である、全社員閲覧すべし」、「オペ
レーターは会社の顔である、不安な気持ちのお客様におもてなしを」という創業時からの方
針に従い、すべてをデータ化し全社員が閲覧できるシステムの構築をおこなうことで、商品
やサービスの改善・開発に利用されているのである。 
 
第 2 節 観察された事例 
第 1 項 情報資源によるサービス 
①配送 
オルビスが通信販売を開始した当時は、配達日の指定できず、顧客はいつ届くかわからな
い商品を家で待ちうける必要があった。そこでオルビスでは「配達日指定」を導入すること
で、いつ商品が届くのかを明確にしたのである。しかし、競合他社も配達日指定を取り入れ
るようになったため、次に 1 週間程度かかっていた配達期間を 2 日以内へと短縮する。し
かし、再び競合他社の模倣を受けるようになり、新たに全国翌日配送およびインターネット
通販では首都圏・関西圏なら最短で即日配送という配送体制に移行している。併せて、コン
ビニで受け取りをできるようにし、女性が安心して利用でき、また顧客が商品の受け取りを
自由におこなえるようにしている。 
 
②支払方法 
顧客が商品を確認してから支払えるようにすることで、通信販売に対する信頼が高くな
い顧客が安心して利用できるように配慮をおこなっている。また、継続購買をおこなう顧
客に対してはクレジットカードや自動引き落としでの支払い制度を設けている。支払方法
については、①郵便局振込 ②代引 ③クレジットカード ④自動引き落とし ⑤電子マ
ネーによる支払方法があり、取り扱うクレジットカードの種類の増加や、自動引き落とし
のゆうちょ銀行口座の追加などの利便性を高める取り組みを図っている。 
このような利便性の向上は、いずれもオルビスが先行して始めたものではなく、先行す
る競合他社の制度を模倣することで、競合他社との同質化をはかるものであり、共創価値
の当たり前機能の充足がおこなわれているのである。 
 
② 販売チャネル 
販売チャネルについては、通信販売としてカタログや電話、FAX、インターネット、そ
して路面店舗による直接販売がある。カタログや電話、FAX による通信販売を開始したの
は 1987 年である。しかし、競合他社であるファンケルは 1980 年、DHC が 1983 年に既
に通信販売業務を開始している。また、インターネット販売に乗り出したのは 1999 年で
あるが、既にファンケルは 1996 年から開始している。このように、販売チャネルについ
ても先行する競合他社の制度を模倣することで、競合他社との同質化をはかるものであ
り、共創価値の当たり前機能の充足を図る取り組みである。 
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路面店舗は 2000 年に 1 号店をオープンし 2013 年現在では全国で 114 店舗を展開して
いる。しかし、ファンケルは 1995 年から路面店舗の展開をしており 2013 年現在で 203
店舗を展開、DHC も 227 店舗を展開している。また、ファンケルや DHC は、その他の
販売チャネルとしてコンビニやドラッグストア、スーパー・マーケットなどでも展開して
いるが、オルビスは直販のみをおこなっている状況である。 
 
第２項 人資源によるサービス 
①オペレーターの技量向上への取り組み 
オルビスでは、2011 年度より「目標の具体化」「オルビス・スタンダード」「シスター制
度」「ペルソナデザイン29研修」の取り組みを導入している。「目標の具体化」「オルビス・
スタンダード」を「シスター制度」により先輩や同僚と話し合うことにより、目標とする顧
客満足項目の指数が高まるとしており、また、「ペルソナデザイン研修」により様々な顧客
像を把握することで、一人ひとりに適した接客を可能にする。 
(ア)目標の具体化 
2010 年度までのコンタクトセンターの目標は「接客力の向上」という広義なものであっ
たが、2011 年から顧客への共感や一体感をテーマとした「つながる気持ち」をセンター目
標とした。「顧客と気持ちがつながる」「いつでも電話がつながる」「みんなの気持ちがつな
がる」など、具体的なテーマ設定をおこなうことで、オペレーターの共通理解を深めるよう
に変更しており、シスター制度によるチームミーティングでのテーマとなっている。 
(イ)オルビス・スタンダード 
2011 年に 4 項目、6 点からなる電話応対の行動指針であるオルビス・スタンダードを制
定した。これは、各センターから代表者が集まり、業務における注意点やオルビスの基本理
念に沿った顧客対応とは何かにということについての協議により作成されたものである。 
オルビス・スタンダードは、電話対応の心構えである「あなたはオルビスの代表です」、
電話のオープニングとして「明るく笑顔でお迎えしましょう」、顧客とのコミュニケーショ
ンには「お客様のお話によく耳を傾けましょう」「正しい電話マナーで対応しましょう」「よ
り良いコミュニケーションを心がけましょう」の 3 点、最後に電話のクロージングとして
「心をこめて感謝の気持ちを伝えましょう」からなるオペレーターの顧客への電話対応時
の態度を具体的に示すものとなっている。また、B5 の半分のサイズのシートに印刷され、
コールセンターのオペレーター全員が常に自分の机に掲示している。毎朝の朝礼の場でも
復唱され、また、定期的にシスター制度によるチームミーティングでスタンダードの内容に
ついて各自の考えを話し合う場を設け意見の共有を図るなどにより、オペレーターがこの
行動指針に則った行動を取ることが可能になっていくのである。 
(ウ)シスター制度  
シスター制度とは、オペレーターを小グループに分け、グループごとにオルビス・スタン
                                                   
29 ペルソナとは製品やサービスの理想の顧客の人物像を指す。 
68 
 
ダードの浸透や社員の接客スキルの向上などに取り組むことでコールセンターのサービス
品質の向上を図るプログラムである。オルビスでは、オペレーターの業務への満足度を高め
ることが接客品質の向上に繋がると考えており、そのためには、仕事への不安やマンネリ化
を招く要因の削減、オペレーター間の仲間意識の醸成や協働などが有効であるとしている。
オペレーターは、エスカレーション30に対応できる上級スキル、問い合わせに対応できるス
キル、あるいは受注のみのスキルという様々なスキル段階に分けられ、これらの各段階のオ
ペレーター3～4 名で 1 つのチームを編成している。チームごとにオルビス・スタンダード
に基づく毎月の目標設定、モニタリング活動やチーム・ディスカッション、他チームとの競
争などの活動をおこなう中で、上級スキル者はリーダーとして、顧客との対応スキルや業務
への心構えやこれまで培ったオルビス・マインドの伝授を下位スキル者におこなう。下位ス
キル者は、顧客から受けたクレーム内容や情報共有、商品知識の向上など仕事の仕方を学ぶ
場として業務への不安解消に役立てており、顧客応対品質の向上にもつながる結果となっ
ている。 
また、空き時間などにチームのメンバーが随時集まり、日頃の業務の課題や悩みを共有し
課題解決を図ることや、交換ノートを活用した情報共有やコミュニケーションをおこなう
など、業務中に他の社員とコミュニケーションを取ることができないオペレーターが、他の
オペレーターとのコミュニケーションを図る場ともなる。またリーダーはスーパーバイザ
ーが統括し、研修の実施や的確なアドバイスなどがスタッフに伝わるよう組織づくりがお
こなわれている。 
(エ)ペルソナデザイン研修 
ペルソナデザインとは、商品やサービスを設計する前提として、自社にとって象徴的なユ
ーザー像を明確化する手法である。多数を対象として様々なニーズを満たそうとすると、結
果として誰にとっても使いにくい製品となる。反対に一人の人物のニーズや行動に沿って
デザインすることによって製品全体に一貫性がもたらされ結果的に汎用的なものができる
というのがペルソナの考え方である(白根 2012)。同センターがミッションとして掲げてい
る「チャネル特性に合わせた One to One 対応を実現する」ための顧客理解および、電話応
対品質の向上のための研修と位置付けられており、オペレーターが顧客の人物像や、顧客の
思考、興味関心、オルビスへの評価項目などを検討し、顧客像の作成をおこなっている。 
2011 年度は 5 月から 7 月までの 2 か月間で 10 回の講習会を実施し、顧客のプロフィー
ル、年齢、家族構成、趣味、特技、生活サイクルなどを検討した上で 10 名分の顧客のスト
ーリーを作成し、その顧客像の目線によるオルビスに対する要望や評価項目などの検討を
おこなっている。そしてこの成果は、顧客対応の資料としてオペレーター間で共有されてい
る。 
 
                                                   
30顧客からの問い合わせを受けたオペレーターがその問い合わせに対応できない場合に、上位の管理者に
応対を引き継ぐこと 
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②顧客の声の収集 
(ア)コミュニケーションシステムの構築 
コミュニケーションシステムとは、コールセンターで収集した「顧客の声」や、メールや
手紙などで寄せられる顧客からの意見・要望などのすべてをデータ化し、分類、配信をおこ
なうシステムである。顧客からの意見・要望は、全文が入力され、「質問」「クレーム」「感
想」「要望」に 4 分類に大別される。また、これらは、商品別や部門別に分類することも可
能である。 
入力されたデータは、商品開発、マーケティング、顧客対応、サービス部門など、全ての
部門で閲覧が可能であり、各部門が製品やサービスに対する顧客の評価を直接把握できる
仕組みとなっている。コミュニケーションシステムに「顧客の声」が入力されると、速報画
面が全社員の PC に表示される。システムには月次・年次で報告件数が表示され、「前年並
み」「急上昇」「下降」などの傾向が表示される。個別の意見もすべて閲覧できるように階層
分けされており、顧客の意見や要望の内容を把握できるようになっている。 
これらのデータは、CS 経営報告会(経営陣参加の会議)、顧客の声報告会(経営陣および各
部門長により構成)、そして CR 連絡会(実務家で構成)の 3 レベルにおいて検討され、品質
向上に向けた改善指示がおこなわれる。また、これらの会議で改善指示が出されたものにつ
いては報告が義務付けられている。このように顧客の声を起点とした品質管理システムが
構築されているのである。なお、「顧客の声」のなかで回答が必要なものについては、「回答
が必要です」というチェック付けがされており、メールの場合は 24 時間以内(営業日)に、
また手紙は 48 時間以内(営業日)に返答をおこなっている。なお、これらの対応には顧客の
85％が満足だと回答している。 
(イ)オペレーターへのコール対応アンケートの実施 
メールや手紙、電話による苦情はデータとして残せるが、オペレーター自身がその場で質
問に回答し課題解決をその場でおこなう「電話による質問」は保存しにくい情報である。オ
ペレーターが電話対応で解決した質問を全てデータとして残す作業をおこなうことは電話
対応件数の低下につながり、コールセンター全体のサービス品質の低下を引き起こす可能
性がある。そのため、毎月、1 センターあたり 20 名に「コール対応アンケート」を実施し
ている。アンケートは、質問内容の傾向、顧客の質問内容への理解度や質問時の態度、およ
びオペレーター自身の感想から構成されており、このなかで寄せられた重大な課題や社員
間で共有すべき課題については、壁新聞として社内に掲示するなどにより、顧客の声やオペ
レーターの意見とそれに対する会社の見解を示している。この取り組みを通じて、どのよう
な顧客の声を収集することが業務改善に結びつくのかをオペレーターが理解することがサ
ービス品質の一層の向上にも繋がっており、2012 年度には 4 年目を迎える継続的な取り組
みとなっている。 
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③ 顧客対応に関する顧客満足評価 
オルビスでは、以前から 2 年に一度の割合で全顧客向けへのアンケート調査(オルビス定
点調査)を実施しており、その中でコールセンターの対応品質についても 5 項目の設問を設
け、評価をおこなってきた。しかし、2009 年より、より詳細なコールセンターの接客品質
の測定をおこなうことを目的として、一年に一度の割合でコールセンター専用の顧客応対
電話アンケートを実施している。このアンケートは継続的な顧客を対象に商品発送時にア
ンケート用紙を封入する形式を取っており、回収率は約 30％とオルビス定点調査の回収率
の 15％と比べるでも高い回収率である。 
なお、オルビス定点調査においては、コールセンターに関する 5 項目の設問を以下の通
り設定し、評価指標としていた。 
 
(オルビス定点調査項目) 
・わかりやすい説明でしたか  ・丁寧な対応でしたか  ・迅速に対応できましたか  
・商品の知識は十分でしたか  ・感じのよい対応でしたか 
 
また、新たに顧客応対電話アンケートにおける設問は以下の 8 項目である。 
 
(顧客応対電話アンケート項目) 
・通電の速さ  ・わかりやすさ  ・対応の適切さ ・対応の温かみ ・言葉づかい 
・総合的対応  ・再電話の可能性  ・今後の利用の可能性 
 
「通電の速さ」「わかりやすさ」「対応の適切さ」「対応の温かみ」「言葉づかい」の
5 項目はオペレーターの顧客への対応品質を問うものであり、顧客にとってはコールセン
ターのサービスの知覚品質の評価に相当する。また、「総合的対応」とは顧客満足度、
「再電話の可能性」「今後の利用の可能性」の 2 項目はロイヤルティを測定するための指
標となる。 
オルビス定点調査における「丁寧な対応」や「感じのよい対応」の設問は、これまで言
葉づかいの丁寧さにより充足されてきたものであった。しかし、サービスを頻繁に利用す
る顧客にとって、言葉遣いの丁寧さは次第に当たり前のものとして捉えられるようになっ
ていった。そして、デパートの案内係などに代表されるマニュアル化された「丁寧な言葉
づかい」は、顧客によっては“通り一遍の慇懃無礼な対応”と受け取られ、「機械的であ
る」「冷たい対応」などと指摘されるようになった。そこで、これら項目の評価を再び向
上させるためには、「言葉づかい」を顧客一人ひとりに適したものとすること、そして
「対応の温かみ」が必要であると考えたのである。 
2009 年度の顧客応対電話アンケートにおける設問の目標値は「5 および 4 が全体を占め
る割合が 85％以上」であった。これら目標は図 6-1 の通り、8 項目中「対応の温かみ」を
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除く 7 項目において達成している。そのため、2010 年度は「対応の温かみ」の向上が中
心的課題となったのである。そこで 2009 年と同様の取り組みをもう一度試したのである
が、その年の調査結果ではあまり改善が見られない結果となったことから、新たに、他者
理解を深めることが「対応の温かみ」の向上に資するとし、2011 年より他のオペレーター
と積極的に係わる「シスター制度」や顧客像について考える「ペルソナ研修」の導入をお
こなっている。その結果、2011 年度の評価においては、課題であった「対応の温かみ」
が、2009 年の 77.7 ポイントから 2011 年には 95.4 ポイントと大幅に上昇し、全ての項目
においても顧客評価が大きく向上する結果となったのである。 
 
 
図 6-1 顧客応対電話アンケートにおける各項目の評価の推移 
(出所)ブランド戦略研究所(2012)「第 2 回東京フォーラム：オルビス“顧客満足を高めるた
めに”」資料にもとづいて筆者作成。 
 
第 3 節 事例研究のまとめ 
オルビスの事例から、情報資源である配送や支払い方法および販売チャネル、そして人資
源ではオペレーターによるマニュアル化されたサービスとマニュアル化できないサービス
の 5 事例が観察された。表 6-1 は、これら伝達手段の共創価値の変化および提案価値の向
上、競合他社の模倣ごとにまとめたものである。 
配送については、提案価値の向上をおこなう度に競合他社の模倣を受ける様子が観察さ
れている。そこで、コンビニ受け取りを可能にするなどの顧客対応の個別化が新たに図られ
ている。しかし、配送業務は運送業者への委託をおこなっているため、競合他社による模倣
が容易になるのであり、今後も模倣を受けることになるであろう。 
支払方法や販売チャネルにおける提案価値の向上は、いずれも先行する競合他社の模倣
をおこなうことで同質化を図ることが目的であり、共創価値の当たり前機能の充足がおこ
なわれている。 
なお、オペレーターによる接客対応は、企業理念に基づいた人材育成により競合他社との
差別化を図り、また顧客データに基づき顧客一人ひとりへの個別対応をおこなうことで競
合他社の模倣を困難にしている。しかし、マニュアル化されたサービスである丁寧な言葉づ
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かいはさまざま企業が取り入れることで、共創価値が魅力的機能から当たり前機能に変化
する。そこで、対応の温かみを基盤とした顧客一人ひとりにカスタマイズした丁寧な言葉づ
かいに変更することで共創価値を魅力的機能へと変化させるのであり、これはマニュアル
化できないサービスへ転換をおこなったものといえよう。 
また、オペレーターは電話を通じて、顧客の状況やニーズを把握し、顧客にとって適切な
提案をおこなう。その内容は顧客の潜在ニーズを引き出すものであり、共創価値は魅力的機
能が創出される。電話によるコミュニケーションの過程では、提案した価値を顧客が当たり
前と感じるものや不十分と感じるものもあり、それを満足へと導いていくのである。すなわ
ち、サービス・エンカウンターにおいて、共創価値を当たり前機能から魅力的機能への変化
が何度もおこなわれているのである。 
 
表 6-1 オルビスにおける事例のまとめ 
サービス
資源 
伝達手段 
共創価値の変化 提案価値の向上 競合他社の模倣 
魅力的機能か
ら当たり前機
能への変化 
当たり前機能
から魅力的機
能への変化 
競合他社と
の差別化 
顧客対応
の個別化 
模倣を 
うけた 
模倣 
した 
情報 配送 〇 〇 〇 〇 〇  
情報 支払方法    〇  〇 
情報 販売チャネル    〇  〇 
人 オペレーター 
(マニュアル化されたサービス) 〇    〇  
人 オペレーター 
(マニュアル化できないサービス) 〇 〇 〇 〇   
(出所)筆者作成。 
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第 7 章 仮説検証と考察 
第 1 節 仮説検証 
H1 から H6 の検証には質的比較分析の手法を用いる。質的比較分析は事例を複数の特性
の組み合わせから構成されると捉え、事例間の類似と差異を体系的に検討することを可能
にする手法である。そのアプローチは、配置構成的比較による集合論的なものであり、各事
例を真理表により集約することで結果と属性間の関係性を検討する。スーパーホテルは 5 事
例、スターフライヤーは 7 事例、オルビスは 5 事例の計 17 事例が観察された。以下では、
これらの事例に基づき仮説を検証する。 
はじめに、H1 および H4 についての検証をおこないたい。これら仮説の検証について、
表 7-1 の競合他社の模倣と共創価値の変化を集約した真理表に基づきおこなう。「競合他社
の模倣」および「共創価値の変化」欄は「1＝起きた」、「0＝起きなかった」で示している。
H1 は「共創価値は魅力的機能から当たり前機能へと変化する。」である。共創価値の魅力的
機能の当たり前機能への変化は 9 事例で観察されたことから、H1 は支持される。また、H4
は「競合他社の模倣により、共創価値は魅力的機能から当たり前機能に変化する。」である。
競合他社の模倣を受けた事例は 7 事例で観察されており、これらすべての事例において魅
力的機能から当たり前機能への変化が観察されている。したがって H4 も支持される。 
 
 表 7-1 競合他社の模倣と共創価値の変化に関する真理表 
競合他社の模
倣をうけた 
共創価値の変化 
魅力的機能 
⇒当たり前機能 
事例 
事例数 スーパーホテル スターフライヤー オルビス 
1 1 7 
朝食 寝具 
自動チェックイン機 
機内環境 
機内飲食 
配送 
マニュアル化されたサービス 
1 0 0       
0 1 3 自律型感動人間 マニュアル化できないサービス マニュアル化できないサービス 
0 0 7 客室 
WEB サイト 
航空ダイヤ(利便性) 
航空ダイヤ(正確性) 
マニュアル化されたサービス 
支払方法 
販売チャネル 
(出所)筆者作成。 
 
次に、H2 および H3 について、表 7-2 の共創価値の変化と提案価値の向上要因をとりま
とめた真理表から検証する。なお共創価値の変化および提案価値の向上欄は、「1＝起きた」、
「0＝起きなかった」で示している。H2 は「提案価値の向上に伴い、共創価値は当たり前機
能から魅力的機能に変化する。」である。提案価値の向上は、17 事例中が 10 事例で観察さ
れたが、そのなかで共創価値が当たり前機能から魅力的機能に変化した事例は 6 例である。
寝具や支払方法、販売チャネル、WEB サイトの事例では当たり前機能の充足のために提案
価値の向上がおこなわれており、提案価値の向上は当たり前機能を魅力的機能に変化させ
る以外にもおこなわれていることから、H2 は支持されなかった。H3「提案価値は、競合他
社との差別化または顧客対応の個別化の双方、またはいずれかにより向上する。」である。
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提案価値の向上要因は、すべて競合他社との差別化または顧客対応の個別化に分類され、そ
のいずれか、または双方によりおこなわれていることから、H3 は支持される。 
 
表 7-2 共創価値の向上と提案価値の変化に関する真理表 
共創価値の変化 
当たり前機能 
⇒魅力的機能 
提案価値の向上 事例 
差別化 個別化 事例数 スーパーホテル スターフライヤー オルビス 
1 1 1 5 
朝食 
自律型感動人間 
マニュアル化できないサービス 
配送 
マニュアル化できないサービス   
1 1 0 1 客室    
1 0 1 0      
1 0 0 0       
0 1 1 1 寝具     
0 1 0 1   WEB サイト   
0 0 1 2    
支払方法 
販売チャネル 
0 0 0 7 自動チェックイン機 
機内環境 機内飲食 
航空ダイヤ(利便性) 
航空ダイヤ(正確性) 
マニュアル化されたサービス 
マニュアル化されたサービス 
(出所)筆者作成。 
 
H5 については、表 7-3 の人資源における同時性の有無に関する真理表により検証する。
なお、「同時性」欄は「1＝起きた」、「0＝起きなかった」ことを示す。H5 は「人資源による
サービスは、サービス・エンカウンターにおいて顧客ニーズに対応した提案価値をその場で
つくりだす。」である。自律型感動人間によるサービスはマニュアル化できないサービスで
あり、またスターフライヤーおよびオルビスの事例におけるマニュアル化できないサービ
スにおいても、顧客ニーズに対応した提案価値がサービス・エンカウンターにおいてつくり
だされている。しかし、マニュアル化されたサービスは、事前に提案価値が定められており、
サービス・エンカウンターにおいて新たな提案価値をつくりだすことができず、そのため不
満を生み出す要因となっている。したがって、H5 は支持されなかった。 
 
 表 7-3 人資源における同時性の特性に関する真理表 
同時性 
事例 
事例数 スーパーホテル スターフライヤー オルビス 
1 3 自律型感動人間 マニュアル化できないサービス マニュアル化できないサービス 
0 2  マニュアル化されたサービス マニュアル化されたサービス 
(出所)筆者作成。 
 
H6 については、表 7-5 の人資源における競合他社の模倣に関する真理表に基づき検証す
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る。なお、競合他社の模倣欄は、「1＝起きた」、「0＝起きなかった」ことを示す。H6 は、
「人資源によるサービスは、競合他社による模倣をうけない。」である。オルビスのオペレ
ーターの事例では丁寧な言葉遣いが模倣をうけることで慇懃無礼と感じるなどの顧客の不
満をもたらしている。また、スターフライヤーの従業員の事例では、参入時に FSC の接客
対応を模倣している。このようにマニュアル化されたサービスは模倣可能であることから、
H6 は支持されなかった。 
 
表 7-5 人資源における競合他社の模倣に関する真理表 
競合他社の模倣 事例 
模倣をうけた 模倣した 事例数 スーパーホテル スターフライヤー オルビス 
1 1 0    
1 0 1   マニュアル化されたサービス 
0 1 1  マニュアル化されたサービス  
0 0 3 自律型感動人間 マニュアル化できないサービス マニュアル化できないサービス 
(出所)筆者作成。 
 
第 2 節 仮説検証に基づく考察 
 本章では、サービスにおいて提案価値が向上をともなう価値共創プロセスのメカニズム
および、伝達手段が価値共創プロセスに与える影響についての検証をおこなった。事例研究
から調査をおこなった結果、H1、H3、H4 は支持され、H2、H5、H6 は支持されなかった。 
 企業が伝達手段を用いて顧客に価値提案をおこなうことで共創価値が創出される。共創
価値には提案価値では提案されなかった新たな価値が内包されており、企業はこの新たな
価値を取り入れた価値提案を顧客におこなう。そのため、共創価値も提案価値の向上に伴い
向上する。藤川ら(2012)はこのような共創価値プロセスが提案価値と共創価値が向上しなが
ら連続的におこなわれていく様子を明らかにしたが、なぜ提案価値の向上をともないなが
ら価値共創プロセスが展開されるのかついてはこれまで明らかにされてこなかった。 
本研究は、このような提案価値の向上をもたらす要因が顧客欲求の向上であり、競合他社
の模倣が顧客欲求を促進することを明らかにした。顧客は消費経験を蓄積することで、これ
までの価値を当たり前と受け止めるようになり新たな価値を求めるようになる。そこで企
業は顧客欲求に対応するために、競合他社との差別化または顧客対応の個別化に基づく新
たな提案価値の提案をおこなうのである。また、競合他社の模倣を受けることで提案価値が
コモディティ化し、競合他社の提案価値が顧客の消費経験として活用されるようになるた
めに顧客の消費経験が増加し、顧客欲求の向上が促進されるのである。 
なお、本研究では、顧客欲求の向上による共創価値の変化を顧客満足の構造を用いて示し
ている。共創価値は未充足であっても不満に陥らず充足されると満足になる魅力的機能、充
足されても満足にならず未充足であると不満に陥る当たり前機能のいずれかに認識される。
顧客欲求が向上し、提案価値が当たり前の価値として受け止めるようになると、その提案価
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値を基に創出される共創価値は当たり前機能として認識されるようになる。そして、提案価
値の向上がおこなわれることで、共創価値は魅力的機能として認識されるようになるので
ある。また、図 3-1 において、提案価値の向上は共創価値を当たり前機能から魅力的機能へ
と変化させるためにおこなわれるとしたが、当たり前機能を充足することで顧客満足を不
満に陥らないようにするためにもおこなわれている。また、共創価値が当たり前機能へと変
化しても提案価値の向上がおこなわれなかった事例も観察されたことから、提案価値は無
限に向上するのではなく収束点が定められていると考えられる。 
本研究においてはサービスを対象として伝達手段が価値共創プロセスに与える影響につ
いての検証をおこなった。サービスは物資源、情報資源、人資源により生産される。物資源
や情報資源によるサービスの提案価値は事前につくりだされているため、サービス・エンカ
ウンターにおいては、既につくられた提案価値を提案するのみであり、顧客ニーズを充足す
るための新たな提案価値をその場でつくりだすことができない。人資源によるサービスは、
マニュアル化されたサービスとマニュアル化できないサービスに分類される。マニュアル
化されたサービスは、事前にサービスが生産されているため、サービス・エンカウンターに
おいて新たな提案価値をつくりだすことができず、物資源や情報資源によるサービスと同
様の価値共創プロセスを展開する。一方、マニュアル化できないサービスは、生産、提供、
消費が同時におこなわれるため、顧客ニーズに対応した提案価値がその場でつくりだされ
る。 
以上の議論を踏まえ、図 3-2 を「事前生産された伝達手段における提案価値の向上をとも
なう"ダイナミックな価値共創プロセス”」として図 7-1 のとおり修正する。また、図 3-3 を
「同時生産される伝達手段における提案価値の向上をともなう"ダイナミックな価値共創プ
ロセス”」と変更する。 
 
図 7-1 事前生産された伝達手段における提案価値の向上をともなう"ダイナミックな価
値共創プロセス” 
(出所)筆者作成。  
競合他社 鱈
蠣懺 纏懺
．．► 
く僅値共鯛プロセスt期＞ ＜価値共1lプロセス(t+ll期＞ ＜価値共鯛プロセスIt+2)期＞
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終章 結論、貢献と残された課題 
 本研究では、サービス研究や顧客満足研究、競争戦略論を用いて価値共創理論を企業の視
点から再検討し、提案価値の向上をともなう“ダイナミックな価値共創プロセスモデル”を
提起した。先行研究では、企業は提案価値を製品やサービスを伝達手段として顧客に提案す
ることで共創価値が創出されること、価値共創を通じて提案価値や共創価値が向上してい
くことが明らかにされてきた。しかし、これまでの価値共創理論は顧客の視点に基づく議論
が中心的であったため、企業による提案価値の向上要因や伝達手段の特性が価値共創プロ
セスに与える影響については議論されてこなかった。本研究では、企業側の視点にもとづき、
価値共創プロセスが時系列にどのように連続的に進行していくかを明らかにした。 
 第Ⅰ部の理論編では価値共創理論、サービス・マーケティング研究および顧客満足研究、
競争戦略論における先行研究をレビューし、これらの議論を統合することで、サービスにお
ける提案価値の向上を伴う価値共創プロセスのメカニズムおよび伝達手段が価値共創プロ
セスに与える影響に関する仮説を導出した。 
 第 1 章では、価値共創理論をレビューすることで、価値共創における提案価値および伝
達手段の重要性を指摘した。また、サービス・マーケティング研究を整理し、伝達手段と位
置づけられるサービスの特性や生産資源、構造などを明らかにした。サービスは物、情報、
人を資源とするサービスの集合体であり、無形性・同時性・不確実性・消滅性の 4 特性をも
つ。しかし、すべてのサービス資源がこれら 4 特性を有するわけではなく、サービスの生産
時期により特性が異なる。サービスの生産、提供、消費が同時におこなわれる人資源による
サービスは 4 特性がすべて該当するが、サービスが事前に生産されている物資源および情
報資源によるサービスは同時性および消滅性の特性が該当しない。 
 第 2 章では、顧客満足研究をレビューすることで、顧客満足の構造についての議論のな
かで機能充足仮説が最も企業側の視点から共創価値の変化を示す下位概念として使用する
ことが適していることを示した。機能充足仮説にもとづくと、顧客満足は充足されても満足
にならず未充足であると不満に陥る当たり前機能と、未充足でも不満に陥らず充足される
と満足になる魅力的機能から構成され、双方を充足することで顧客満足が得られる。 
 第 3 章では、顧客満足に関する先行研究から、これまで静的な概念として捉えられてき
た魅力的機能と当たり前機能が、顧客欲求の向上により相互に変化する動的なものである
こと、また競争戦略論から競合他社の模倣行動が顧客欲求の向上を促進することを指摘し
た。そして、これまでの議論を統合することで、サービスにおける提案価値の向上を伴う“ダ
イナミックな価値共創プロセスモデル”を構築し、価値共創プロセスおよび伝達手段に関す
る仮説を導出した。そして、第 2 部でおこなう事例研究で用いる研究方法と企業の選定に
ついても論じた。本研究では定性的研究を採用し、事例研究は Yin(1984)による理論実証型
定性研究法にしたがい、また分析には Ragin(1987)による質的比較分析を用いている。事例
研究には、特定のサービス資源によるサービスに特化した企業を避け、様々なサービス資源
を源泉とするサービス資源から構成されるサービスを提供する企業を選定した。 
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 第Ⅱ部の事例研究編では、選定された企業の事例について導出した仮説の検証をおこな
った。 
 第 4 章では物資源によるサービスを中心価値とするスーパーホテルの事例研究をおこな
った。そして、物資源によるサービスから 3 事例、情報資源によるサービスから 1 事例、人
資源によるサービスから 1 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、そし
て競合他社の模倣を考察した。 
第 5 章では情報資源によるサービスを中心価値とするスターフライヤーの事例研究をお
こなった。物資源によるサービスから 2 事例、情報資源によるサービスから 3 事例、そし
て人資源によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、
そして競合他社の模倣を考察した。 
第 6 章では人資源によるサービスを中心価値とするオルビスの事例研究をおこなった。
情報資源によるサービスから 3 事例、人資源によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価
値、伝達手段および共創価値の変化、そして競合他社の模倣を考察した。 
そして、第 7 章において、サービスにおける提案価値の向上をともなう“ダイナミックな
価値共創プロセスモデル”および伝達手段の特性を検討した。その結果、共創価値は魅力的
機能から当たり前機能へと変化すること、競合他社による模倣が顧客欲求の向上を促進し、
共創価値の変化をもたらすことを明らかにした。また、企業は当たり前機能の魅力的機能へ
の変化や、当たり前機能の充足を図るために提案価値の向上をおこなうのであり、提案価値
の向上には競合他社との差別化および顧客対応の個別化が用いられる。 
伝達手段については、生産時期が価値共創プロセスに影響を与える。サービスの生産、提
供、消費が同時に行われるマニュアル化できない人資源によるサービスは、サービス・エン
カウンターにおいて顧客ニーズに対応した提案価値をつくりだすことで当たり前機能に変
化した共創価値を魅力的機能へと繰り返し変化させる。しかし、サービス生産が事前におこ
なわれている物資源や情報資源、マニュアル化された人資源によるサービスは、サービス・
エンカウンターにおいて新たな提案価値をつくりだすことができない。 
以上のように、本研究では、価値共創理論に顧客満足研究、サービス・マーケティング研
究、競争戦略の議論を取り入れ、企業の視点から論じることで、価値共創プロセスを理論的、
実証的に解明した。 
本研究の理論的貢献は以下の 4 点にまとめられる。 
第 1 は、企業およびそれがもたらす提案価値の視点から捉える新たな価値共創理論を提
起したことである。先行研究では、もっぱら価値を創出する顧客や価値を創出する場に研究
の視点が置かれてきた。これに対し本研究では、①提案価値を起点として価値共創プロセス
が展開されること、②提案価値の向上が共創価値の向上をもたらすこと、③伝達手段の特性
が価値共創プロセスに影響を与えること、の 3 点で企業が価値共創プロセスに与える影響
を明らかにした。 
第 2 は、顧客満足研究を取り入れることで企業による提案価値の向上とそれに対する顧
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客の評価や満足との相互作用を伴う“ダイナミックな価値共創プロセスモデル”を示した点
である。藤川ら(2012)は、共創価値だけでなく提案価値の向上を伴う価値共創プロセスを示
したが、なぜ提案価値が向上するのか、そのメカニズムについては議論していない。本研究
では、藤川ら(2012)が提起した価値共創プロセスを時系列に考察することで提案価値の向上
や共創価値の変化を伴う“ダイナミックな価値共創プロセスモデル”を示すことが可能にな
った。提案価値の向上は、顧客欲求の向上を起因とし、また顧客欲求の向上は競合他社の模
倣により促進される。顧客欲求の向上により共創価値が変化するのであり、本研究において
は、顧客満足構造を用いることで共創価値の変化を示した。 
第 3 に、さらに、顧客満足の観点から共創価値には 2 つの機能、すなわち、充足されると
満足を生み出すが未充足でも不満には陥らない魅力的機能、そして未充足では不満に陥る
が充足されても満足にならない当たり前機能、があることを示し、共創価値の概念をより具
体化・豊富化したことである。魅力的機能の当たり前機能への変化や当たり前機能の未充足
が起きると顧客満足が低下するため、企業は、競合他社との差別化および顧客対応の個別化
を用いることで向上させた提案価値により新たな価値競争プロセスを展開することで、共
創価値を再び魅力的機能へ変化させることや当たり前機能の充足を図るのである。また、先
行研究においては当たり前機能と魅力的機能は静的な概念として捉えられてきたが、本研
究によってこれらが相互に変化する動的なものであることを明らかにした。 
第 4 は、先行研究においてこれまで論じられてこなかった提案価値の伝達手段であるサ
ービス資源が価値共創プロセスにもたらす影響を、サービス資源を 3 つに分類しながら示
した点である。顧客への提供前に既に生産が終了している伝達手段である物資源および情
報資源によるサービスは、提案価値が固定しており顧客ニーズに対応してその場で新たな
提案価値をつくりだすことができない。一方、生産と提供、消費が同時おこなわれる伝達手
段である人資源によるサービスは、その場で顧客ニーズに対応した新たな提案価値を何度
もつくりだすことができる。この生産時期の相違が、物資源および情報資源によるサービス
と人資源によるサービスでは異なる価値共創プロセスをもたらすのである。 
本研究の実務的貢献としてあげられるのは、企業が共創価値を管理する際には、伝達手段
として使用するサービス資源の特性、すなわち、物資源、情報資源、人資源が自社の提案価
値の変化にどのような比率と組み合わせで貢献しているかを考慮したえうえで競合他社の
模倣行動に着目すべきことを示した点である。生産、提供、消費が同時におこなわれるサー
ビス資源によるサービスは共創価値の変化を直接的に把握することができるが、生産が事
前におこなわれる物資源や情報資源によるサービスは、直接的に共創価値の変化を把握す
ることができず、競合他社の模倣が間接的に共創価値の変化を示すものとなる。人資源が重
要な要素である学習塾では、有名講師による衛星授業などオンライン型教育(情報資源)や、
図形や科学実験に特化した教育(物資源)、自宅学習教材(物資源)、反転学習(自宅で予習した
内容を塾で解説する)、教科ごとに学力別に細分化された段階別授業(情報資源)、学校内での
補習授業の請け負い(情報資源)などのさまざまな新しいタイプの教育が登場している。その
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なかで、従来型の対面式の学習塾も人資源に特化したその特長を活かすために、教育システ
ム(情報資源)において、学年別クラスから能力レベル別クラス、そして個別対応へと提案価
値の向上をはかっている。これにより、人資源によるサービスである講師による提案価値に
個別化を付加することを可能としているのである。能力別クラスの導入は、学年別クラスに
より創出される共創価値が当たり前機能として認識されるようになったことをふまえた取
り組みである。しかし再び競合他社の模倣により共創価値は当たり前機能に変化したため
に、更なる提案価値の価値向上として個別対応が進められている。そのため、自習スペース
の拡大(物資源)や保護者との綿密なコミュニケーション(人資源)などの新たな提案価値の提
案にも着手しているのである。このように競合他社の模倣行動と自社のサービス資源の特
長に着目することで、企業は新たな提案価値の提案をおこなうことができる。 
以上のような貢献の一方で、本研究にはいくつかの問題点や課題がある。 
第 1 に、本研究は企業側の視点によるものであり、顧客側の視点から価値共創プロセス
を十分論じてない。顧客のサービスへの評価については企業や第 3 者機関などが把握する
顧客満足度を使用した間接的な考察にすぎない。本研究では顧客欲求の向上が共創価値の
変化要因であることを明らかにしたが、顧客欲求の考察についても企業の視点を通じた間
接的なものである。そのため、顧客欲求がどのような媒体を通じて向上するのかなど顧客の
行動については論じられておらず、今後は企業視点および顧客視点の双方からの考察をお
こなうことが必要となる。 
 第 2 に、本研究は様々なサービスから構成される企業を事例研究として選定しているが
サービスには、教育やコンサルティングなど人資源によるサービスに特化したサービスや、
通信サービスなど情報資源やまた設備・施設など物資源に特化したサービスなど、特定の資
源に特化したサービスが存在するのであり、これら異なるタイプのサービス企業における
価値共創プロセスとの比較を繰り返しおこなうことで、本研究で導出した理論をより強固
なものとすべきであろう。 
第 3 に、企業は提案価値を無限に向上させるわけでなく、提案価値の向上には何らかの
収束点が存在することを指摘したが、その要因と水準についてはかならずしも明確にされ
ていない。提案価値の向上は、競合他社との差別化をもたらす当たり前機能の魅力的機能へ
と変化するだけでなく、競合他社との同質化を図ることを目的とした当たり前機能の充足
にもおこなわれる。また、常にそうした魅力的機能への変化を求めない標的顧客もある。そ
うした場合に共創価値の当たり前機能がある一定期間変化しない状況が継続する。今後は、
企業がおかれた環境や顧客欲求の水準などにもとづき、そうした問題を考察することが必
要である。 
第 4 に、そうしたサービス資源の分類と顧客満足に関するとらえ方をふまえると、無形
財と有形財が生み出す品質、価値やそれらがもたらす顧客満足の区別と対比を中心になさ
れてきた従来の議論はどのように再規定されなければならないのかも今後の課題となる。
単純にサービスと物とを対置してこの問題にアプローチすべきではない。 
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以上の諸課題を解明していくことが価値共創理論やサービス・マーケティング研究のさら
なる進展をもたらすものと考えられる。 
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